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「何月 り 労働紛争解決業務取扱要領」の 改正について 

平成 1 3 年 1 0 月 1 日に施行された 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する 

法律 ( 平成 1 3 年法律 第 1 1 2 号 ) の施行については、 同年 9 月 1 9 日付け厚 

生労働省発地 第 t 2 9 号・ 基発 第 8 3 2 号， 職発 第 5 6 8 号・ 雇 月光第 6 1 0 

号 ・政党第 2 1 8 号により通達しているところであ り、 また、 個別労働紛争解 

決制度に関する 業務取扱については、 「個別労働紛争解決業務処理要領」を 定 

め、 同日付け厚生労働省発地 第 1 3 1 号により通達しているところであ る。 

今般、 個別労働紛争解決制度の 業務取扱について、 助言，指導業務処理体制 

等に関し、 「個別労働紛争解決業務取扱要領」において 所要の見直しを 行った 

ので、 今後は、 別添の改正後の「個別労働紛争解決業務取扱要領」により、 制 

度の適切な運用に 遺漏なぎを期されたい。 
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第 「 #"; 命 

「 はじめに 

本業務取扱要領は、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律 ( 平成 13 年法律第 1]2 号 ) 

( 以下「 法 」という。 ) に基づき、 都道府県労働局における 個別労働関係紛争の 解決のための 円 

滑な事務処理に 当たって必要と 考えられる事項について 取りまとめたものであ る。 

なお、 雇用の分野における 男女の均等な 機会及び待遇の 確保等に関する 法律 ( 昭和 47 年法律 

第 113 号。 以下「男女雇用機会均等法」という。 ) に基づき行われている 男女均等取扱いに 係る 

紛争の解決援助に 係る事務については「男女雇用機会均等関係業務取扱要領」による。 

Ⅰ 

  

  

2  個別労働関係紛争に 関する用語の 解釈 
Ⅲ労働条件その 他労働関係に 関する事項についての 個々の労働者と 事業主との間の 紛争 
ア 労働関係とは 

個別労働関係紛争とは、 「労働条件その 他労働関係に 関する事項についての 個々の力 働 者 

と事業主との 間の紛争」を 指す。 

この場合、 「労働関係」とは、 労働契約又は 事実上の使用従属関係から 生じる労働者と 事 

業主の関係をいう。 
したがって、 労働者と事業主との 間の紛争であ っても、 労働関係にない 事項についての 紛 

  争、 例えば、 労働者と事業主の 私的な関係における 金銭の貸借に 関する紛争などについては、 

個別労働関係紛争には 含まれない。 

イ ．個々の労働者とは 

個別労働関係紛争は、 「個々の労働者」が 一方の当事者となる 紛争であ る。 

したがって、 労働組合、 労働者の家族、 労働者が死亡した 場合の相続人等が 当事者となる 

紛争は、 個別労働関係紛争には 該当しない。 

この場合の「労働者」とは、 職業の種類を 問わず、 他人に使用され、 労務を提供し、 その 
対価であ る賃金を支払われる 者であ る。 ただし、 現に使用され、 及び労務を提供しているこ 

とは必ずしも 必要ではなく、 例えば、 事業主から解雇され、 その当否をめぐり 紛争を提起し 

ている者については、 紛争の対象となっている 解雇の時点で「労働者」の 要件を満たしてい 

れば、 ，本法の「労働者」に 該当する。 

「労働者」であ るか否かは、 単に契約内容のみによって 外形的に判断するのではなく、 実 

態を踏まえて 判断する。 

ウ 事業主とは 
「事業主」とは、 労働契約の締結に 基づき直接労働者を 雇用する者に 限定されるものでは 

なく、 広く事業の経営主体をいい、 個人企業にあ ってはその企業主が 、 会社その他の 法人組 

織の場合にはその 法人そのものが「事業主」であ る。 
このように事業主を 定義したのは、 個別労働関係紛争においては、 労働契約に係る 債務不 

履行、 労働関係から 生じる不法行為責任等が 紛争の対象になるが、 この場合、 労働契約又は 

事実上の使用従属関係の 主体であ り、 かつ、 不法行為の責任を 最終的に負 う べきなのは「事 

業主」であ り、 また、 労働関係における 各種行為の主体であ る「使用者」の 行為 は 事業主の 

ために行われるためであ る。 

なお、 派遣先と派遣労働者との 紛争についても、 解雇や労働条件の 引き下げといった 労働 
契約の締結に 起因する債務不願行に 係る紛争を除き、 派遣先は本法上の 事業主と解する。 

おって、 紛争当事者であ る事業主が倒産等により 消滅し ( 合併による消滅を 除く。 ) 、 又 

は 個人事業主が 死亡した場合 ( 相続人が事業を 相続した場合を 除く。 ) は、 紛争の一方の 当 

事者が存在しないため 対象とならない。 

ェ 個別労働関係紛争は、 「個々の労働者と 事業主との 間 」の紛争であ り、 紛争当事者双方が 

労働者であ る場合は対象とならない。 

オ 紛争とは 
「紛争」とは、 紛争の一方の 当事者の主張に 対し、 他方の当事者がそれに 同意せず、 両 当 

事者の主張が 一致していない 状態を いう 。 

㎝労働者の募集及び 採用に関する 事項についての 個々の求職者と 事業主の間の 紛争 
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ア 労働者の募集及び 採用に関する 事項は、 労働関係に入る 以前の事項であ るが、 労働関係が 
生じる人口段階であ る募集及び採用は、 労働者の職業生活を 決定づける重要な 段階であ り、 

これらの紛争が 生じた場合にも 簡易・迅速な 解決が求められることから、 個別労働関係紛争 
に 含めている。 

イ 募集とは 

  「募集」とは、 労働者を雇用しょうとする 者が 、 自ら ス は他人に委託して、 労働者となろ 
ぅ とする者に対し、 その被用者となることを 勧誘することをい う が、 法第 1 粂の「募集」に 

は、 加えて公共職業安定所その 他の職業安定機関を 介して、 行 う ものも含まれる。 
なお、 労働者派遣事業を 行 う 事業主が派遣労働者になろ う とする者に対し、 い わゆる登録 
を 呼びがける行為及びこれに 応じた者を労働契約の 締結に至るまでの 過程で登録させる 行為 

は、 「募集」に該当する。 

ウ 採用とは 

「採用」とは、 一般には労働契約の 締結をいうが、 法第 1 条の「採用」には、 応募の受付、 

採用のための 選考等募集を 除く労働契約の 締結に至る一連の 手続も含まれる。 

エ 求職者とは 

法 第 1 条の「求職者」とは、 対価を得るべく 自己の労働力を 提供して職業に 就くために他 

人に雇用されようとし、 その意思を表示している 者をいう。 

朋 ・ 
3  個別労働関係紛争の 解決に当たっての 手法 
個別労働関係紛争の 解決に当たっては、 下記のとおり、 法に基づき「総合労働相談」、 「都道 

府県労働局長の 助言・指導制度」及び「紛争調整委員会によるあ っせん制度」という 3 つの方 

法により、 その処理を行う。 

Ⅲ総合労働相談 

ア 趣旨 

個別労働関係に 係る労働者等の 不満・苦情の 多くは、 法令、 判例の不知、 誤解に基づくも 

のも多く、 適切な情報提供、 相談を行 う ことにより紛争に 発展することを 未然に防止し、 労 

使が自主的に 解決することを 促進することが 可能となるため、 都道府県労働局長は、 労働者、 
求職者又は事業主に 対し、 労働関係に関する 事項並びに労働者の 募集及び採用に 関する事項 
ほ ついての情報の 提供、 相談その他の 援助を行うものであ る。 

イ 情報の提供、 相談その他の 援助 

㈹都道府県労働局長の 情報の提供、 相談その他の 援助は、 具体的には、 都道府県労働局 及 
びこれに設けられる「総合労働相談コーナー」における 相談等の実施により 行われる。 

( ィ ) 「情報の提供、 相談その他の 援助」としては、 労働者、 求職者又は事業主からの 照会内 
｜， Ⅰ   ・ 

容に応じた関係法令、 判例等の情報や 資料の提供、 紛争解決制度に 関する情報や 貸料の提 
供 、 相談者に対する 相談のほか、 労働基準監督署、 公共職業安定所、 労政事務所、 地方労 

働委員会等の 他の機関が扱 う ことが適当であ ると認められる 事案についての 当該他の機関 

に対する取次ぎ 等が考えられる。 
㈲都道府県労働局長の 助言・指導制度 
ア 助言・指導制度を 設けた趣旨 

個別労働関係紛争の 中には、 法令や判例の 理解が十分でないために 不適切な行為をしたこ 

とにより生じているものも 多数あ り、 これらについては、 問題点及び解決の 方向性を的確に 

示すことにより 迅速に解決できること 等から、 より簡易な個別労働紛争解決制度として、     

道府県労働局長の 助言，指導制度を 設けるものであ る。 

イ 助言，指導制度の 性格 

助言・指導は、 当事者間による 紛争の自主的な 解決を促進するため、 紛争当事者に 対して、 

問題点を指摘し、 解決の方向性を 示唆するものであ り、 紛争当事者に 一定の措置の 実施を強 

制するものではない。 

一 - コ田一紛負   調整委員会・によるあ   っ セん制度 -                                                                                 
ア あ っせん制度を 設けた趣旨 

個別労働関係紛争は、 基本的には私人間の 民事上の紛争であ ること、 雇用関係という 継続 
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的な関係を前提としていることが 多く 、 特に円満な解決を 図る必要性が 高いことから   ， @ 紛争 

当事者間の話合いによる 自主的な解決の 促進を図るためのあ っせん制度を 設ける．ものであ   

る 。   
イ あ っせんの性格     

あ っせんは、 紛争当事者の 間に第三者が 入り、 双方の主張の 要点を仙かめ、 双 左に働きか     

け 、 場合によっては 両者が採るべき 具体的なあ っせん案を提示するなど、 紛争当手者間の 調、 

整を行うことにより、 その自主的な 解決を促進するものであ る。 したがって、 調合いの促進     

のためにあ っせん案を提示することがあ っても、 当該あ っせん案はあ くまで 話 合いの力向性   

を示すものであ り、 その受諾を強制するものではない。 

ウ あ っせんの実施機関 

行政が直接行う 場合よりも、 紛争当事者があ っせん案を受け 入れやすくし、 あ っせんによ 

る 解決の実効性を 高めるため、 あ っせんを行う 主体として、 より中立的な 第三者としての 丘 

場 にあ る学識経験者からなる 紛争調整委員会があ っせんを行うものとしたこと。 

4  個別労働紛争解決制度の 事務処理を行うに 当たっての基本的留意事項 

Ⅲ個別労働紛争解決制度の 基本的性格 
「総合労働相談」、 「都道府県労働局長の 助言・指導制度」及び「紛争調整委員会によるあ 

っせん制度」により、 個別労働関係紛争を 解決するための 事務処理を行うに 当たっては、 これ 

らに共通した 基本的性格として、 次の点について 十分認識する 必要があ る。 

ア 公平性 

個別労働関係紛争は、 基本的には、 私人間の民事の 紛争であ り、 その解決を第三者として 
援助するものであ ることから、 労使いずれか 一方に偏した 態度を採ることは 許されず、 厳 ・ 正 

中立を保ち、 予断や偏見を 持つことがないように 留意する。 

イ 任意性 
助言・指導、 あ っせんといった 法に基づく紛争解決に 向けての措置はいずれも、 行政上の 

義務を課すものではないことから、 特定の解決方法を 強要することのないように 留意する。 

ウ 互譲性 

紛争当事者の 行為の是非を 判断することを 本来の目的とするものではなく、 個別労働関係 

紛争の現実的な 解決を図る措置であ ることから、 紛争当事者の 双方の譲り合いや 歩み寄りが 

大切であ ることを双方に 理解させることが 重要であ る。 

エ 柔軟性 
個別労働関係紛争の 現実的な解決を 図るための措置であ ることから、 法令に反し、 又は違 

法 行為を追認するようなものでない 限り、 助言・指導及びあ っせん 案 等の内容は柔軟に 考 ヌ、 

られ得るものであ る。 

オ 簡易・迅速性 
裁判による過度の 時間的、 経済的負担を 軽減することを 目的とした行政措置であ ることか 

ら 、 その処理に長期間を 要したり、 必要以上に厳密な 調査を実施する 等によりそのメリット 

を相殺することのないように 留意する。 

力 非公開性 
個別労働関係紛争の 解決のためには、 紛争当事者間の 双方における 信頼関係の形成が 重要 

であ り、 手続の過程で 知り得た互いのプライバシ 一に係る事項や 助言・指導、 あ っせん案の 

内容等は、 当該信頼関係形成の 上で、 当事者間限りのものとすることが 必要であ ることを 十 

分 に理解させておく。 
また、 事務処理を行う 過程において 企業の人事管理、 個人の評価等通常は 公にされない 内 

容についても 知り得る場合があ るが、 企業の人事管理上の 秘密や個人のプライバシーを 犯す 

ことのなれよ う 、 その秘密保持につぎ 特段の配慮をする。 

(2) 個別労働紛争解決制度の 特色 
個別労働関係紛争の 解決のための 取組は、 裁判所における 民事調停、 地方労働委員会や 労政 

主管事務所等の 地方公共団体においても 実施されているところであ る。 法に基づく都道府県 

労働局における 個別労働 " 争 解決制度にあ っては、 これら他の機関における 個別労働関係紛争 
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の 解決のための 取組も含めた 複線的な個別労働紛争解決システムの 一環として、 紛争当事者の 

選択肢の一つとして 位置付けられるものであ り、 その中でも特に 個別労働関係の 分野における 
専門性をいかした 簡易・迅速な 処理という点にその 特色があ る。 

以上の点を踏まえた 上で、 個別労働関係紛争の 解決に当たっては、 当該特色をいかした 事務 

処理に努めるとともに、 水 制度により解決が 行われない場合にあ っては、 当該紛争事案の 内容、 
紛争当事者の 解決に当たっての 意向等を勘案した 上で、 これに即したほかの 紛争機関への 的確 

な取次ぎを行う 等、 複線的な個別労働紛争解決システム 全体としての 機能をいかした 紛争の解 

決 に留意する必要があ る。 

㈹個別労働関係紛争解決への 基本的対応姿勢 
個別労働関係紛争にあ っては、 上記のとおり「都道府県労働局長の 助言・指導制度」、 「 紛 

争 調整委員会によるあ っせん制度」といった 解決に当たっての 手法科存在するが、 より簡易・ 
迅速かつ円満にその 解決を図るという 点においては、 まず、 紛争当事者双方が 十分な話合いを 

尽くすことが 前提であ る。 

このような観点から、 個別労働関係紛争の 解決に当たっては、 まず、 当該紛争事案に 関して 

必要な事実の 調査、 事情の聴取等を 行 い その概要を把握した 上で、 関係法令、 判例等を踏まえ 

た 紛争当事者間の 話合いを促進するための 助言を行うことにより、 その自主的な 僻 決を図るこ 

ととする。 

なお、 この場合の助言は、 口頭で行うもの 文書で行 う ものを問わず、 法 第 4 条に基づく都道 

府県労働局長による 助言として位置付けられるものであ る。 

第 2  相談対応に係る 留意事項 
]  総合労働相談コーナ 一の性格 

Ⅲ ワンストップサービスについて 
労働相談については、 従来から、 労働基準監督署、 公共職業安定所、 雇用均等 室 等において、 

各々の所管事項に 応じて対応が 図られてきた。 また、 平成 ]2 年 4 月からは、 都道府県労働局 

総務部企画室 ( 以下「総務部企画室」という。 」 ) に総合労働相談窓口が 設置され、 労働相談 

に 係るワンストップサービスの 提供を行うこととされたが、 各都道府県の 設置 数 が各々 1 箇所 

という事情もあ り必ずしも十分に 機能していなかった。 

このように、 各々の機関がその 所管事項に応じた 対応を図る相談体制に 関しては、 一般にど 

のような行政機関がどのような 権 限を有するかについて 不知であ る相談者からすると、 自己が 

抱えている問題につき   具体的にどこに 相談に赴けばよいか 判断ができず、 結果として問題の 僻 

決を困難にしているといった 指摘がされていた。 

個別労働紛争解決制度において 展開される総合労働相談コーナー ( 以下「コーナー」という。 ) 
における労働相談にあ っては、 このように、 各々行政機関がその 所管に基づいて 対応を行って 

きた相談の対象を、 個別労働関係紛争に 係るものも含め 労働問題に関するあ らゆる分野に 拡大 

し 、 これらについて 相談に応じ、 問題点や解決方法・ 処理機関等について 情報を提供するワン 

ストップサービスの 実施をその主眼としている。 

(2) コーナ一の取り 扱う相談の種類 
コーナーは労働問題に 関するあ らゆる分野の 相談に対応し、 情報提供を行う 機関であ り、 取 

  り 扱う相談としては 次のようなものが 挙げられる。 
  
  
  

ア 法令、 各種制度に関する 照会、 行政手続に関する 問い合わせ ( 下記法施行事務を 除く。 ) 
  イ 法施行事務 ( 監督権 限の行使、 行政指導の実施等行政機関による 何らかの措置の 実施並び 

  に 詳細な法令の 解釈及び各種制度に 関する照会等を 求めるもの ) 
  9  個別労働関係紛争の 解決を求めるもの 
  Ⅲ コーナ一の組織上の 位置づけ 

  

コーナーは、 労働基準監督署庁舎内に 設置されているものを 含め、 総務部企画室の 一部門と 

  して設けられたものであ る。         
    2  相談対応に係る 留意事項 
  Ⅲ総合労働相談員の 業務について 
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Ⅰ 

総合労働相談員 ( 以下「相談員」という。 ) は、 都道府県労働局長の 指示を受けて、 労働者‥ 

事業主等に対する 情報提供、 相談その他の 援助を行うとともに、 助言・指導及びあ っせんに係 

る補助業務を 行う。 
㈲総合労働相談体制の 整備について 

コーナ一にあ っては、 前記のとおり、 個別労働関係紛争に 係るものをはじめ 労働問題に関す 
るあ らゆる分野の 相談に対応することから、 当該コーナ一に 配置される相談員は、 その㍾ 務遂 

行 に当たり、 労働分野における 法令、 判例、 各種制度等に 閲する広範な 知識が必要不可欠であ 

ることを踏まえ、 平素よりその 内容について 習熟しておく。 
なお、 コーナ一においては、 別添「労働相談業務に 当たっての基本的留意事項について」に 
留意した的確な 相談対応を行う。 

㈲法令・各種制度に 関する照会等に 係る相談対応を 行 う 場合の留意点について 

ァ 取次ぎ 

法令、 各種制度に関する 照会、 行政手続に関する 問い合わせ等で、 照会事項等を 所管する 
行政機関による 専門的な回答が 適当であ るもの、 あ るいは、 監督権 限の行使、 ・行政指導等の 

実施の法施行事務を 求めるものについては、 所管担当部署へ 事案の取次ぎを 行う。 
イ ワンストツプサービス 

法令、 各種制度に係る 照会については、 簡易なものを 除き、 原則、 所管担当部署に 取次ぎ 

を行うが、 各種制度に関するパンフレット 等参考資料を 常時備え付けた 上で、 適宜情報提供 

を行う等上記ワンストップサービスの 趣旨にかんがみた 対応に留意する。 

ウ 取次ぎにおける 留意点 

取次ぎを行う 場合にあ っては、 コーナーと取次矢間の 意思疎通の不備から、 相談者に行政 

機関 問 をいわゆる「たら れ 回し」されたとの 誤解が生じないよう、 あ るいは取次 先 で相談者 

に無用に繰り 返し同一の質問を 行うことのないよう 所管の行政機関名及びその 所在地につい 

て 的確な情報提供を 行うほか、 必要に応じ、 取次先の担当者に 連絡し、 相談内容の概要をフ 

ァックス等で 伝える等、 その円滑な事務処理に 留意する。 

(4) 個別労働関係紛争に 係る相談対応を 行う場合の留意点について 
ア コーナ一に相談が 寄せられた場合 
コーナ一においては、 個別労働紛争解決に 当たって次の 業務を行う。 
① 相談者が求めている 各種情報の提供及び 相談の実施 

② 相談者が都道府県労働局長の 助言・指導を 希望する場合には、 この 中 出の受付 

③ 当事者間における 請 合いによる解決に 向けての必要なアドバイス 及び口頭助言の 実施 
④ 相談者が紛争調整委員会によるあ っせんを希望する 場合には、 その申請の受理 

㈲ コーナ一において、 個別労働関係紛争の・ 解決を求める 内容の相談が 寄せられた場合にあ 

っては、 当該紛争事案の 概要を把握した 上で、 相談内容に応じて 関連する法令、 裁判例等 

の情㍻を提供するほか、 適切なアドバイスにより 当事者間の自主的な 解決を促 す 。 

なお、 個別労働関係紛争の 解決を求める 内容の相談については、 都道府県労働局長の 助 

言・指導の申出の 受付、 あ るいは紛争調整委員会によるあ っせんの申請の 受理を行ったも 

のを除き、 別添様式 1 「労働相談 票 」に、 相談内容の詳細を 記敬した上で 保管する。 
Ⅲ上記㎝の相談の 結果、 相談者が、 都道府県労働局における「都道府県労働局長の 助言 

・指導」又は「紛争調整委員会によるあ つせん」を求める 場合にあ っては、 別添リーフレ 
ット 1 又は 2 の活用等により、 その説明を行う。 
㈹ a 相談者が都道府県労働局長の 助言・指導制度についての 中田 ( 以下「中田」という。 ) 

の意思を表明した 場合には、 受付を行う。 中田 は 、 口頭又は書面いずれの 方法によって 

6 行うことが可能であ る。 また、 申出は、 原則として紛争当事者に 限り行うことができ 

る。 なお、 申出人が遠隔地に 居住している 等の地理的事情及び 申 出人の利便性を 考蔵 し、 

やむを得ないと 認められる場合には、 申出人の氏名、 所在地及び中田内容等を 記した 書 

面の郵送 x は第三者の届出等によりこれを 行うことを妨げるものではない。 

この場合にあ っては、 申出人に対し、 電話等により 申出の意思、 その内容等を   確認する。 

b 申 出の受付を行った 場合には、 別添様式 2 「労働局長の 助言・指導処理 票 」 ( 以下「 助 

言 ・指導処理 票 」という。 j を作成ずる。 「助言・ 指韓 処理 崇 」については、 申出の 受 
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付 以前に既に当該 申 出人から同一の 紛争に係る相談が 行われており、 「労働相談 = 」を 

既に作成している 場合にあ っては、 同 票を添付することにより、 同一内容の記載部分に 

ついては省略することとして 差し支えない。 

㈹ a 申 出人がコーナ 一における早急な 解決を希望する 場合等については、 当該紛争事案が 

法令に基づく 監督権 限の行使、 行政指導等の 実施の対象となる 事項を含まずかつ 複雑困 

難なものでない 限りにおいて、 申出の受付を 行った時点で、 被申 出人に対して 電話連絡 

により当該紛争事案に 係る事実関係につき 確認を行った 上で、 紛争解決に向けての 助言 

を 行うこととして 差し支えない。 

なお、 この場合の助言にあ っては、 関係法令やその 解釈、 判例等紛争解決に 当たって 
の必要な情報の 提供を行い当事者問の 話合いを促すことにとどめ、 被 申立人の行為の 当 

香箸当該紛争事案に 係る個別的な 判断は差し控える。 
b 上記の助言は、 コーナ一において 実施されるものであ るが、 その位置付けについては、 

法第 4 条に基づく都道府県労働局長の 助言・指導の 一環として行われるものであ る。 し 

たがって、 コーナ一における 相談員は慎重かつ 的確な処理に 留意する。 

c 上記助言の結果、 申出に係る紛争発生の 原因が被 申 出人の関係法令や 判例等の不知に 

あ り、 被申 出人の対応から、 当該紛争事案について 解決が図られる 可能性が認められる 

場合については、 申出人にその 旨を伝えた上で、 被申 出人との再度の 話合いについて ア 

ドバイスを行う。 

包被 申 出人に対する 助言を行った 場合には、 その実施のおおむね 2 週間後 ( 被申 出人が 

紛争解決に当たっての 措置を講じるのに 一定期間が必要であ る 旨 主張している 場合には 

当該期間経過後 ) 、 申出人に対して 解決の有無について 確認を行う。 

なお、 「紛争の解決」とは 次に該当する 場合をいう ( 本業務取扱要領の 第 4 「都道府 
県労働局長の 助言・指導制度」及び 第 5 「紛争調整委員会によるあ っせん制度」におい 

ても同一の定義とする。 ただし、 第 5 「紛争調整委員会によるあ っせん制度」において 

は 、 「 申 出人」を「申請人」に 置き換える ) 。 

① 申 出人の当初の 申田内容どおりの 措置が講じられた 場合 

② 申 出人の当初の 中山内容どおりの 措置は講じられないものの、 これに代わる 代替 
措置が講じられた 結果、 申出人がこれに 納得した場合 

③ 中山内容どおりの 措置あ るいはこれに 代わる措置については 講じられていないも 

のの 中 出人が以後の 処理の続行を 希望しない場合 

( ォ ) a 申 出の受付を行った 紛争事案のうち、 コーナ一において 解決に向けての 必要な助言を 

実施しない場合又はコーナ 一で助言を行ったが 結果的に複雑困難な 事案であ った場合で 

申出人が希望する 場合にあ っては、 「助言・指導処理 票 」を、 申出の際に提出された 資 

料等があ る場合には添付した 上で、 速やかに総務部企画室あ て送付する。 

b コーナ一において 必要な助言を 実施する場合にあ っては、 当該助言についての 指示を 

受けるため、 申出の受付後、 「助言・指導処理 票 」の写しを 、 速やかに総務部企画室あ 

て 送付する。 
なお、 被申 出人に対して 必要な情報提供等行っている 場合には、 「助言・指導処理 票 」 

の 経過 欄 にその内容及びこれに 対する 扱申 出人の対応等を 記敵する。 

この場合、 「助言・指導処理 票 」の写しの送付を 受けた総務部企画室においては、 こ   

れにより当該紛争事案の 概要について 把握した上で、 その的確な解決に 向け、 適宜、 労 

働基準部、 職業安定部 X は雇用均等室への 照会 ( 後記 3 の 1 参照 ) を経て、 コーナ一に 

対して必要な 指示を行う。 

また、 助言の実施後、 申出人に対して 解決の有無につき 確認を行った 段階において、 

当該確認の結果について「助言・ 指導処理 票 」の経過 冊 に記載した上で、 申出の際に提 

出された資料等あ る場合には添付し、 速やかに総務部企画室あ て送付する。 

( 力 ) 上記第 1 の 4 (3) に示したとおり、 個別労働関係紛争の 解決に当たっては、 まず、 紛争 

  当事者の話合い．を．促進する - ため -% 功言を．行うことにより、 その自主的な 僻 決を図ることと 
するが、 相談者が紛争調整委員会によるあ っせんによる 解決を希望している 場合にあ って 

              上記にかかわらず、 別添リーフレット 2 の活用等により．紛争・ 言の・ 聖 委員会によるあ っ 
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せん制度について 説明し、 相談者が希望する 場合には、 別添省令様式第 1 号「あ っせん 中 

請書」の提出によるあ っせんの申請を 行うよう教示する。 
また、 これにより提出された「あ っせん申請書」の 受理を行った 場合には、 別添様式 7 

「あ っせん処理 票 」に所要の事項を 記載の上、 これに当該「あ っせん申請 音 」、 E け 詣の傑 
提出された資料等を 添付した上で、 速やかに総務部企画室に 送付する。 
㈲男女均等取扱いに 係る個別紛争の 相談が寄せられた 場合にあ っては、 上記 ( ァ ) ～㈲に か 

かわらず、 雇用均等室への 取次ぎを行う。 
㈲ a 労働基準法 ( 昭和 22 年法律第 49 号 ) 違反に係る事項で 労働基準監督機関による 監督 
指導等により 解決を図るべきものなど 労働基準監督署、 公共職業安定所、 屈 用 均等 室 ( 以 

、 ， 立 E 。 下 「行政指導等担当部署」という。 ) が 、 法令に基づく 行政指導等により 解決を図るべ 

き紛争事案については、 上記㈲～㈲にかかわらずコーナ 一における処理は 行わず、 当 
該行政指導等担当部署への 取次ぎを行 う ( 後記「第 3  総務部企画室における 事務処理 

等 りを参照 ) 。 

法令に基づく 行政指導等の 実施あ るいは都道府県労働局における 助言・指導又はあ っ 
せんのいずれの 方法により、 解決を図るべきか 判別することが 困難な紛争事案について 

助言・指導の 申 出 又はあ っせんの申請が 行われた場合には、 受付又は受理を 行った上で、 

「助言・指導処理 票 」又は「あ っせん処理 票 」を作成し、 これを総務部企画室に 送付す 

る。 

b 労働基準法第 24 条に規定する 賃金の支払と 同時に解雇の 撤回が求められているなど 

労働基準法令違反に 係るもので労働基準監督機関による 監督指導等により 解決を図るべ 

き事項と都道府県労働局における 助言・指導 ス はあ っせんの対象となる 事項が混在して 

いる紛争事案については、 前者について 管轄の労働基準監督署への 取次ぎを行う 一方、 

後者については 制度の説明を 行った上で、 申出又は申請の 意思について 確認を行う。 

このような混在事案においては、 監督指導を行う 労働基準監督署との 緊密な連携の 下、 
事案全体について 効果的かつ効率的に 処理を行う必要性があ ることから、 上記により申 

出の受付を行った 場合には、 「助言・指導処理 票 」の備考欄に、 当該取次ぎを 行った事 

項の内容、 取次ぎを行った 結果申告として 受理されたか 否か及び取次先の 労働基準監督 

署名を記載した 上で総務部企画室あ て送付する。 

また、 この場合にあ っては、 以降、 複数の機関が 並行して各々事務処理を 行うことの 

ないよう、 板車出人に対する 接触等に関して、 総務部企画室は、 労働基準部 ( 労働基準 

部の了解が得られた 場合には直接労働基準監督署 ) と 緊密な連携を 取り合う。 

c 公共職業安定所の 所管する法令等に 関するもので 行政指導等により 解決を行うべき 事 

● 
項 と都道府県労働局における 助言・指導又はあ っせんの対象となる 事項が混在している 

紛争事案が寄せられた 場合の処理においては、 前記 ゎと 同様とする。 

イ コーナーが設置されていない 労働基準監督署及び 公共職業安定所に 相談が寄せられた 場合 
( ァ ) 労働基準監督署に 相談が寄せられた 場合 

a  コーナーが設置されていない 労働基準監督署に、 その所管・に 係る労働条件についての 

・個別労働関係紛争の 相談が寄せられた 場合にあ っては、 当該紛争事案の 概要を把握した 
上で、 相談内容に応じて 関連する法令、 裁判例等の情報を 提供するほか、 適切なアドバ 

イス により当事者間の 目上的な 解   決を促す。 

なお、 個別労働関係紛争の 解決を求める 内容の相談については、 「労働相談 票 」に 、 
相談内容を記載した 上で保管する。 

b  上記 a の相談の結果、 相談者が、 都道府県労働局における 助言・指導又はあ っせんを 

求める場合にあ ってば、 別添リーフレット 1 又は 2 の活用等により、 制度の説明を 行う。 

c  相談者が助言・ 指導の申 出 又はあ つせんの申請の 意思を表明した 場合には、 コーナー 

への取次ぎを 行 う 。 

c@ 所管に係るもの 以外の個別労働関係紛争の 相談が寄せられた 場合には、 別添 り - フ ン   ・ソト 1 又 は 2 の活用等により、 制度の説明を 行った上で、 コーナーへの 取次ぎを行う。 
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我 が寄せられた 場合には、 所管に係るものについては 労働基準監督署が 対応するものと 

し、 所管に係るもの 以外のものについてはコーナーへの 取次ぎを行う。 この際、 労働基 

準監督署において 申告として受理した 場合には、 コーナ一に対しその 旨を伝える。 
コーナーは、 この旨を労働相談 = に記載し、 通常の労働相談 票 とは別個に綴り、 後日 

助言・指導の 申 出 又はあ っせんの申請がなされたときに 備える。 

なお、 コーナ一に取り 次がれた相談の 結果、 助言・指導の 申 出 又はあ っせんの申請が 

なされたときは、 上記 ア ㈲ a 後段及び b と同様とする。 

f  男女均等取扱いに 係る個別紛争の 相談が寄せられた 場合には、 雇用均等室への 取次ぎ 

を行う。 

( ィ ) 公共職業安定所に 相談が寄せられた 場合 

a  公共職業安定所に、 募集・採用等その 所管に係る個別労働関係紛争の 相談が寄せられ 

た 場合にあ っては、 当該紛争事案の 概要を把握した 上で、 相談内容に応じて 関連する 法 
今 、 判例等の情報を 提供するほか、 適切なアドバイスにより 当事者間の自主的な 解決を 

促す。 
なお、 個別労働関係紛争の 解決を求める 内容の相談については、 「労働相談 票 」に 、 

相談内容を記載した 上で保管する。 
b  上記相談の結果、 相談者が、 都道府県労働局における 助言・指導又はあ っせんを求め 
る場合にあ っては、 別添リーフレットⅠ又は 2 の活用等により、 その説明を行う。 0 ， 

c  相談者が助言・ 指導の申 出 又はあ っせんの申請の 意思を表明した 場合には、 速やかに 

総務部企画室に 電話連絡を行い 相談内容の概要について 伝える。 

この場合、 総務部企画室においては、 当該電話連絡に 際し、 相談者に対して 事情の聴 

取を行い、 相談内容に応じ、 都道府県労働局長の 助言・指導制度について 説明を行った 

上で申出の受付を 行う等相談者の 負担軽減に配慮した 迅速な対応に 留意する。 

d  所管に係るもの 以外の個別労働関係紛争の 相談が寄せられた 場合には、 別添リーフレ 

・ソト 1 又は 2 の活用等により、 制度の説明を 行った上で、 コーナーへの 取次ぎを行う。 

e  所管に係るもの 及び所管に係るもの 以外のものが 混在している 個別労働関係紛争の 相 

談 が寄せられた 場合にほ、 所管に係るものについては 公共職業安定所が 対応するものと 

し 、 所管に係るもの 以外のものについてはコーナーへの 取次ぎを行う。 

ただし、 所管に係るもの 及び所管に係るもの 以外のものが 混在している 個別労働関係 
紛争の相談が 寄せられた場合であ って、 相談者が、 助言・指導の 中出の意思を 表明した 

場合には、 所管に係るもの 以外のものも 含め上記 c の対応によること。 

をィ ラ つ - f  男女均等取扱いに 係る個別紛争の 相談が寄せられた 場合には、 雇用均等室への 取次ぎ 0 ・       
ウ 都道府県労働局労働基準部、 職業安定部、 雇用均等 室 に相談が寄せられた 場合 

㈲労働基準部、 職業安定部、 雇用均等 室 ( 以下「所管部室」という。 ) に各々の所管に 係 

6 個別労働関係紛争の 相談が直接に 寄せられた場合にあ っては、 原則として法令に 基づく 

行政指導等を 先行して行うものであ るが、 必要に応じて、 相談内容に応じた 関連する法令、 

判例等の情報を 提供するほか、 適切なアドバイスにより 当事者間の自主的な 解決を促す。 

個別労働関係紛争の 解決を求める 内容の相談については、 「労働相談 票 」に、 相談内容 

を 記載した上で 保管する。 
Ⅲ上記㈲の相談の 結果、 相談者が、 都道府県労働局における 助言   指導又はあ っせんを 

求める場合にあ っては、 別添リーフレット 1 又は 2 の活用等により   その説明を行う。 

(0) 相談者が助言・ 指導の申 出 又はあ っせんの申請の 意思を表明した 場合には、 所管部室は 

総務部企画室に 取次ぎを行う。 
㈲所管に係るもの 以外の個別労働関係紛争の 相談が寄せられた 場合には、 別添リーフレッ 

ト 1 又は 2 の活用等により、 制度の説明を 行った上で、 総務部企画室への 取次ぎを 行         
㈹男女均等取扱いに 係る個別紛争の 相談が寄せられ だ 場合には、 ・雇用均等室への 取次ぎを   

Y ， 了 一 っ。 - 

エ 相談者への他機関の 紹介 
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鮭め臣 

上記第 1 の 4 (2) のとおり、 他の機関における 取組をも含めた 複線的な個別労働紛争解決 

システム全体としての 機能をいかした 紛争の僻 決 に留意すべきという 点にかんがみ、 コーナ 

一等においては、 相談者が都道府県労働局における 助言・指導又はあ っせんを祈望しない 場 

合 等にあ ってはその求めに 応じて、 これら他の個別労働関係紛争の 解決に係る取組を 行う機 

関を紹介すること 等により当該相談者のニーズに 最も適合した 紛争解決の手段を 情報提供す 

ることに留意する。 
この場合、 他の機関における 個別労働関係紛争の 解決に係る取組にあ っては、 次のよう 

な 特色があ る。 

① 民事調停 
Ⅰ / @ ト Ⅰケ @ @ Ⅰ             @  ""@H"" "J@' ;""" '" 巾 士   出頭要請、 証拠調べ等の 強制権 限、 時効の中断、 受諾された調停案の 執行力の付与等解 

  決に向けての 実効性確保のための 機能が整備されている。 

② 地方労働委員会によるあ っせん 
全労使姉者構成による 労使慣行の実情を 踏まえた調整機能を 有する。 

③ 弁護士会によるあ っせん、 仲裁 
法律家としての 専門的知識、 技能をいかした 紛争解決機能を 有する。 また公的機関によ 

る 取組ではないことから、 より実情に即した 柔軟な解決案の 提供が可能 ( 反面、 解決額 は 
応じた手数料等が 必要 ) 。 

第 3  総務部企画室における 事務処理等 
Ⅰ 所管部室への 照会 
Ⅲ コーナ一で申出の 受付を行った 紛争事案については、 総務部企画室において 別添様式 5 「 労 

働 局長の助言・ 指導受付台帳 」に必要事項の 記職を行う。 

(2) 総務部企画室は、 紛争事案の内容、 申出人の意向等を 踏まえつつも、 原則として法令に 基づ 
く 行政指導等を 先行して行うことに 留意し、 法令に基づく 行政指導等と 都道府県労働局長の 助 

言 ・指導のいずれにより 処理すべきか 判断がつかないものについては、 所管部室へ照会する。 
㈹照会を受けた 所管部室は、 当該紛争事案の 内容、 申出人の意向等を 踏まえ、 法令に基づく 行 
政 指導等、 都道府県労働局長の 助言・指導のいずれにより 解決を図るかについて 判断を行う。 
(4) 当該判断の結果、 当該紛争事案の 解決に向けて、 法令・指針等に 基づく行政指導等と 都道府 

県労働局長の 助言・指導のいずれにおいても 紛争の解決を 図ることが可能であ る場合には、 所 

  管部室は、 各行政指導等担当部署との 緊密な連携の 下、 原則として行政指導等を 先行して行い、 

一方で、 行政指導等を 先行して行う 旨を総務部企画室へ 伝え、 総務部企画室ばその 間、 助言， 

指導に係る事務処理を 停止し、 その 旨申 出人に連絡する。 
(5) 当該行政指導等の 結果、 紛争の原因となった 事項が 改 苦され、 これにより紛争が 解決した 場 

合 には、 改めて助言・ 指導は行わない。 

(6) 行政・指導等により 処理が終了した 場合、 所管部室は、 当該業務を終了した 旨 、 及び行政指導 
の内容又は処理経過等で、 業務に支障のない 範 四を総務部企画室に 伝える。 

(7) 総務部企画室は、 さらに助言，指導を 行うことにより 紛争の解決が 図られる可能性があ ると 

判断したときには、 助言・指導に 係る事務処理に 移行する。 
なお、 この場合、 行政指導等を 行った所管部室は、 総務部企画室から 要請を受けたと ぎ は 、 

業務に支障のない 範囲で、 情報提供等を 行う。 

2  事項別の所管部室への 照会 
上記 1 の各所管部室への 照会は下記による。 

① 労働基準部所管に 係る紛争 
労働基準部に 照会する。 

なお、 労働基準法関係法令違反に 係る個別労働関係紛争については、 監督指導等によりその 

解決を図るものであ り、 罰則規定等を 背景 とした措置を 識じた後に 、 再度同様の内容の 助言・ 

指導を行うことにより 紛争の解決を 図る余地はないことから、 都道府県労働局長の 助言・指導 
の 文士 象 とはしないこと。 
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ⅠⅠ 

場の所在地を 管轄する都道府県労働局長が 行うものであ る。 

②移送する場合 
下記の場合には 助言，指導の 申出事案を移送するが、 移送元の都道府県労働局長は 移送充の 

都道府県労働局長 ( 以下「管轄局長」という。 ) の要請に基づいて、 労働者からの 事情聴取、 

情報提供等の 必要な協力を 行うこと。 
ア 管轄違いの場合 

申 出が、 紛争が発生した   事業場を管轄していない 都道府県労働局長に 対して行われた 場合 

  には、 都道府県労働局において、 申出の受付から 助言・指導まで 一貫して処理する 観点から、 

当該都道府県労働局長は、 申出人に対し、 当該紛争事案について 管轄局長に申出を 行うよう 

勧奨する。 

申 出人が、 勧奨に従 い 管轄局長に申出を 行うこととした 場合、 当該都道府県労働局長は 申 

出があ る旨を管轄局長に 連絡する。 
なお、 勧奨を行ったにもかかわらず、 なお 申 出人が当該管轄の 異なる都道府県労働局長へ 

の 中 出を希望する 場合には、 管轄 局 に申出を行うことが 困難な特別の 事情が認められる 場合 

に限り、 受付を行った 上で、 管轄局長への 移送を行う。 

イ 事案の処理途中で 管轄違いが明らかになった 場合 

事案の処理中に、 申出人が申出内容を 変える等の理由で、 当初の管轄局長とは 異なる労働 

局長が管轄になることとなる 事案については、 当該新たな管轄局長へ 事案を移送する。 
具体的には、 例えば、 A 社が他の県に 所在する B 社の本社に出向を 命じたことが 不当だと 

して、 当初助言・指導を 求めたが、 事情聴取を進める 途中で、 B 社に出向するのは 構わない 

が、 B 社の C 営業所にいくのが 不当だと、 当初求めてきた 内容 ど 異なる助言・ 指導を求める 

こととなった 事案について、 C 営業所への配置権 限を持つ B 社を管轄する 労働局長へ移送す 

るものが挙げられる。 
9  管内に紛争当事者足り 得る権 限を有する者が 配置されていない 出張所等に係る 申出がなさ   
れた場合 
出張所等の規模、 名称、 役割、 賃金の支払い 状況及び指揮命令状況等の 事業場の実態を 総 

合 的に勘案した 上で、 原則としてその 直近上位の事業場の 所在地を管轄局長とし、 移送する。 

エ 閉鎖された支店等に 係る申出がなされた 場合 
原則として閉鎖された 支店等の所在地の 管轄局長が処理を 行うが、 管内に紛争当事者足り 

得る権 限を有する者がいない 場合、 紛争当事者の 事情聴取等の 協力状況、 紛争当事者の 利便 
等を総合的に 勘案した上で、 直近上位の事業場の 所在地を管轄局長とし、 移送する。 

オ その他 
上記 ア から エ までの場合に 当てはまうないときは、 これらの場合の 考え方を参考にして 適 

宜管轄を決定すること。 

(3) 2 以上の都道府県に 関係のあ る場合 
2 以上の都道府県にまたがって 存在する同一企業の 各支店等において 同様の紛争が 同時期に 

発生し、 各々の管理局長に 申出がな さ れた場合には、 当該各々の都道府県労働局において 原則 

として独立して 処理するものであ るが、 都道府県労働局ごとに 取扱いに著しい 差が出ることは 

適当ではないことから、 このような紛争事案にあ っては、 本省大臣官房地方課労働紛争処理業 

務室 ( 以下「本省業務室」という。 ) への協議を行う。 本省業務室は、 当該紛争事案を 一括し 

て処理する都道府県労働局を 定める。 その上で、 当該処理を行う 都道府県労働局においては、 
本省業務室及び 各管轄労働局との 緊密な連挽の 下、 処理を行う。 

  
  

        
    
  

2  事務処理の一括 
Ⅲ複数の者から、 同一の当事者を 相手方として 同様の内容の 紛争について、 申出が行われた 場 

合 ( 例えば、 同一の事業場の 整理解雇に係る 紛争事案について、 複数の労働者から 別々に申出 
が 行われた場合 ) には、 申出人 1 人ごとに各々独立した 個々の事案として 取り扱うが、 当該事 

務処理に関してほ 一括してこれを 行 う 。 

この場合の事務処理を 一括して行うとは、 被申 出人からの事情聴取から 助言・指導文書の 交 

付 までの処理に 関してこれをまとめて 実施することを いう 。 
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(2) 申 出を行う者が 複数の事項について 申出を行っている 場合には、 これを 1 個の事案として 取 

り 扱う。 

3  助言・指導の 対象となる紛争 

Ⅲ適用除覚 
助言・指導の 対象となる紛争は、 個別労働関係紛争であ る。 ただし、 下記 ア 及び イ の紛争に 

ついては法第 4 条第 1 項により、 また、 ウ の紛争については 男女雇用機会均等法第 12 条によ 

り、 助言・指導の 対象となる紛争から 除外されている。 

ア 労働関係調整法 ( 昭和 符年 法律第 25 号 ) 第 6 条に規定する 労働争議に当たる 紛争 
  労働関係調整法第 6 条に規定する「労働争議」とば、 労働関係の当事者 ( 使用者又 は 使用 

者団体と労働組合その 他の労働者団体 ) の間において、 労働関係に関する 主張が一致しない 

で、 そのために争議行為が 発生している 状態又は発生するおそれがあ る状態をいい、 例えば、 

労働者が使用者側に 対して、 要求が受け入れられないことがあ った場合に争議行為 ( 同盟罷 
業、 怠業等 ) を実施することを 通告している 場合や争議行為を 実施する予定であ ることを 公 

表している場合等現実的に 争議行為が発生する 可能性があ る状態にあ る場合がこれに 該当す 

る 。 

イ 特定独立行政法人等の 労働関係に関する 法律 ( 昭和 23 年法律第 257 号 ) 第 26 条 第 1 項に 規 
走 する紛争 イ 

特定独立行政法人等の 労働関係に関する 法律第 26 条第 1 項に規定する「紛争」とは、 労 
働 関係の当事者 ( 国有林野事業を 行 う 国の経営する 企業、 日本郵政公社又は 特定独立行政法 

人とその職員で 組織する労働組合その 他の労働者団体 ) の間で、 労働関係に関する 主張が一 
致しない状態にあ る場合がこれに 該当する。 

ウ 男女雇用機会均等法第 12 条に規定する 紛争 
男女雇用機会均等法第 12 条に規定する「紛争」とは、 雇用の分野における 男女の均等な ， 

機会及び待遇に 関する事業主の 措置で厚生労働省令で 定めるものについて、 女性労働者と 事 

業主との間で 主張が一致せず 対立している 状態にあ る場合がこれに 該当する。 

(2) 助言・指導の 不適切又は不必要な 紛争 
以下の紛争については、 その 解 決のために本法に 基づく助言・ 指導をすることが 不適当又は 

不必要と判断されるものであ るので、 助言・指導を 行わないこと。 

ア 裁判において 係争中であ る又は確定判決が 出された紛争 

イ 裁判所の民事調停において 手続が進行している 又は調停が終了した 紛争 

ウ 労働委員会におけるあ っせん等他の 機関による個別労働紛争解決制度において 手続が進行 

している又は 合意が成立し 解決した紛争 
  

バ由 Ⅰ 

工 法第 5 条に基づく紛争調整委員会のあ っせんの手続が 進行している 又はあ っせんが終了し 

た 紛争 ( 申請が取り下げられた 場合を除く。 )   
  

オ 既に助言・指導に 係る手続を終了した 紛争 ( 申 出が取り下げられた 場合を除く。 )   
  

力 労働組合と事業主との 間で問題として 取り上げられており、 両者の間で自主的な 解決を図 
  

るべく 話 合 いが 進められている 紛争   

キ 個々の労働者に 係る事項のみならず、 これを超えて、 事業所全体にわたる 制度の創設、 賃 
  

金額の増加等を 求める れゎゅる 利益紛争にの 場合の「事業所全体にわたる 制度の創設を 求 

める」とは、 労働者が当該事業所において 新たな制度の 創設を求めることを 指すものであ り、 

例えば事業主が 新たに創設した 制度の適用により 個々の労働者が 反射的に不利益を 被ること 

から当該制度あ るいは制度の 適用についての 当 不当性が争われている 紛争事案等 は ここにい 

う 利益紛争に該当しない ) 

ク 紛争の原因となった 行為の発生から 長期間経過しており、 的確な助言・ 指導を行 う ことが 

困難となっている 紛争 

ケ 中立人の主張が 著しく根拠を 欠いていると 認められる紛争 

Ⅰ @@ 

4  助言・指導に 係る事務処理 

Ⅲ所管   
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㈲助言・指導の 実施について 

ァ 助言・指導とは 

㈲助言は、 法令、 判例、 専門的知識を 有する者 ( 労働関係紛争担当参与 ) の意見等に照ら 
し 、 紛争当事者間の 話合いな促進することが 適当であ ると認められる 場合等に、 被申 出人 

に対してロ頭又は 文書で行 う 。 

なお、 事務処理上において、 口頭による助言は、 簡易・迅速な 紛争解決という 観点から、 
例えば確定した 判例法理、 類似事案の解決事例の 集積等があ る軽微あ るいは簡易な 事案等 

ほ ついて、 コーナ一における 相談員又は総務部企画室がこれを 行う。 

また、 文書による助言ほ、 下記 イ Ⅲのとおり、 紛争の内容から、 口頭による助言のみ 

では紛争の僻 決 が困難であ り書面による 措置が効果的であ ると認められる 場合等に総務部 

企画室がこれを 行う。 

Ⅲ指導は、 法令、 判例、 専門的知識を 有する者 ( 労働関係紛争担当参与Ⅰの 意見等に照ら 

し、 紛争当事者間のいずれかに 何らかの問題があ ることにより 紛争の解決が 阻害されてい 

ると認められる 場合等に、 破牢出人に対して、 問題点を指摘し、 解決の方向性を 文書で示 

す 。 

なお、 助言・指導は、 私人間の紛争の 解決の促進を 図るために、 当事者双方から 事情を 

聴取し、 問題点を整理した 上で解決の方向性を 示唆するものであ り、 行政処分には 該当し 

ないため、 これを行わないこととした 場合でも、 不作為に係る 不服申立て等の 対象になら 

ない。 

イ 助言，指導の 手法 

上記 (2) における 被申 出人、 参考人からの 事情聴取により、 紛争事案の概要の 把握、 争点 
の 整理を行つた 上で、 これに基づきその 簡易・迅速な 解決に向けた 助言・指導を 実施する。 
㈲ 口頭による助言 

a  助言については、 簡易・迅速な 処理を行う観点から、 下記 ㈹ a に掲げる場合を 除き、 

呼出し、 訪問、 電話等適当と 考えられる方法により、 口頭により行って 差し支えない。 

なお、 口頭による助言を 行う場合には、 必要に応じ関係判例の 写し等を交付する 等被 

申 出人の助言内容の 理解の促進に 努める。 

b  口頭による助言を 行う場合にあ って、 申出人が強く 書面の交付による 助言を希望する 
場合には、 これに応じて 差し支えない。 

本来、 助言・指導は 行政手続法 ( 平成 5 年法律第 88 号 ) 第 3 条 第 Ⅰ 項 第 12 号「相反 

する利害を有する 者の間の利害の 調整を目的として 法令の規定に 基づいてなされる 裁定 

その他の処分 ( その双方を名宛人にするものに 限る。 ) 及び行政指導」に 該当し、 行政 

指導の方式について 規定する同法第 35 条は適用除覚とされていることから、 申出人か 

ら文書の交付を 求められた場合であ っても、 これに応じる 義務はないが、 申出人の意向 

をも尊重し、 前記の取扱いとする。 

なお、 この場合にあ っては、 下記 5 にかかわらず、 労働関係紛争担当参与からの 意見 

聴取を行 う 必要はない。   

c  上記助言の内容については、 申出人に対しても 説明を行う。 また、 当該助言の実施後 

のおおむね 2 週間経過後 ( 被申 出人が解決に 当たっての措置を 調じるのに一定の 期間が 

必要であ る 旨 申し出ている 場合には、 当該期間経過後 ) 、 解決の有無について、 申出人 

に対して電話等による 確認を行う。 

確認の結果、 助言に基づく 解決が図られていない 場合、 あ るいは解決が 図られる見通 

しが認められない 場合には、 事案内容に応じ、 下記．Ⅲによるほか、 紛争調整委員会に 

よるあ つせん、 民事調停の活用等位の 紛争解決手段について 教示を行 う こと。 

なお、 上記助言の結果、 被 申 出人が助言に 応じない 旨 強く意思表示しているど さ は 、 
申 出人に当該助言内容を 説明した後、 直ちに、 事案内容に応じ、 下記Ⅲによるほか、 

紛争調整委員会のあ っせんの申請、 民事調停の活用等他の 紛争解決手段について 教示を 

行っても差し 支えない。 

㈲文書による 助言・指導 

ゑ 当該紛争事案について     
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① 助言を行う場合であ って、 その内容について、 下記 5 の労働関係紛争担当参与がら 

の意見聴取をも 踏まえた組織的な 検討が必要であ ると認められる 場合 

② 口頭の助言のみでは 紛争の僻 決 が困難であ り書面による 措置が効果的であ ると認め 

られる場合 

③ 指導を行う場合 

等にあ っては、 別添「助言文書参考 例 」及び「指導文書参考 例 」を参考に、 文書により 

被申 出人に対する 助 ， 言 ・指導を実施する。 

文書の交付は、 手交又は郵送の 方法による。 また、 その際には必要に 応じて、 労働関 

係紛争担当参与の 意見、 裁判例等について 説明し、 紛争事案の早期解決に 向けての理解 

の促進に努める。 

b  文書による助言・ 指導を実施した 場合には、 申出人に対しその 内容を伝える。 なお、 

この場合は適宜、 助言・指導の 文書の写しを 添付した書面を 作成し、 手交又は郵送の 方 

法により行う。 

c  書面による助言・ 指導実施の 2 週間経過後 ( 被申 出人が解決に 当たっての措置を 調じ 

るのに一定の 期間が必要であ る 旨 主張している 場合には当該期間経過後 ) 、 解決の 有ョ !!l: 

  ほ ついて、 申出人に対して 電話等による 確認を行う。 

確認の結果、 助言・指導に 基づく解決が 図られていない 場合、 あ るいは解決が 図ら・ れ 

る 見通しが認められない 場合には、 事案内容に応じて、 紛争調整委員会によるあ っせん 

のほか、 民事調停の活用等他の 紛争解決手段について 教示を行う。 

@4) 文書による助言・ 指導の内容について 
ア 指導を行う場合 

(7) 労働条件に関する 紛争 
a  被申 出人が、 労働協約、 就業規則又は 労働契約上の 義務 ( 労働基準関係法令に 定める 

法定労働条件を 超えるものに 限る。 ) を誠実に履行していないと 認められる事案 

・ ( 指導内容 例 ) 事案に応じ、 被申 出人に対し、 就業規則等を 雁行 ( 遵守 ) するよう指導す 

  る 。 

b  被申 出人の行為が、 権 利の艦用に当たる   C 又は公序良俗に 反する ) 行為であ ることが 

明白な事案若しくは 権 利の濫用に当たる (5@ は 公序良俗に反する ) 行為であ るおそれが 
大きいと認められる 事案又は労働契約等に 根拠がない事案 

㈲ 被申 出人の行為が、 権 利の濫用に当たる ( 又は公序良俗に 反する ) 行為であ ること 

が明白な事案又は 労働契約等に 根拠がない事案としては、 例えば、 一般的には、 下記 

の事案が考えられる。 
0  労働者の勤務内容や 職種を特定する 合意が成立している 場合における 労働者の同 
意を得ないで 実施された配置転換に 関する事案 
0  労働者の同意を 得ないで実施された 転結出向に関する 事案 

0  就業規則等に 根拠がない場合における 労働者の同意を 得ないで実施された 在籍出 
向に関する事案 

0  解雇の理由とする 事実がなれ場合における 当該解雇の有効性に 関する事案 
( 指導内容 例 ) 事案に応じ、 裁判例等を付記した 上で、 被申 出人に ヌす し、 当該行為が 

権 利の濫用に当たる ( スは 公序良俗に反する ) 行為であ ることが明白で 

あ ることを明示し、 撤回するよ う 指導する。 

(b) 被申 出人の行為が 権 利の濫用に当たる (3@ は 公序良俗に反する ) 行為であ るおそれ 

が 大きいと認められる 事案としては、 例えば、 一般的には、 下記のような 事案が考え 

  られる。 

0  就業規則の変更に 伴い労働条件が 不利益変更された 場合において、 当該就業規則   

の 変更について 合理性がなりとされるおそれが 大きいと考えられる 事案 

0  配置転換について、 次のような事案 
・業務上の必要性がなれおそれが 大きいと考えられる 事案 

・不当な動機・ 目的があ るおそれが大きいと 考えられる事案 

・通常甘受すべ き 程度を著しく 超える不利益を 負わせる 心そ がが大きいと 考えろ由   
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0  在籍出向について、 就業規則等に 根拠があ る場合であ っても次のような 事案 
・業務上の必要性がないおそれが 大きいと考えられる 事案 

・出向対象者の 選定の合理性がないおそれが 大きいと考えられる 事案 

0  懲戒処分について、 客観的な合理性を 欠き社会通念上相当として 是認できないと 
されるおそれが 大きいと考えられる 事案 
0  解雇について、 客観的な合理性を 欠き社会通念上相当として 是認できないとされ 
るおそれが大きいと 考えられる事案 
0  企業経営上の 必要性による 解雇 ( い わゆる整理解雇 ) について、 以下のような 事 

案 

・人員を削減することが 企業経営上必要でないおそれが 大きいと考えられる 事案 
・人員削減の 手段として解雇を 選択することが 必要でないおそれが 大きいと考えら 

れる事案 
・解雇対象者の 選定が客観的かっ 合理的な基準に 基づかないおそれが 大きいと考え 

られる事案 

・解雇がその 手続上、 信義則に反しているおそれが 大きいと考えられる 事案 

0  採用内定の取消しについて、 客観的な合理性を 欠き社会通念上相当として 是認で 
きないとされるおそれが 大きいと考えられる 事案 ( 当該採用内定通知が 労働者の労 

働 契約の申込みに 対する承諾と 判断される場合に 限る。 ) 

0  雇 止めについて、 客観的に合理性を 欠き社会通念上相当として 是認できないとさ 
れるおそれが 大きいと考えられる 事案 ( 反復更新された 有期労働契約について、 実 

質的に期間の 定めのな い 雇用契約と異なるものではない 場合又は契約期間満了後の 
雇用の継続に 期待することに 合理性があ る場合に限る。 ) 

0  退職勧奨について、 被 勧奨者の自由な 意思決定を妨げているとされるおそれが 大 
きいと考えられる 事案 

( 指導内容 例 ) 事案に応じ、 裁判例等を付記した 上で、 被 卓出人に対し、 当該行為が 

権 利の濫用に当たる WX は公序良俗に 反する ) 行為であ るおそれが大き 
いことを明示し、 再検討するよう 指導する。 

(c) 上記㈲、 (b) 以外の事案であ って、 紛争を早期に 解決する観点から 労働都道府県労 
御局長が指導を 行うことが適切であ る ど 判断される事案 

( 指導内容 例ナ 事案に応じ、 適切な指導を 行う。 

( 注 ) 母性健康管理に 関する紛争及び 育児・介護休業等に 関する紛争についても 基本的 
に 「労働条件に 関する紛争」と 同様の考え方に 基づき処理する。 

@  セクシュアルハラスメントに 関する紛争 
① 事業主自らが - ヒクシュアルハラスメントを 行っている事案 

② 事業場内におけるセクシュアルハラスメントに 対処するよう 申し出た労働者に 対して 
当該 申 出を契機として、 解雇、 退職勧奨、 労働者の意に 沿わない配置転換等の 報復措置 
が 調じられている 事案 

③ 事業場内におけるセクシュアルハラスメントについて 認識していた ( あ るいは当然 認 

識 すべきであ った ) にもかかわらず、 何ら具体的な 措置を講じず 放置している 事案 

等で、 申立てを端緒とし 男女雇用機会均等法第 25 条に基づく行政指導を 実施し、 事業主 

によって何らかの 事後対応が調じられたものの 当該事後対応が 申出に係る具体的措置とは 

一致せず紛争が 解決されないもので、 事業主であ る 彼申 出人の行為 ( 不作為 ) が使用者 責 

任 に基づく義務の 不履行若しくは 債務の不願行又は 権 利の艦用に当たる mX は公序良俗に 

反する ) ことが、 明白若しくはそのおそれが 大きいと認められる 場合について、 下記に記 

載する労働関係紛争担当参与からの 意見聴取を踏まえ、 指導を行う。 

(0 ド 職場におけるけじめに 関する紛争 

職場におけるけじめ 行為は 、 〒般に退職勧奨の 一つの形態として 行われる場合があ るが、 

このような場合にあ っては、 被申 出人の行為 ( 不作為 ) が、 権 利の濫用 0X は公序良俗に 

反する ) 、 あ るいは使用者責任に 基づく義務の 不履行に当たることが 明白若しぐばそのお 
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それが大きいと 認められる場合については、 労働関係紛争担当参与からの 意見を踏まえた 

上で、 被 勧奨者の自由な 意思決定を妨げているおそれが 大きいと考えられる 場合等当該行 

為の中止及び 将来に向けての 防止に当たっての 措置、 退職勧奨に当たっての 方法について 

の 再検討等について、 適切な指導を   行 う 。 

㈱その他の紛争 
募集，採用に 関する紛争、 定年等に関する 紛   争及び障害を 有することを 理由とした紛争 

等にあ って、 当該 申 出に係る被 申 出人の行為 ( 不作為 ) が、 権 利の濫用 ( スは 公序良俗に 

反する ) あ るいは使用者責任に 基づく義務の 不履行に当たることが 明白若しくはそのおそ 
れが大きいと 考えられる場合については、 労働関係紛争担当参与の 意見を踏まえた 上で、 
適切な指導を 行う。 

イ 文書による助言を 行う場合 

当該紛争事案が 前記の各事案に 該当しないような 場合であ って、 紛争当事者の 双方の話合 

い 0 スは 説明 ) が尽くされているとはいえず、 紛争の早期解決の 観点から ( 改めて ) 話 合い 

( 又は ) 説明を尽くすことが 必要であ ると考えられる 場合については、 助言を行う。 

( 助言内容 例 ) . 被申 出人に対し、 改めて 請 合い 0 又は説明 ) をするように 助言する。 

・ 披申 出人に対し、 社内の苦情処理委員会等で 再度処理するよう 助言する。 

(5) 助言・指導を 実施しない場合の 書面の交付について 
労働関係紛争担当参与の 意見聴取の結果、 当該紛争事案につき 助言・指導を 実施することが 

適切でないと 認められる場合は、 その旨を付記した 書面を別添モデル 例 2 を参考に申出人に 送 

付することし、 これにより、 助言・指導に 係る手続は終了する。 

なお、 この場合に該当する 事案としては、 次のようなものが 考えられる。   

① 処理した結果、 申出人の主張に 客観的に合理性がないと 認められる事案 
② 処理した結果、 申出人に重大な 非があ ることが判明し、 助言、 指導を実施することが 適 

切 でないと認められる 事案 

5  労働関係紛争担当参与からの 意見の聴取 

Ⅲ基本的態度 
事案の重要性や 複雑性にかんがみ、 法第 4 条第 2 項においては、 慎重かっ的確立助言，指導 

を街 ぅ 必要があ ると認められる 場合は、 判例や実務に 詳しい専門家 ( 労働関係紛争担当参与 ( 以 

  
下「歩射という。 )) からの意見を 求めることができるものとした。 
㈲参与からの 意見聴取における   留意事項 

書面により助言・ 指導を行 う 際には、 必要の都度、 参与会を開催し・あ らかじめ作成した 処 

Ⅰ 
理案について、 参与の意見を 聴取する。 
なお、 処理案については、 当該紛争事案に 係る申出の概要、 事実関係についての 調査結果、 

関連する判例、 助言・指導案を 簡潔に取りまとめた 上で作成する。 

参与会を開催する 場合にあ っては下記を 踏まえた事務処理に 留意する。 

ア 参与の意見が 異なっている 場合は、 それらの意見を 総合的に取りまとめ、 参与会の意見と 

する。 
イ 参与会は、 必要に応じ、 持ち回りにより 開催することとして 差し支えない。 

ウ 参与会は 、 少なくとも 2 人の参与の出席を 要する。 

ェ 参与 会 においては、 処理案について 参与へ説明を 行った上、 参与からの意見聴取を 踏まえ 

て 助言・指導案の 修正等を行 う 。 

オ 参与会は、 非公開とする。 
力 参与会を開催した 場合には、 W 催 日時、 提出貸料、 参与の意見等を「助言・ 指導処理 票 」 

の所定 棚 に記載しておく   

Ⅲ参与会の意見の 開示 
参与の意見については、 紛争当事者から 求められた場合には 参与会の意見として 開示するこ 

  どとし、 個々の参与の 意見としては 開示しない。 

(4) 参与の排斥 
特定の助言，指導の 中出に係る紛争当事者と 参与の間に、 顧問先と顧問との 関係のような 特     
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別 な関係があ るときに、 当該参与を含んだ 参与会の開催を 行った場合、 参与会意見及び 参与 会 

に意見聴取を 求めた都道府県労働局長に 対する公正中立性が 疑われ、 個別労働紛争解決制度の 

運営に重大な 支障を及ばすおそれがあ るので、 都道府県労働局長は、 参与が以下の 排斥事由に 
該当する場合には、 その特定の助言・ 指導の申出事案について 当該参与を排斥して 参与会を開 

催すること。 
なお．排斥の 経過については、 助言・指導処理 票 に記録すること。 

ア 排斥事由 
(7) 紛争当事者が 顧問先であ る場合、 又はあ った場合 
Ⅲ紛争当事者が 助言・指導、 あ っせん又は他に 担当する事件の 代理人、 補佐人等の依頼者 

であ る場合、 又はあ った場合 

㈹紛争当事者が 四親等内の血族、 三親等内の姻族若しくは 同居の親族であ る場合、 又はあ 

った 場合 

㈹紛争当事者が 組合又は会社であ るとき、 その役員等であ る場合、 又はあ った場合 
㈲ その他紛争当事者が㈲から㈹に 準じた利害関係者に 当たる場合 

イ 排斥事由の確認 

(7) 原則、 参与からの申告により 確認すること。 
なお、 参与に対し、 上記排斥事由に 該当する場合は 自主的に申告するよう、 委嘱の際又は 

申出事案について 意見を求める 都度，伝えること。 

( ィ ) 事情聴取等その 他の情報から 判断し、 排斥事由に該当する 可能性があ るときには．参与 

に対し事由の 有無について 確認すること。 

ゥ 排斥の通知 

参与が排斥事由に 該当するときにほ、 当該排斥該当参与に ヌサ しては、 排斥理由を示して 排 

斥 する 旨 、 また、 他の参与に対しては、 単に排斥事由に 該当したことのみを 示して、 口頭 又 

ほ 文書により通知すること。 

6  助言・指導に 係る手続の終了 
以下の場合は、 事案内容を所管する 総務部企画室において 助言・指導の 手続を終了する。 

① 助言・指導の 実施後において 申出人へ連絡、 解決の有無について 確認を行った 場合 

② 申 出人が処理の 過程で自発的に 助言・指導の 申出を取り下げた 場合 

③ 紛争当事者のうちの 一方の当事者と 長期間連絡が 取れない等事実関係の 確定が困難であ 

6 等の理由により 処理を打ち切った 場合 
④ 紛争当事者であ る労働者が死亡した 場合又は紛争当事者であ る事業主が倒産等により 消 

滅し ( 合併による消滅を 除く。 ) 若しくは個人事業主が 死亡した場合 ( 相続人が事業を 相 

航 した場合を除く。 ) 

⑤ 処理の過程において、 上記 3 Ⅲ ア ～ ウ 及び (2) に掲げた紛争であ る事実を受付後に 把握 
した場合 
⑥ 助言・指導を 実施することが 適切でないと 認められる場合で、 その旨を付記した 書面を 

申出人に送付した 場合 

7  助言・指導に 係る事務処理期間 

助言・指導制度についてほ、 簡易・迅速な 個別労働紛争解決制度としての 性格を有することか 

ら、 申出の受付から 助言・指導までの 別間については、 原則として 2 か 月以内を目安とした 迅速 

な処理に留意する。 

8  経過措置 

Ⅲ平成 13 年 9 月 30 日までに、 改正前の労働基準法第 105 条の 3 第 1 項の規定に基づき、 都道 

府県労働局長に 対して援助の 申出がなされた 紛争事案については、 平成 13  年 10 月 1 日以降 

は、 法第 4 条の規定に基づ ぐ 都道府県労   劫 局長に対する 申出どみなして 助言・指導の 手続を行 
つ - 
㈹平成万年 3 月 31 日の時点 で 処理が終わっていない 事案については、 総務部企画室が 従来の 
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3  手続の併合等 
Ⅲ複数の者から、 同一の当事者を 相手方として 同様の内容の 紛争について、 あ っせんの申請が 

行われた場合 ( 例えば、 同一の事業場の 整理解雇に係る 紛争事案について、 複数の労働者から 

別々に申請が 行われた場合等 ) にあ っては、 申請人 1 人ごとに各々独立した 個々の事案として 

取り扱う。 
この場合にあ っても、 事実関係の調査、 労使団体等からの 意見聴取等については 適宜これを 
一括して行う 等効率的な処理に 留意する。 

  (2) 申請を行う者が 複数の事項について 申請を行っている 場合には、 これ・をⅠ個の 事案として 取 

り 扱う。 
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4  あ っせんの対象となる 紛争 

Ⅲ適用除覚 
あ っせんの対象となる 紛争は、 個別労働関係紛争であ る。 ただし、 次の ア、 ィ 及び ウ の紛争 

ほ ついては法第 5 条第 1 項により、 エめ 紛争については 男女雇用機会均等法第 り 条により、 

あ っせんの対象となる 紛争から除外されている。 

ア 労働関係調整法第 6 条に規定する 労働争議に当たる 紛争 ( 当該紛争の定義等については 第 

4 の 3 Ⅲ アに 同じ ) 。 

ィ 特定独立行政法人等の 労働関係に関する 法律第 26 条第 @ 項に規定する 紛争 ( 当該紛争の定   

義等については 第 4 の 3 Ⅲ ィに 同じ ) 。 

ゥ 労働者の募集及び 採用に関する 事項に 0 い ての紛争 

ェ 男女雇 m 機会均等法第 l2 条に規定する 紛争 ( 当該紛争の定義等については 第 4 の 3 Ⅲ ウ 
に 同じ ) 。 

(2) 個別労働関係紛争の 解決のために 必要があ るとは認められない 紛争 
以下の場合については、 都道府県労働局長は、 「当該個別労働関係紛争の 解決のために 必要 
があ る」とは認められないものとして、 委員会にあ っせんを委任しない。 

ア 事件がその性質上あ っせんをするのに 適当ではないと 認めるとき 

㈲裁判において 係争中であ る又は確定判決が 出された紛争 

( ィ ) 裁判所の民事調停において 手続が進行している 又は調停が終了した 紛争 

(9) 労働委員会におけるあ っせん等位の 機関による個別労働紛争解決制度において 手続が進 
行している又は 合意が成立し 解決した紛争 

田 既に委員会によるあ っせんを終了した 紛争 ( 申請が取り下げられた 場合を除く。 ) 

げ ) 労働組合と事業主との 間で問題として 取り上げられており、 両者の間で自主的な 解決を 
図るべく 話 合いが進められている 紛争 

㈲個々の労働者に 係る事項のみならず、 これを超えて、 事業所全体にわたる 制度の創設、 

賃金額の増加等を 求める れ わゆる利益紛争 ( この場合の「事業所全体にわたる 制度の創設 

を求める」とは、 労働者が当該事業所において 新たな制度の 創設を求めることを 指すもの 

であ り、 例えば事業主が 新たに創設した 制度の適用により 個々の労働者が 反射的に不利益 

を 被ることから 当該制度あ るいは制度の 適用についての 出 不当性が争われている 紛争事案 

等はここにいう 利益紛争に該当しない ) 

㈲ 紛争の原因となった 行為の発生から 長期間経過しており、 的確なあ っせんを行うことが 
  困難であ る紛争     

㈹ 申請人の主張が 著しく根拠を 欠いていると 認められる紛争 

イ 紛争当事者が 不当な目的でみだりにあ っせんの申請をしたと 認めるとき 

なお、 これに該当する 場合として次のものが 考えられる。   
(7) 相手方の社会的信用を   低下させることを 目的としたり、 単なる嫌がらせの 目的で申請を 
していると認められる 場合 

Ⅲ紛争当事者間で 既に締結された 和解契約に基づく 義務の履行を 不当に免れようとしてい 

る 場合 

㈲混在事案に 関する連携 
ア 法令・指針等に 基づき各機関が 行政指導等を 実施することとされている 事項に係る紛争に 

ついて、 当該機関が行政指導等行うこととしている 場合には、 その間は委員会にあ っせんを 

委任しない。 行政指導等の 結果、 紛争原因となった 事項が改善され、 これにより紛争が 解決 

した場合には、 あ っせんは行わない。 

イ 所管部室 ( 労働基準監督署及び 公共職業安定所にあ っては原則所管部を 経由して ) は 、 行 

政 指導等により 処理が終了したと ぎ はその青総務部企画室へ 取り次ぐ。 

ウ 総務部企画室は、 さらにあ っせんを行うことにより 紛争の解決が 図られる可能性があ ると 

きには、 当該紛争をあ っせんの手続に 移行する。 この場合、 行政指導等を 行った所管部室 は、 

総務部企画室かち 要請を受けたと   ぎは、   業務に支障のない 箱 四で、 情報提供等を 行う。 

なお、 当該事項に該当するものは、 例えば、 申告処理において 解雇の事実が 確認でさなか 

った事案について 生活保障金を 戒める事案．賃金不払．いで 申告処理後なお 器物損壊等の 損害   

一
 

S
 
-
-
.
 

ノ
 

  
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

ヂ
 
Ⅱ
 

 
 

 
 

Ⅰ
 
七
 



Ⅰ 

Ⅰ 

    
  
      

ト @L.@z@  舟メ 1 
石 戸       
・ ヤ宙         

  
ぬ睾 ，仁 ： 

千
日
 

何
オ
 
6
 
 
等
 

 
 

 
  

 

総
務
部
企
画
室
に
お
い
て
は
、
 
コ
ー
ナ
ー
又
は
 

、
 
説
明
し
、
 
申
出
人
が
希
望
す
る
 
場
合
に
は
、
 

都
 

 
 

 
 

 
 

 
 

な
れ
な
義
は
事
 れ
 %
 請
 

な
管
補
の
 

 
 

て
足
 

係
査
 

れ
 ず
ば
 名
ぃ
的
 ざ
の
 中
 

れ
な
の
 
外
 
 
 

統
の
に
調
 

さ
い
れ
の
る
 理
 順
講
 り
 

漏
か
で
 
以
 
聴
い
に
を
で
た
 

 
 

が
ら
 
場
れ
 
情
 つ
も
え
 
項
れ
 

｜
、
こ
当
 
手
係
 

 
 

 
 

容
朗
の
こ
 事
 に
と
訴
事
ら
 

の
関
 

 
 

 
 

内
、
 
フ
て
  
 

処
理
 
い
 
て
 
ん
実
 

。
 
き
 ら
 て
し
 

告
つ
 

か
理
 
な
っ
て
が
 

う
べ
 
か
っ
と
 

戸
こ
 

。
。
 

｜
 

 
 

人
の
と
に
っ
等
 

付
 す
 等
 あ
と
 

あ
施
 

て
載
容
 
で
こ
 

は
 
、
 
事
案
 
で
実
 

 
 

い
記
 
内
合
 
る
 

て
た
 
ま
の
 

お
に
戯
場
 

す
 

し
っ
 

る
取
 

 
 

 
 

ま
 
、
 
及
の
 一
 
か
る
 

｜
 Ⅰ
三
 

J
 -
 
口
 

 
 

と
か
 
 
 

案
 は
 

垂
 れ
る
 
認
 。
 
事
 

 
 

 
 

い
わ
れ
 確
る
 

り
方
争
紛
 て
が
 
は
る
出
に
 

な
払
ら
 の
す
は
 

 
 

 
 

し
支
げ
  
 

ほ
 の
 

場
 の
鉄
蕉
は
て
 

 
 

 
 

ヨ
部
 
挙
 
状
 実
っ
 

る
の
金
の
て
い
 

敬
一
 
が
 
決
 を
た
 

い
も
て
者
っ
つ
 

 
 

 
 

る
 
。
 

 
 

 
 

得
届
が
確
 

、
 
が
な
山
中
 

認
 

O
 
リ
 

 
 

リ
 
@
 
 
 

 
 

 
 

教
示
す
 

ぅ
 
様
及
場
業
 て
し
 
を
 0
 者
で
 

ム
コ
 
者
う
事
つ
 ま
 む
 」
三
等
 

有
働
 行
 や
あ
 望
 や
 善
策
 
状
 

添
労
が
 ム
ロ
に
が
 
、
請
、
任
 

 
 

よ
 「
記
し
こ
に
 

ア
イ
 

 
 

 
 

尊
 め
が
 
解
 川
道
１
 
7
 

イ
 

 
 

2
 

 
 

 
 

事
を
 

5
 

6
 

  



(9) 総務部企画室において、 「あ っせん申請書」の 受理を行う場合には、 提出された「あ っ 

せん申請書」に 受理印を押し、 申請人から求められた 場合には、 当該受理印を 押したもの 

の写しを「あ っせん 坤 請書」の控えとして 交付する。 
なお、 受理を行った 場合には、 別添様式 8 「紛争調整委員会によるあ っせん受理台帳 」 

( 以下「あ っせん受理台帳 」という。 ) への登録及び 事件番号の振出しを 行った上で、 当 

該番号を受理印の 所定 冊 に記載する。 「あ っせん受理台帳 」については 総務部企画室へ 備 

え付けることとする。 
また、 コーナ一に「あ っせん申請書」の 提出が行われた 場合にあ っては、 総務部企画室 

へ電話連絡を 行い事件番号の 振出しを受けた 上で受理を行う。 この場合、 コーナ一におい 

て、 下記㈹のとおり「あ っせん処理 票 」に所要の事項を 記載し、 これに当該「あ っせん 

申請書」、 申請時に提出のあ った資料等を 添付した上で、 速やかに総務部企画室に 送付す 
  
る 。 

㈹受理の際にあ っては、 申請人に下記事項を 伝える。 

a  上記 4 Ⅲ ア ～ エ 及び (2) に掲げる紛争その 他都道府県労働局長が 必要と認めない 場合 
にはあ っせんを行わないこととする 場合があ ること。 

b  あ っせんを行うこととしたときは 委員会の会長から、 行わないこととしたときは 都道 
府県労働局長から、 各々通知が行われること。 
c  指定するあ っせん期日に 出席を求めるものであ ること。 

d  「あ っせん申請書」は、 被 申請人に提示を 行うことがあ ること。 

㈲ 「あ っせん申請書」の 受理を行った 場合には、 「あ っせ /@u 処理 票 」にその旨を 記載し 、 
併せて受理時に 申請人から聴取 レ た事項等必要事項を 記入する。 

(3) あ っせんの委任又は 不開始の決定 
ア あ っせんの委任の 決定 

申請の受理を 行った後、 当該紛争事案について 上記 4 Ⅲ ア ～ エ 及び (2) に掲げた紛争に 該 
当しない場合にあ っては、 都道府県労働局長名で、 委員会へあ っせんを委任することとし． 

川添モデル例 3 を参考に、 その旨を紛争調整委員会会長 ( 以下「会長」という。 ) あ て通知 

を行う。 

その上で、 あ っせんの申請が、 紛争当事者の 双方から行われている 場合にあ っては、 別添 

省令様式第 3 号により当該紛争当事者の 双方に対し、 紛争当事者の 一方からなされている 場 

合 にあ っては、 同じく省令様式第 3 号により当該申請人たる 紛争当事者に、 別添省令様式第 

4 号により 被 申請人・たる 他方の紛争当事者に 対し、 会長名にて、 あ っせん開始の 通知を行う。 

なお、 別添省令様式第 4 号により通知を 行う場合には、 あ っせん制度の 趣旨及び手続の 概 
要についての 被 申請人の理解を 促進するため、 別添リーフレット 4 を同封する。 

また、 会長へのあ っせん委任の 通知については、 事前に会長の 了解を得た上で 書面に代え 

て電話連絡により 実施する等適宜効率的な 事務処理を図って 差し支えない。 この場合にあ っ 

ては・通知を 行った月日について、 「あ っせん処理 票 」の経過 欄 に記減しておく。 

なお、 あ っせんの開始の 通知を行う際にあ って、 被 申請人の対応が 非協力的であ る場合に 

あ っては、 あ っせんは紛争当事者の 双方の真意に 基づく合意の 形成により紛争の 円満な解決 

を図るものであ り一方の当事者の 意に反した解決案が 強制されることはないこと、 多大なコ 

ストの費消が 予想される訴訟へと 発展する可能性のあ る個別労働関係紛争をより 簡易・迅速 

に 解決するための 制度であ り申請人のみならず 被 申請人にとってもメリットが 認められるも 
のであ ることにつき 十分な説明を 行った上で、 制度に対する 被申 出人の懸俳を 払拭する。 

イ あ っせん不開始の 決定 

「あ っせん申請書」の 受理後、 上記 4 Ⅲ ア ～ エ 及び切に掲げた 紛争であ ることが判明し 

た場合には、 委員会にあ っせんを行わせないことを 決定し、 別添省令様式第 2 号により、 都 

道府県労働局長名にて 申請人に対してその 旨の通知を行う。 

ウ あ っせんの法的位置づけ 

あ っせんは，私人間の 紛争の解決の 促進を図るために、 紛争当事者間の 間に入って調整し、 

解決の援助を 行うものであ り、 行政処分に該当しないため、 委員会にあ っせんを行わせない 

  ことどしだ場合でも、 不作為に係る 中立ての対象にならない。 
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(4) 事実確認のための 調査の実施 
ア 紛争事案の概要の 把握及び争点の 整理 
委員会へのあ っせんの委任の 決定を行った 紛争事案については、 当該紛争事案の 概要の把 

握及び争点の 整理を行う。 
この場合にあ って、 上記第 4 の助言・指導に 係る事務処理を 経た紛争事案に 関しては、 「助 

言・指導処理 票 」その他当該事務処理の 過程で作成、 収集した資料を 分析し、 概要の把握及 

び争点の整理を 行う等効率的な 事務処理に留意する。 

イ 事情聴取の留意点 
助言・指導に 係る事務処理を 経ていない紛争事案であ って、 あ っせんに当たって 紛争当事 

者双方がら補足的に 事実関係、 紛争解決に向けての 意向の確認等を 行う必要があ る場合にあ 

って は 、 下記の点に留意した 上での事情聴取を 実施する。 

(7) 事情聴取は、 別添モデル例 4 を参考の上、 来局を求め又は 訪問により行うほか、 適宜電 
話によりこれを 行う等迅速かつ 効率的な処理を 心掛ける。 
なお、 来 局の依頼文書を 送付する場合には、 あ つせん制度の 趣旨、 手続の概要について 

の被 申請人の理解を 促進するため、 別添リーフレット 4 を同封する。 

㈹申請が紛争当事者の 一方から行われている 場合における 被 申請人に対する 事情聴取に際 

しては、 併せて別添リーフレット 4 等を活用し、 あ っせん制度の 趣旨及び手続の 概要につ 

いて説明を行うとともに、 次の内容を説明する。 

a  申請人の氏名及び 申請内容 

b  被 申請人の主張 ( 必要な関係貸料を 含む。 ) は申請人に伝えること。 

c  あ っせんの過程において 参考人に対し、 必要な限度で 被申請人の氏名 ( 企業名を含む ) 

や 主張を伝えることがあ ること。 

㈹事情聴取の 際には、 申請に係る紛争の 有無、 発生原因、 経過等についての 事実確認を行 

い 当該紛争事案の 概要及び争点の 把握を行 う 。 この場合、 申請が紛争当事者の 一方から行 

われている場合について 申請人の請求内容に 対する 被 申請人の意向、 当該紛争事案にっ ぃ 

て具体的にどのような 解決の在り方を 希望するのか 等につき掌握した 上で、 その後の円滑 

なあ っせんに向けての 紛争当事者の 合意形成の内容につき 整理する。 

ウ 調査経過の記録 

調査の経過については「あ っせん処理 票 」の経過 欄 に記 職 しておく。 また、 事情聴取内容 

の記録については、 別添様式 9 「事情聴取 票 ( あ っせん ) 」を活用する。 

7  あ っせんの実施 

  
あ っせんは、 第三者が紛争当事者間の 話合いを促進することにより、 紛争の解決を 促進するた 

めの制度であ る。 

具体的には、 指定するあ っせん期日において、 あ っせん委員が 紛争当事者の 間に入り、 双方の 

主張の要点を 確かめ、 必要に応じて 参考人から意見を 聴取する等により 事実関係の調査を 行った 

上で、 紛争当事者間の 話合いを促進し、 その間を仲介して、 紛争当事者の 双方又は一方の 譲歩を 

求めたり、 具体的な解決の 方策を打診し、 さらに双方から 求められた場合にはあ つせん案を提示 
する等により 実情に即した 形で事件が解決されるように 努めるものであ る。 

Ⅲ委員会の体制について 
ア あ っせんの開始 

あ つせんの委任の 決定を行った 場合には、 都道府県労働局長名にて 会長あ てあ っせんの 委 

任は ついての通知を 行 う とともに、 委員会の委員のうち 3 人について当該紛争事案を 担当す 

るあ 丁 せん委員とした 上で、 別添モデル例 5 を参考に会長名にて 当該委員に対しあ っせんの 
開始の通知を 行う。 

当該あ っせん委員へのあ っせん開始の 通知については、 電話連絡によりこれを 実施する等、 

  適宜効率的な 事務処理を図って 差し支えない。 この場合にあ っては、 通知を行った 日付、 通 

  知 内容等について、 「 あ 丁せ /u 処理 票 」の経過 欄 に記賊しておく。 

なお、 総務部企画室において、 会長と協議の 上その 了 僻を得て、 6 人以上の委員のうちか 

5 3 人のあ っせん委員を 選任することとなるが．当該選任に 関しては，事案ごとに 毎回改め 
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てこれを行うことを 要せず、 あ らかじめ 3 人からなるチームの 編成を決定しておいた 上で、 

事案に応じて 下記 イの 担当あ っせん委員の 指名が自動的に 行われることとする 等機能的な組 

織体制の整備に 留意する。 

イ あ っせんの処理体制 

あ っせんの具体的な 手続は、 原則として 3 人のあ っせん委員によって 行われるものであ る 

が、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律施行規則 ( 以下「 則 」という。 ) 第 7 条 第 Ⅰ 

項 においては、 手続を効率的、 に行うという 観点からあ っせん委員は、 必要があ ると認める場 

合には、 あ っせんの手続の 一部を特定のあ っせん委員に 行わせることができることとしてお 

り、 実務処理に当たっては、 この点を踏まえ、 当該紛争事案解決に 向けて主体となってあ っ 

せんを行うあ っせん委員 ( 以下「担当あ っせん委員」という。 Ⅰは、 原則 1 事案につき 1 人 

とする。 
担当あ っせん委員については、 会長の了解の 下、 申請が行われている 紛争事案の内容、 あ 

っ せん委員の専門分野及びスケジュール 等を総合的に 勘案した上で 総務部企画室において 選 

定を行 う 
ただし、 下記に該当するような 事案で、 より組織的な 紋 密な判断が適当であ る 旨 担当あ っ 

せん委員が判断した 場合にあ っては、 当該判断に基づき 3 人のあ っせん委員による 合議制に 

より処理を行う。 

㈲高度の法的判断が 必要となることが 予測され、 また、 参考となる判例、 事例等が皆無 あ 
  

るいは僅少であ り、 合議による慎重なあ っせんの進行が 適当であ ると考えられる 事案 

㈹ あ っせんの手続の 過程、 あ るいはあ っせんの結果等について、 特に社会的注目を 集める 

ことが予想される 事案 

ウ あ っせん手続の 補佐 

あ っせんの具体的な 手続は、 あ っせん委員により 行われるが、 現実的な問題としてのあ っ 

せん委員の活動に 当たっての時間的制約、 あ るいは手続を 効率的に行うという 観点から、 則 

第 7 条第 2 項においては、 あ っせん委員は、 必要があ ると認めるときには、 事件の事実調査 

を都道府県労働局総務部の 職員に行わせることができることとしており、 あ っせんの手続の 

過程において 紛争当事者あ るいは紛争当事者の 同僚等の参考人からの 事情聴取 n 下記のあ っ 

せん期日の場における 紛 ・ 手 当事者からの 事情の聴取を 除く ) 等 事実関係の調査が 必要となっ 

た 場合にあ っては、 担当あ っせん委員と 協議の上、 総務部企画室の 担当者あ るいはコーナー 

における相談員が、 これらの事務処理を 行 う 。 

(2) 担当あ っせん委員への 紛争事案に係る 事前説明 
担当あ っせん委員に 対して、 「あ っせん申請書」、 「あ っせん処理 票 」、 「事情聴取 票 ( あ っせ 

ん 決に当たっての ) 」その他関係資料を 意向等について 取りまとめて 要点を整理し、 提示し、 当該紛争事案の あ っせんに先立って 概要、 事前説明を行う。 争点及び紛争当事者の 解 ( 
なお、 あ っせん期日の 当日にこれを 設定する等により、 事務処理の効率化を 図る。 

㈹あ っせん期日の 決定及び通知等について 
ア あ っせん期日の 決定及び通知について 

㈲委員会によるあ っせんは、 原則として、 あ つせん期日に 紛争当事者の 出店を求めて 行う。 

㈹総務部企画室において、 担当あ っせん委員の 日程、 紛争当事者の 希望等を総合的に 勘案 

  し、 あ っせん期日を 定めた上で、 当該期日について 別添モデル 例 6 を参考に、 紛争当事者 

0 双方に対して 担当あ っせん委員名にて 通知する。 

㈹ あ っせんは当事者の 任意の合意に 基礎を置いてし ) るものであ り、 あ っせん期日への 出席 

も強制的なものではなく、 また、 出席できない 場合には、 紛争当事者は、 則 第 8 条第 3 項 

の 規定に基づく 許可を得て代理人を 出席させたり、 意見書の提出をもって 出席に代えるこ 

とも可能であ る。 

イ 意見書の提出 
あ っせんにあ っては、 担当あ っせん委員が、 紛争当事者の 主張内容を正確に 把握した上で、 
紛争 僻沃 に向けた十分な 働きかけを行うせ・い う 観点から、 - あ くまで、 紛争当事者が、 あ っ ぜ   

ん期日に出店した 上で、 担当あ っせん委員と 直接面談を行 う ことを原則とする。 ただし、 日 

程 上の関係等から、 紛争当事者の 指定まれたあ っせ " 7 期 日 における出席が 困難な場合 ' ト キ @ @r" ひり ". ノ 
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ては、 当該期日の出席に 代えて、 紛争当事者に 意見書を提出させた 上で．その主張内容を 把 

握するとともにこれを 他方の紛争当事者に 提示することにより 双方の意向の 調整等を行って 
差し支えない。 
なお、 この場合にあ って、 あ っせん委員は、 適宜、 紛争当事者に 電話連絡等行った 上で当 

該意見書の内容につき、 確認を行う。 

ウ 補佐人の同行許可 

(7) 補佐人とは、 紛争当事者があ っせん期日に 出席する際に 同行し、 紛争当事者が 行う他方 
当事者への主張やあ っせん委員に 対する事実関係の 説明等を補佐する 者であ り、 具体的に 

は労働者たる 紛争当事者の 場合にあ っては、 弁護士、 社会保険労務士、 当該労働者の 親族、 

事業場の同僚、 事業主たる紛争当事者の 場合にあ って は 弁護 モ 、 社会保険労務士等が 考え 
られる。 

なお、 社会保険労務士は、 平成、 1 5 年 3 月 2 6 日付け基光 第 0 3 2 6 0 0 2 号・序文 発 

第 8 2 2 号「社会保険労務 士法 の一部を改正する 法律等の施行について」により、 補佐人 

としての活動も 行えちものと 解されている。 

また、 例えば、 企業主個人又は 法人の代表取締役が 企業の担当役員、 人事担当部長等の 

人事労務担当者を 伴ってあ っせん期日に 出席する場合、 これらの者は 事業主たる紛争当事 

者の行為を行う 者に該当し、 ここにいう「補佐人の 同行」には該当しないことから、 下記 

の手続を行 う 必要はない。 

Ⅲ補佐人は、 紛争当事者を 補佐して発言を 行 う ことができる。 ただし、 補佐人の発言は、 

あ くまでも当該紛争当事者の 主張や説明を 補足するためのものであ り、 補佐人が自ら 他方 

当事者への主張を 行ったり、 紛争当事者に 代わって意思表示を 行ったりすることはできな 

しコ 。 

㈲補佐人は、 弁護士でない 者が報酬を得る 目的で法律事件に 関して法律事務を 取り扱うこ 

とを禁止する 弁護士法 ( 日召木ロ 24 年法律第 205 号 ) 第 72 条等他の法令に 抵触しない限り、 

特に資格を制限されるものではない。 

Ⅲ補佐人を伴う 場合には、 出席通知において、 事前に許可を 得る必要があ る言教示し、 事 

前に許可の申請を 行わせる。 
㈲許可の申請は 別添モデル 例 7 を参考に原則として 書面で行 う こととし、 補佐人となるべ 

き者の氏名、 職業及び住所を 明示させる。 郵送による提出でも 差し支えない。 なお、 書面 

による許可の 申請が困難であ ると認められる 等特別の事情があ る場合には、 口頭による 申 

請 ができることとするが、 この場合にあ っては、 「あ っせん処理 票 」にその経緯を 記録し 

Ⅰ 

ておく。 

( 力 ) 許可の基準は 以下のとおりとする。 

a  原則 1 人とすること。 なお、 特別の事情があ る場合には複数名を 可とするが、 円滑な 

あ っせんの実施あ るいはあ つせん期日が 非公開であ ること等の観点から 多人数にわたら 

ないこと。 

b  当該紛争当事者の 意見の陳述を 柿足し得る者であ ること。 

㈲あ っせん委員は、 補佐人としての 許可を求められた 者が、 必要以上に多人数であ る場合 
等 許可することが 不適当であ ると認めた場合には、 補佐人の出席を 許可しないことができ 

るほか、 あ っせん委員の 職務を妨げ ( 例えば暴力を 振るったり、 大声をあ げてあ っせん委 
員や紛争当事昔の 発言ができないようにするなど、 あ っせんの執行に 当たって妨害となる 

行為をすべて 含む。 ) 又は不当な行状 ( 例えば、 旗、 プラカードを 持って座り込む、 拍手 

して気勢をあ げるなど社会通念上正常でない 言行態度をいう ) をする場合には、 あ っせん 

期日の場において、 その許可を取り 消すことができる。 
㈹許可する場合、 許可しない場合いずれにおいても、 当該紛争当事者の 参加するあ っせん 

期日前にその 結果を連絡する。 許可は、 取消しがない 限り当該紛争事案のあ つせんの手続 

が 継続中の間は 有効であ り、 あ っせん期日ごとに 許可を求める 必要はない。   

エ 代理人の意見陳述等の 許可 
( ァ ) 紛争当事者は、 民法 ( 明治四年法律第 89 号、 明治 31 年法律第 9 号 ) の一般原則等に 

出 。 た 代理人 l. こ 、 注 l. こ 基づく申請 等 の手続 ( 具体的には、 「あ っせ 従って代理人を 専任し 、 コ畝 
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ん 申請書Ⅰの提出、 あ っせん期日における 意見陳述、 関係労使団体からの 意見聴取に係る 

申立て、 申請の取下げに 係る申出 等 ) を行わせることができるが、 則 第 8 条第 3 項は 、 あ 

っせん委員が 関与して行われるあ っせん期日におけるあ っせんの手続においては、 その 秋 

序 維持の観点から、 代理人が参加するための 手続を定めたものであ る。 

(4) 代理人ほ、 授与された代理権 の範囲内で、 紛争当事者に 代わって意見陳述等のあ っせん 
の手続に参加することができる。 具体的には労働者たる 紛争当事者の 場合にあ っては弁護 

士、 社会保険労務士、 当該労働者の 親族、 事業主たる紛争当事者の 場合にあ っては弁護士、 

社会保険労務士等が 考えられる。 
なお、 社会保険労務士は、 社会保険労務 モ法 ( 昭和 4 3 年法律第 8 9 号 ) 第 2 条第 1 項 

  第 1 号の 4 に基づき 業 としてあ っせん代理を 行えるが、 弁護士法第 72 条に抵触するため、 

紛争当事者に 代わって和解契約を 締結することはできない。 

また、 事業主たる紛争当事者として、 例えば当該企業の 担当役員、 人事担当部長等の 人 

事労務担当者等が 当該企業を代表してあ っせん期日に 出席する場合においては、 これらの 

者は事業主たる 紛争当事者の 行為を行う者に 該当することから、 ここにいう「代理人の 意 

・ 見 陳述等」に該当せず、 下記の手続を 行う必要はない。 

㈱ あ っせん期日には、 原則として紛争当事者本人が 出席することが 適当であ るが、 本人が 

出席できない 場合には、 代理人が本人の 代わりに出席することができる。 
伍 ) 代理人は、 弁護士法第 72 条等位の法令に 抵触しない限り、 特に資格を制限されるもの 
ではない。 

㈲代理人に意見陳述等を 行わせる場合にあ っては、 出席通知において、 事前に許可を 得る 

必要があ る旨を教示し、 事前に許可の 申請を行わせる。 

㈲ 代理人の許可の 申請は、 別添モデル 例 8 を参考に書面にて 行わせることとするが、 郵送 

による提出でも 差し支えない。 

㈲許可基準は、 以下のとおりとする。 

原則 1 人 とすること。 なお、 特別の事情があ る場合には複数名を 可とするが、 円滑なあ 

っせんの実施、 あ っせん期日が 非公開であ ること等の観点から 多人数にわたらないこと。 

拐 あ っせん委員は、 代理人としての 許可を戒められた 者が、 必要以上に多人数であ る場合 

等 許可することが 不適当であ ると認めた場合には、 代理人の出席を 許可しないことができ 
るほか、 あ っせん委員の 職務を妨げ ( 例えば暴力を 振るったり、 大声をあ げてあ っせん委 

員や紛争当事者の 発言ができないようにするなど、 あ っせんの執行に 当たって妨害となる 

行為をすべて 含む。 ) 又は不当な行状 ( 例えば、 旗、 プラカードを 持って座り込む、 拍手 
して気勢をあ げるなど社会通念上正常でない 言行態度をいう ) をする場合には、 あ っせん 

期日の場において、 その許可を取り 消すことができるものであ ること。 

㈹許可する場合、 許可しない場合いずれの 場合にあ っても、 当該紛争当事者の 出席するあ 

っ せん期日前にその 結果を連絡する。 許可は、 取消しがない 限り当該紛争事案があ っせん 

継続中の間 は 有効であ り、 あ っせん期日ごとに 許可を求める 必要はない。 

(4) あ っせんの実施 
ア あ っせん実施の 方式 

あ っせんについては、 ①紛争当事者の 双方を同席させた 上で、 主張の聴取、 主張内容を踏 

まえた解決に 当たっての話合いの 促進、 意見の調整を 同時に行う対面方式．②紛争当事者の 

一方ごとにあ っせん期日を 設定した上で、 主張の聴取、 主張内容を踏まえた 解決に当たって 

の話合 いの 促進、 意見の調整を 別個に行う個別方式 ( 同一のあ っせん期日に 双方を別室で 待 

機させ双方の 意見 調 ・整を行うことを 含む。 ) の 2 つの方式が挙げられるが、 いずれを用いる 
かについては、 当該紛争事案の 内容及び紛争当事双方の 主張、 紛争当事者の 僻 決 に当たって 

の意向、 その感情的な 面までを含めた 紛争の背景要因等を 踏まえた上で、 担当あ っせん委員 

が 決定する。 
なお、 セクシュアルハラスメントに 係る紛争事案にあ っては、 その性質を考慮した 場合、 

一般的には個別方式が 望ましい。 ・ 

イ あ っせんの手続の 公開等   

あ っせんは、 燗 六の労働者と 事業主との間の 民事上の間題を 主に取り扱うものであ り、 紛 
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手当事者のプライバシー 保護の観点から、 あ っせんの手続は 非公明とする。 

なお、 ここに い うあ っせんの手続とは、 具体的にはあ っせんの申請から 手続の終結に 至る 

までの手続全般をいうものであ り、 したがって、 あ っせん期日における 手続の傍聴を 認めな 
いことに限らず、 あ っせん期日においてなされた 紛争当事者の 主張の内容や 提出された 逢料 

等 、 「あ っせん申請書」等あ っせん申請の 際に提出された 関係書類、 あ っせん 案 やこれに対 

する紛争当事者の 態度、 あ っせん申請がなされたことやあ っせんの手続が 進行しているとい 

う情報等当該紛争事案に 係るすべての 事項が非公開となるものであ ること。 

また、 則 第 13 条に基づいて 作成することとしている 下記力 め 「あ っせん概要記録 菓 」に 

ついても、 紛争当事者から 求められた場合以外にあ っては、 原則として不開示とする ( 情報 

公開請求等への 2 才 応は ついてほ、 第 7 の 2 (3) を参照 ) 。 
なお、 紛争当事者等からあ っせん期日における 手続について 録音、 撮影を行 い た い 旨の申 

出 があ った場合については、 これに応じる 必要はない。 

ウ あ っせんの処理期間及び 実施回数 

あ っせん期日は、 紛争 両 当事者の合意形成に 向け必要な回数設けることとする。 なお、 

助言・指導に 係る事務処理を 経ているもの 等であ って、 事実関係の整理、 紛争当事者の 意向 

等の把握が行われている 紛争事案については、 おおむね受理後 1 か 月以内の処理を 目途とし、 

両 当事者に対するあ っせん期日の 回数については 1 回とする等簡易・ 迅速な処理に 留意す 

る 。 

工 会場設営に当たっての 留意点 

出席人数に見合った 広さで、 紛争当事者が 緊張せずに自己の 主張を行える 場の設営に留意 

するとともに、 紛争当事者と 担当あ っせん委員が 対等に話ができる 関係を保つことができ、 

かつ紛争当事者が 威圧感を感じることのないよう、 適当な距離を 保ちつつ対面して 座ること 

ができるよう 配慮する。 

オ あ っせん期日に 当たっての事務局の 出席者 
総務部企画室の 担当者が、 事務局として 出席、 会場の整備、 記録の作成等を 行う。 なお、 

その際にあ っては、 事前の調査結果等について 担当あ っせん委員から 説明を求められた 場合 

を除き、 積極的発言は 差し控える。 

力 記録の作成 
総務部企画室の 担当者は、 あ っせん期日ごとに、 当該あ っせんの概要を 別添様式 10 「あ 

っせん概要記録 票 」に取りまとめた 上で、 あ っせん期日において 関係資料の提出があ った場 

合にあ ってはこれを 添付し、 紛争事案に係る 一件書類として 整理する。 

「 あ うせん概要記録 票 」についてほ、 あ っせ /u 期日における 議事進行等の 詳細を記 敬 する 
必要はなく、 紛争当事者の 主張や合意形成の 内容についてその 概要を簡潔に 記 減することで 

足りる。 
なお、 あ っせん期日の 際に、 あ っせんを求める 事項について、 申請 時 より変更又は 追加さ 
れた場合にあ っては、 下記 14 のとおり、 あ っせんが打ち 切られた後において 訴えを起こす 

場合の時効の 中断の効果が 発生することから、 当該変更又は 追加後のあ っせん事項について 

は遺漏のないよう 正確に記録しておく。 

キ あ っせん委員の 排斥 
特定のあ っせんの申請に 係る紛争当事者とあ つせ /u 委員との間に、 顧問先と顧問との 関係 

のような特別な 関係があ るときに、 当該あ っせん委員によりあ っせんを行なれせることは、 
紛争当事者から 紛争調整委員会の 公正中立性が 疑われ、 個別労働紛争解決制度の 運営に重大 

な 支障を及ぼすおそれがあ るので・あ っせん委員が 以下の排斥事由に 該当する場合は、 古 l@j 首 
府県労働局長 は 紛争調整委員会の 会長へこれらの 事由があ ることを進言すること。 

なお、 進言の経過については・あ っせん処理 票 に記録すること。 

( ァ ) 排斥事由 

① 紛争当事者が 顧問先若しくは 取引先であ る場合、 又はあ った場合 
② 紛争当事者が 助言，指導、 あ つせん ス は訴訟事件等の 代理人、 補佐人等を依願した 者で 

あ る場合・ X はあ つた 場合 
③ 紛争当事者が 四親等内の血族、 三親等内の姻族若しぐ ば 同居の親族であ t0 J は勿 口 ろー ・ ロ 大 
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った 場合 

④ 紛争当事者が 法人であ るとき、 その役員であ る場合．又はあ った場合 
⑤ その他紛争当事者が①から④に 準じた利害関係者に 当たる場合 

(7) 排斥事由の確認 
あ っせん委員の 申告により確認すること。 

なお、 総務部企画室は、 あ っせん委員に 対し、 紛争調整委員会の 委員の任命前の 承諾を 

得る際 ス はあ っせんの開始の 都度、 排斥事由に該当するときには、 紛争調整委員会の 会長 

スは 都道府県労働局長に 申告するよう 予め伝える。 
㈹排斥事由の 進言の時期 
① 都道府県労働局長が 紛争当事者の 事情聴取等からあ っせんの委任を 行う双に排斥事由 

の存在を把握したときには、 当該委任を行う 前、 速やかに進言する。 

② 都道府県労働局長が 紛争当事者の 事情聴取等からあ っせんを委任した 後に排斥事由の 
存在を把握したときには、 当該委任を行った 後、 速やかに進言する。 

    は ) 排斥事由の進言方法 

口頭により、 排斥事由に当たることを 紛争調整委員会の 会長へ進言する。 

㈲排斥決定の 通知 

紛争調整委員会の 会長は、 委員の排斥を 決定したときは、 その 旨 速やかに都道府県労働 
局長へ通知するとともに、 紛争当事者に 対して、 排斥した委員名、 排斥事由及び 新たに 指 

名 した委員名を 記した書面を 速やかに交付する。 

㈲参考人からの 意見聴取 
あ っせんの過程において、 あ っせん実作成のため 必要な事実関係を 明確にする必要があ る場 

合等にあ っては、 担当あ っせん委員の 判断により、 参考人からの 意見を聴取する。 

事情聴取は、 別添モデル 例 9 を参考の上、 来局を求め又は 訪問により行うほか、 適宜電話に 

よりこれを行う 等簡易・迅速な 処理に留意する。 

なお、 参考人とは、 紛争当事者本人及びその 補佐人又は代理人を 除く第三者のうち、 事件に 

関して必要な 意見を述べることができるすべてのものを 含むものであ り、 例えば、 紛争当事者 

の事業場の同僚、 当該事業場の 労働組合の代表者等が 考えられるほか、 法 第 14 条に規定する 
「関係労働者を 代表する者又は 関係事業主を 代表する者」も 該当する。 

(6) 労働者団体又は 事業主団体からの 意見聴取 
ア 関係労使を代表する 者から意見を 聴く必要があ ると認めるとき 

あ っせん委員は、 ， 法 第 14 条の「必要があ ると認めるとき」として、 則 第 10 条により、 次 
のいずれかに 該当するときは．関係労使を 代表する昔から 意見を聴く。 

なお、 下記 ( ィ ) の「必要があ ると認めるとき」の 判断については、 3 人のあ っせん委員の 

合意の下で行う。 

(7) 紛争当事者の 双方から申立てがあ った とぎ 。 
( ィ ) 紛争当事者の 一方から申立てがあ った場合で、 紛争当事者に 係る企業又は 当該企業に係 

る業界若しくは 地域の最近の 雇用の実態等について、 紛争当事者の 他に関係労働者を 代表 

する者又は関係事業主を 代表する者から 意見を聴く必要があ ると認めるとき。 

イ 団体への指名の 要請 
( ァ ) 労働者団・ 体 

労働局の管轄区内の 主要な労働者団体に 指名を要請する。 具体的に主要な 労働者団体と 

しては、 ナショナルセンタ 一の都道府県組織のほか、 各単産の地方組織等都道府県レベル 
の労働者団体をいい、 その中から当事者の 希望をも考慮の 上、 委員会が適当と 認めた団体 

に対し指名を 要請する。 

Ⅲ事業主団体 

労働局の管轄 E 内の主要な事業主団体に 指名を要請する。 具体的に主要な 事業主団体と 

しては、 経営者協会、 商工会議所、 中小企業団体中央会 等 のほか、 業種別事業主団体の 都 

道府県レベルの 組織等をいうものであ り、 その中から当事者の 希望をも考慮の 上、 委員会 

が 適当と認めた 団体に対 し 指名を要請す・ る 。 

切意見徳取を   行う労働者団体 又は 事業主 団 "  : 以下「労使団体」という。 ) の 選定につ l.t 
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ては、 申立ての際に 紛争当事者から 指名を行うべき 労使団体に係る 希望を受けた 場合には 

これに配慮した 上で、 3 人のあ っせん委員の 合意の下で行う。   

ウ 一方からの申立てによる 意見聴取に当たっての 留意事項について 
Ⅲ紛争当事者の 一方から労使団体の 意見聴取についての 申立てがあ った場合で 則第 10 条 

第 2 号に基づき意見聴取を 行うこととするときにあ っては、 中立てを行っていない 他方の 
紛争当事者に 対して、 当該意見聴取を 希望せず、 その結果当該意見聴取を 行うか否かにつ 
いて双方の紛争当事者の 意向が食い違うこととなった 場合には、 則 第 12 条第 4 号に該当 

するものとしてあ っせんの手続を 打ち切ることとなる 旨を説明した 上で、 当該申立ての 行 

われている意見聴取についての 意向を確認すること。 
㈹その際、 当該一方の紛争当事者が 当該意見聴取について 受け容れられない 旨 表明した 

場合には、 則 第 12 条第 4 号に該当するものとしてあ っせんを打ち 切る場合があ ることを 

中立てを行った 紛争当事者に 伝え、 意見聴取について 再考を促す等以後の 両者の円滑な 合 

意 形成が阻害されることのないよう、 慎重な配慮に 留意する。 

エ 代表者の指名の 要請 
あ っせん委員名で 別添モデル例 1 0 を参考に書面により、 意見聴取を行う 代表者の指名の 

要請を行 う 。 

オ 意見聴取の方法 

㎝意見聴取に 係る通知及び 事前の説明 
労使団体から 代表者の指名があ った場合には、 総務部企画室が 当該代表者と 連絡を取り 

川添モデル例 1 1 を参考に意見聴取の 場所及び日時等についての 通知を行 う 。 また、 意見 

を 述べるに当たって 必要な資料 ( 紛争の内容、 関係当事者の 主張、 意見を求める 事項等 ) 

ほ ついては、 送付する。   

w  方法 
原則として、 紛争当事者の 双方の同席の 下で意見聴取を 実施する。   

また、 意見聴取の具体的流れについては、 担当あ っせん委員の 判断によりこれを 行うが、 

例えば代表者から 一通りの意見陳述を 求めた上で、 担当あ っせん委員が 必要事項について 
質疑を行 い その回答を得るといったことが 考えられる。 

(7) あ っせん案の作成及び 提示 
あ っせん案の提示は、 紛争当事者間の 話合いを促進するために、 紛争当事者の 双方に対し、 ・ 

解決の方・向性の 案を示すものであ る。 したがって、 調停 実 のように受諾勧告により 紛争当事者 

に対してその 受諾を勧め、 仲裁裁定のように 紛争当事者にその 雁行を義務付けるような 性格の 

ものでない。 

ⅠⅠⅠ 

また、 あ っせん案により、 当事者間に合意が 成立した場合において、 当該成立した 合意は、 

民法上の和解契約となる。 したがって、 紛争当事者の 一方が合意で 定められた義務を 願行しな 

い 場合には、 他方当事者は、 債務不履行として 訴えることができる。 

ア あ っせん案の作成及び 提示 

  あ っせんの過程で 紛争当事者の 双方から申出があ った場合には、 具体的あ っせん案の作成 
  及び提示を行 う 。 

なお、 より具体性のあ る確実な解決を 期すという視点から 必要であ ると認められる 場合に 

は 、 あ っせん期日の 際、 あ っせん案の作成及び 提示について、 担当あ っせ Au 委員より、 積極 
  的に打診を行 う 。 

また、 あ っせん案の作成に 先立っては、 あ っせん案のもととなる 僻決 案について、 当該紛 
争事案に係る 事実関係、 紛争・当事者双方の 解決に当たっての 意向等を踏まえ 上で、 担当あ っ 

せ Au 委員より、 あ っせん期日の 場において提案を 行った上で、 紛争当事者間の 調整を行う等、 
後日あ っせん案が円滑に 受諾まれるための 環境醸成に配意する。 

イ あ っせん案の作成及び 提示の具体的事務処理 
あ っせん案の作成及び 提示にあ っては、 別添モデル 例 t 2 を参考に書面により 行う。 

一         なお、 その具体的事務処理にあ っては、 以下による。 

㈲ あ っせん案の作成に 当たっては、 担当あ っせん委員が 判断する当該紛争事案に 係る解決 

案について、   他の 2 メ、 のあ っせん委員に 対し 協 " な 行った上で．その 内容について 合意を 
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得る。 

なお、 他のあ っせん委員への 連絡、 解決案の内容に 係る説明等の 協議に当たっては、 担 

当あ っせん委員の 指示の下、 総務部企画室の 担当者が他の 2 人の担当あ っせん委員に 対し 

てこれを行って 差し支えない。 この場合にあ っては、 電話、 ファッタスを 活用する等簡易 

  迅速な処理に 留意する。 

( り 上記により、 解決案について 他のあ っせん委員の 了解を得られたものについては、 これ 

を 2 部作成した上で、 各々に 3 人のあ っせん委員の 押 E 口を行う。 この場合の捺印に 係る手 

続にあ っては‥迅速な 処理方法に留意する。 
あ っせん 穿 とは、 解決案に 3 人のあ つせん委員の 記名押印が行われたものであ る。 

㈹あ っせん案を作成後、 これを紛争当事者の 双方に交付する。 その際にば、 あ つせん案を 
受諾した場合には、 受諾を表明する 旨の書面を総務部企画室あ てに提出するよう 依頼する。 

紛争当事者の 双方へのあ っせん案の交付に 当たっては、 事案に応じ、 事前にファックス 

等にてこれを 送付した上でその 内容につぎあ らかじめ説明を 行うほか、 交付の方法につい 

ても手交のほか 郵送による等効率的かつ 簡易・迅速な 処理に留意する。 

また、 あ っせん案の受諾を 表明する文書の 提出にあ っても郵送によることとして 差し支 

えない。 

ウ あ っせんの限界 
法令違反の状態を 容認・双提とする 内容のあ っせん又はあ っせん案の提示は 行わない。 

エ 和解 

あ っせん期日において、 紛争当事者問において 詩合いが進展し、 合意が形成された 場合に 

あ っては、 この段階で当事者間の 和解契約が成立していることから、 あ っせん案を提示する 

必要はない。 なお、 この場合にあ っては、 当該合意内容の 確実な履行を 担保するという 観点 
から、 別添モデル 例 1 3 を参考に文書の 作成を行うことが 望ましい 旨 必要に応じ、 紛争当事 

者に教示を行う。 

(8) あ っせん事項の 変更又は追加について 
あ っせんを求める 事項 ( 以下「あ っせん事項」という。 ) が申請 時 より変更又は 追加された 

場合にあ って、 当該変更 又は 追加後のあ っせん事項と 同一の内容についてあ っせんが打ち 切ら 
れた後において 訴えを起こす 場合には、 申請口にかかわらず、 当該あ っせん事項の 変更又は追 

加があ った日に訴えの 提起があ ったものとみなされる。 
この場合、 どのような場合があ っせ /u 事項の変更又は 追加に該当し、 その結果、 いつの時点 
で 当該事項について 訴えの提起があ ったとみなされるかということについては、 提起された訴 

訟の中で訴えを 提起した者の 主張に基づき 司法機関が最終的に 判断することとなることから、 

申請人より、 あ っせんの手続の 過程において、 申請時におけるあ っせんを求める 事項と は 異な 

る 内容の事項を 希望する旨の 主張が行われた 場合には、 この点を踏まえた 上で、 当該主張が行 
われた日及びその 内容につき遺漏のないようこれを 正確に「あ っせん処理 票 」の処理経過 欄に 

吉山成しておく。 

また、 あ っせん期日の 際に、   申請人より申請時におけるあ っせんを求める 事項とは異なる 内 
容の事項を希望する 旨の主張が行われた 場合にあ っても、 同様に、 その内容にっき、 遺漏のな 

いようこれを 正確に「あ っせん概要記録 票 」に記載しておく。 

(9) あ っせんの効率的な 事務処理 
あ っせ /@u の実施に当たっては、 例えば、 定期的にあ っせん定例日を 設け、 当該定例日にあ っ 
せん期日の設定を 集中して行う 等効率的な事務処理に 留意する。 

8  資料提供の要求 

Ⅲ 法 第 17 粂の「必要があ ると認められるとき」としては、 紛争事案の背景として、 当該地域 
や産業の経済状況等について 情報を有している 行政庁から関係資料の 提出を求める 場合等が想 

定される。 
㈲ 法 第 17 条の「関係行政庁」とは、 例えば、 労働基準監督署、 公共職業安定所のほか、 他の 

国の機関やその 地方支分部局及び 都道府県等の 地方自治体が 考えられる。 

㈲ 「その他必要な 協力」どは、 口頭による情報の 提供等を。 う 。 
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立て等一方が 求めるあ っせんの手続について、 他方の紛争当事者がこれを 拒否し、 あ っせん 期 

日へ 出席しない場合等が 相当する。 

(4@  「その他あ っせんによっては 紛争の解決の 見込みがないと 認めるときⅠ とは 
上記Ⅲ オの 「その他あ っせんによっては 紛争の解決の 見込みがないと 認めるとき」とは、 

紛争当事者間の 意見の隔たりが 大きく、 これ以上あ っせんを継続しても 進展が見込めない 場合、 

紛争当事者のうち 一方と連絡が 取れずあ   っせんの継続が 困難であ る場合等をいう。   

(5) 時効の中断の 説明 
あ っせんが打ち 切られた場合において、 申請人がその 旨の通知を受けた 日から 30 日以内に、 

あ っせんに係る 申請内容と同一の 請求について 民事訴訟を提起した 場合には、 下記に示すとお 

り、 申請 口は さかのぼって 訴えの提起があ ったものとみなされることとなるので、 打切りを 行 

う 際には、 その旨を申請人に 説明する。 

(6) あ っせんの打切り 通知 
打切りに当たっては、 別添省令様式第 5 号により   3 人のあ っせん委員の 連名にて紛争当事 

者の双方への 通知を行 う 。 

なお、 「あ っせん打切り 通知書」の打切りの 理由 欄 にあ っては、 「・・・により、 個別労働 

関係紛争の解決の 促進に関する 法律施行規則第 12 条 第 1 項 0 号に該当するものであ ること」 

等則第 12 条に規定する 打切り事由のうちの 該当する 号 とともに当該 号に 該当する理由を 簡潔 

に記載することで 足り、 申請人がさらに 打切りの理由の 詳細を知りたいと 申し出たときは、 被 

申請人の同意が 得られる範囲で 打切りの概要を 回答して差し 支えない。 

また、 申請人が法第 16 条に基づき時効の 中断を主張する 際には、 申請田、 あ っせんを求め 
る 事項 ( あ っせんの手続の 途中であ っせんを求める 事項に追加又は 変更があ った場合はその 旨 

及び追加又は 変更のあ った日付を記載すること ) 、 打切り年月日等を 記載事項とする「打切り 

通知書」がその 公的な裏 付けとなることを 踏まえ、 その作成に当たっては 特に慎重な配慮を 払 

ぅ とともに、 申請人に対してこれを 交付する際には、 必要に応じこのことを 説明する。 なお、 

郵送にてこれを 交付する場合には、 申請人が、 法第 16 条にいう「通知を 受けた 日 」について、 

  郵便局の配達証明を 求めることが 考えられることから、 書留郵便を用いること。 

  2  あ っせんの終了 

以下の場合は、 あ っせんの手続を 終了する。 
Ⅲ提示されたあ っせん案を紛争当事者の 双方が受諾した 場合その他紛争当事者間で 何らかの 合 

意 が成立し解決に 至った場合 

(2) 申請人があ っせんの中請を 取り下げた場合 
Ⅲあ っせんを打ち 切った場合 
(4) 紛争当事者であ る労働者が死亡した 場合又は紛争当事者であ る事業主が倒産等により 消滅し 

( 合併による消滅を 除く。 ) 若しくは個人事業主が 死亡した場合 ( 相続人が事業を 相続した場 

合を除く。 ) 
(5) 委員会にあ っせんが委任された 後に、 上記 4 に掲げるあ っせんの対象としない 紛争に該当す 
ることが - 判明した場合 

1 3  あ っせん状況の 報告 
委員会によるあ っせんは、 都道府県労働局長から 委任を受けて 行われるものであ ることから、 

法第 18 条により、 あ っせんの手続が 終了した場合には、 委託者であ る都道府県労働局長にその 

顛末を報告する。 
なお、 委員会からの 顛末の報告は、 口頭又は文書によって、 総務部企画室の 職員を経由して 都 

道府県労働局長に 対して行う。 当該報告を総務部企画室の 職員が受け取った とぎ は、 あ っせん処 

理事に報告された 事項を記入し、 都道府県労働局長に 報告する。 

  1 4  時効の中断   
Ⅲ 法 第 16 条は、 あ っせんが不調に 終わった後に 改めて訴えを 提起したが、 既 @ 消滅時効が完 

  
成していた場合に は 、 当初から訴えを 提起した場合と 比べてあ っせん制度を 利用し・ た 者の利害 
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が 害されるという 結果を生ずるので、 そのようなことがな い よ う に 保 被を図るとともに、 制度 

を安心して利用できるようにするために 設けられた規定であ る。 

具体的には、 2 年間の短期消滅時効に 係る債権 を内容とする 請求事項について、 権 利発生の 

時点から 1 年 10 か 月後に申請が 行われ、 その 3 か 月後に当該あ っせんが打ち   切られた場合に 

あ っても、 同一の事項について 訴えを提起した 際には、 あ っせん申請口であ る権 利発生から 1 

年 10 か 月の時点において 訴えの提起がなされたとみなされることから、 その結果、 時効によ 

る 権 利の消滅を回避できる。 

Ⅲ 法 第 16 条の規定により 時効が中断されるのは、 あ っせんが法第 5 条の規定によりあ っせん 

によっては紛争の 解決の見込みがないものとして 打ち切られた 場合であ り、 申請の取下げによ 
る 手続の終了の 場合には本条の 適用はない。 

㈲ 法 第 16 条の「通知を 受けた日から 30 日以内」とは、 民法の原則に 従 い 、 文書の到達した 日 
は期間の計算に 当たり算入されないため、 書面による通知が 到達した日の 翌日から起算して 30 

日 以内であ る。 

  (4@  「あ っせんの目的となった 請求」とは、 当該あ っせんの手続においてあ っせんの対象とされ 
た具体的な損害賠償等を 指し．本条が 適用されるためには． これらと訴えに 係る請求とが 同一 

性のあ るものでなければならない。 

Ⅰ 

(5@  「申請の時」とは、 「あ っせん申請書」が 現実に提出された 日であ って 、 「あ っせん申請 蕃 」 
に記載された 申請年月日ではない。 

なお、 あ っせんの過程において 申請人があ っせんを求める 事項の内容を 変更又は追加した 場 

含 にあ っては、 当該変更又は 追加した時が「申請の 時」に該当するものであ ること。 

(6) あ っせんの打切り 後にあ って、 申請人であ った者より．その 目的となった 請求について 訴ス 」 
を 提起する際時効の 中断についての 立証を行 う ための公的な 証明を求められた 場合において 

は 。 当該証明に必要な 申請年月日、 あ っせんを求める 事項、 打切り年月日等についてはすべて 

「あ っせん打切り 通知書」に記載されていることからこれを 活用するよう 教示する。 

  なお、 申請人であ った者が 、 「あ っせん打切り 通知書」を紛失している 場合にあ っては、 そ 
の 写を交付すること 等として差し 支えない。 

  1 5  男女均等取扱いた 係る紛争の処理体制 

Ⅲ男女均等取扱いに 係る紛争にあ ってば．男女雇用機会均等法に 基づき、 委員会の委員のうち 

あ らかじめ会長より 指名された 3 人の調停委員が、 従来機会均等調停委員会が 有していた機能 
と 同一の調停により、 その解決を図ることとされている。 
具体的に は 、 会長が主任調停委員をあ らかじめ指名し、 主任調停委員が 他の調停委員を 招集 

@     ㈲機会均等調停会   の上、 機会均等調停会議を 調は 、 調停委員 開催し、 2 調停を行 人以上が出席しなければ う 。 会議を開くことはできない。 また、 
調停案の作成については、 3 人の調停委員の 全員一致をもって 行う。 

㈲調停に関しては、 機会均等調停会議の 決定をもって、 委員会の決定とする。 

㈲都道府県労働局においては、 調停を行 う 調停委員 3 人をあ らかじめ特定しておく。 

なお、 この 3 人の調停委員があ つせん委員として 男な均等取扱い 以外の紛争のあ っせんを 行 

ぅ ことは差し支えない。 

(5) 機会均等調停会議に 係る庶務については、 雇用均等 室 においてこれを 行 う 。 

第 6  申請等を理由とする 不利益な取扱いへの 対応 
Ⅰ 所管 

申請等を理由とする 不利益な取扱いへの 対応は総務部企画室において 行う。 

2  基本的態度 
申 出人に対する 不利益な取扱いの 禁止について 規定する法第 4 条第 3 項及び申請人に 対する 不 

  利益な取扱いについて 規定する法第 5 条第 2 項は、 事業主に比べ 弱 い 立場にあ る労働者を事業主 
の 不利益な取扱いから 保護することにより、 助言・指導又はあ つせん制度の 実効性を担保するた 

め @ " 倒 者が同各条の 援助あ 式めたことを 理由とする 蝸雇 その他不利益な 取扱いを禁止する と 
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3  用語の解釈 
Ⅲ 法 第 4 条第 3 項及び法第 5 条第 2 項の「理由として」とは、 労働者が紛争の 解決の援助を 求 

めたことが、 事業主が当該労働者に 対して不利益な 取扱いを行 う ことと因果関係があ ることを 

いっ。 

(2) 法第 4 条第 3 項及び法第 5 条第 2 項の「不利益な 取扱い」とは、 解雇をはじめとして。 配置 
転換、 降格、 減給、 昇給停止、 出勤停止、 雇用契約の更新拒否等がこれに 当たる。 

なお、 配置転換等が 不利益な取扱いた 該当するかについては、 給与その他の 労働条件．職務 

内容、 職制上の地位、 通勤事情、 当人の将来に 及ぼす影響等諸般の 事情について、 旧 勤務と新 

勤務とを総合的に 比較考量の上、 判断する。 

4  措置 

Ⅲ措置の特徴 

申請等を理由とする 不利益な取扱いを 受けた 旨 中山 ( 以下木 3 項では「中田」という。 ) が 

あ ったときは、 法第 4 条第 3 項又は法第 5 条 第 ・ 2 項に基づく行政指導 ( 以下木 3 項では「不利 
盗取扱いに対する 行政指導」という。 ) 、 法第 4 条第 1 項に基づく助言・ 指導 ( 以下木 3 項でほ 

「助言・指導」という。 ) のいずれかによる 対応も可能であ るが、 各措置には以下の 特徴があ 
る。 

ア 不利益取扱いに 対する行政指導 
禁止規定に基づく 行政指導のため、 禁止行為の明確な 認定がなければ、 指導できず、 十分 

に 調査を行う必要があ るが、 違反行為の認定を 行うためには、 任意性に配慮しつつも、 事業 

主に対する事情聴取等の 要請を助言・ 指導の場合よりも 強力に行える。 
ィ 助言・指導 

禁止行為の有無が 不明確な場合でも、 紛争当事者間の 話合いのための 示唆を行えるが、 軍 

業主に対する 事情聴取等の 要請の際は、 民事紛争の傍決を 図る観点から、 とりわけ任意性に 
配慮することが 必要であ る。 

ウ あ っせん 

禁止行為の有無が 不明確な場合でも、 紛争当事者間の 話合いな促進することにより、 労働 
者の権 利の回復や金銭的要求等に 柔軟に対応できる。 

(2) 受付時及び受理時の 原則 
法に定められている 不利益な取扱いを 受けている旨の 申出が寄せられた 場合は、 助言・指導 

の申 出 又はあ っせんの中請を 希望している 場合を除 き 、 不利益取扱いに 対する行政指導を 求め 

るものとして 受理する。 

㈹処理の方法 

ア 行政指導 

① 事業主に対し、 モデル 例 1 5 により申出の 内容及び法律の 根拠等を示し、 事情聴取等の 

要請を行う。   
② 調査事項、 事情聴取の対象者、 事情聴取の項目、 収集すべき資料等について 調査方針を 

作成した上で、 これに基づき 十分に調査する。 

③ 処理経過等については 記録する。 

④ 違反が認められた 場合は、 報告期日及び 是正方法を定めて、 モデル   例 1 6 により指導 書 

を 交付する。 

⑤ 報告期日は 2 週間以内とし、 期日までに報告がな さ れないときば 督促を行う。 

⑥ 指導書を交付してもなお 法 違反の是正がなされないときは、 さらに是正を 促す。 
の 是正を促してもなお 法 違反が是正されないと ぎ は、 申出を行った 者からの助言・ 指導の 

申出は受け付けず、 当該 申 出を行った者に 対してあ つせん又は裁判等の   他の紛争処理手続 
を教示する。 
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同 10 日までに、 総務部企画室へ 報告する。 

2  コーナーが設置されていない 労働基準監督署及び 公共職業安定所における 処理 

月 ごとの個別労働関係紛争に 係る相談件数等 ( コーナ一に取次ぎを 行ったものを 除く。 ) につ 

いて、 様式 1 「労働相談 票 」を基に取りまとめ、 「労働相談の 状況について ( 総合労働相談コー 

ナ一等 用 ) 」 2 に記載の上、 4 月 1 日から 9 月 30 日までの間の 分を 10 月 10 日までに、 10 月Ⅰ 

日から翌年 3 月 31 日までの間の 分を翌年 4 月 10 日までに、 総務部企画室へ 報告する。 

3  労働基準部、 職業安定部及び 雇用均等 室 における処理 
月 ごとの個別労働関係紛争に 係る相談件数等 ( 総務部企画室に 取次ぎを行ったものを 除く。 j 

ほ ついて、 様式 1 「労働相談 票 」を基に取りまとめ、 様式 4  「労働相談の 状況について ( 総合 

労働相談コーナ 一等 用 ) 」 2 に記載の上、 4 月 1 日から 9 月 30 日までの間の 分を 10 月 10 日まで 

に、 10 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの間の 分を翌年 4 月 10 日までに、 総務部企画室へ 報告す 

る 。 

4  本省への報告 
都道府県労働局における 個別労働紛争解決制度の 運用状況については。 総合労働相談、 助言 

・指導、 あ っせんごとに 各々、 様式 1 「労働相談 票 」、 様式 6 「助言・指導処理 票 」及び様式 7 

「あ っせん処理 票 」を基に、 総務部企画室において 取りまとめを 行った上で、 様式 1 1 「労働 
相談の状況について」、 様式 1 2 「都道府県労働局長の 助言・指導の 運用状況について」、 様式 

1 3 「紛争調整委員会によるあ っせんの運用状況について」により、 4 月 1 日から 9 月 30 日ま 

での間の分を 10 月 20 日までに、 10 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの間の 分を翌年 4 月 20 日ま 
でに、 本省業務室に 報告を行う。 

第 9  疑義が生じた 場合 

個別労働紛争解決制度の 運用に当たって、 個別事案に係る 事務処理等について 疑義が生じた 場 

合については、 総務部企画室においてその 概要を取りまとめた 上で、 本省業務室へ、 各々これを 

送付することにより 協議を行 う 。 
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1  相談者の立場に 立った親身な 対応 

相談者は、 個別労働関係紛争等の 労使間のトラブルに 巻き込まれている 場合は勿論、 単に法令 や 

各種制度に係る 照会を行 3 場合をも含め、 何らか 

の 不安を抱ぎつつ 相談に訪れる 場合が多いため、 このような相談者の 心情をよく理解した 上で、 懇 

切かつ丁寧な 言葉遣い、 真摯な態度により、 まずこれを和らげることに 努める。 

提 ・供する情報、 アドバイスの 内容は同一であ っても、 このような対応を 心掛けることにより、 相 

談者が不安を 解消し自らが 置かれている 立場をより冷静に 理解することを 促進し、 円滑な問題の 解 

決 が行われることが 期待できる。 

2  相談内容の十分な 聴取及 び 把握 

相談対応において、 相談者のニーズに 応じた的確な 情報提供、 アドバイスを 行 う ためには、 ①相 

談者が直面している 問題はなにか、 ②当該問題の 解決に当たって 相談者がどのような 解決方法を求 

めているかということを、 対話の中で正確に 把握することが 肝要であ り、 そのためには、 まずをも 

って、 相談者の話を 十分に聴取する 必要があ る。 

なお、 その際には、 例えば相談者の 説明が冗長であ る場合にはやり 取りを中断しその 時点までの 
  内容を要約の 上相談者に確認したり、 不明な点について 適宜質問、 相談者が正確に 表現できていな 

い事柄を推定しながら 言語化する等、 的を絞った効率的な 問題の把握に 留意する。 

  (1) 相談者の立場に 立つた解決方法の 提示 
相談内容の聴取の 過程において、 問題の解決に 当たっての相談者の 意思、 希望をあ る程度推測 

した上で、 相談内容に最も 適した解決方法を 相談者に提示する。 その際、 具体的な解決方法が 初 

数 存在する場合にあ ってはこれらを 提示、 相談者の選択に 委ねることも 考えられる。 

この場合、 相談者の立場に 立ち、 その意に沿った 解決案の検討に 最善を尽くすことはい う まで 
もないが、 その一方で怪々に 相談者の意向に 迎合し不適切な 回答を行うことのないよう 留意する。 

(2) 相談を終了する 際の留意事項について 
相談対応にあ っては、 冗長とならないよう、 あ るいは相談員が 一方的に相談を 終了したとの 印 

象を抱かせることのないよう、 相談時間の長さや 終了するタイミングに 配慮する。 
(3) 相談内容について 対応できない 場合の留意事項について 
求められている 情報の内容等について、 即答ができない 場合には、 回答に当たっての 猶予につ 
いて相談者からの 了解を得た上で、 参考図書の引用、 所管担当部署への 問い合わせ等により   確認、 

を行った上で 的確な回答に 留意する。 

また、 回答に当たって 一定の時間を 要する場合には、 相談者の了解を 得た上で、 後日改めて 回 

答 することとして 差し支えない。 なお、 この場合の回答にあ っては、 電話によりこれを 行 う等 ]: 目 
諜者に負担をかけない 方法を用いることに 特に留意する。 

(4) 特殊な配慮を 要する相談事案の 対応について 
ア 粗暴な言動の 相談有 

相談者の言葉や 態度によって 動揺、 畏縮することなく、 冷静に相談内容を 聴取した上で 毅然 

とした態度での 対応を心 棚   けることが肝要であ るが、 その一方で威圧的、 不誠実ととられるこ 

とのないよう 十分配意する 必要があ る。 
なお、 このような粗暴・ な 言動の相談者については、 複数で対応するよう ら挫   け ろ 。 

イ セクシュアルハラスメントに 係る相談 

セクシュアルハラスメントの 被害を受けた 旨の相談については、 その内容につぎ 特に話しづ 
らいことが多いことにかんがみ、 相談者の意向を 踏まえた上で、 同性の相談員による 対応、           
形 : フ。 一 スの活用等プライバシーを 確保できる相談環境の   確保等に特に 配慮する。 

(5) 電話，ファックス 等による相談に 当たっての留意事項について 
ア 電話による相談についての 留意事項について 
電話による相談は、 面接相談に比べ、 ・時間や経典の 関係からコーナ 一に赴くことが 困難な相 

一 @ Ⅰ 5 一         
              一   



諜 者でも利用しやすい 方法であ るが、 その一方で、 音声のみの対応となり、 面談による相談の 

場合と比較し、 互いの意思疎通、 相談内容の理解が 不十分になりやすい。 電話による相談にあ 

っては、 この点を踏まえ、 よりわかりやすく 平易な説明、 相談しやすい 柔軟な声のト 一 ン や言 

葉 使いに特に留意する。 

イ ファックス、 文書、 電子メールによる 相談についての 留意事項について 

ファックス、 文書、 電子メールによる 相談については、 電話番号の記載があ るものについて 

は、 これにより電話連絡を 行い、 相談内容を改めて 把握した上で、 口頭により回答を 行 う 。 

なお、 電話番号の記載がない 場合においては、 コーナー へ 電話又は来訪の 上相談を行 う よ う 

教示するにとどめ、 当該相談内容に 対する直接の 文書による回答は 差し控える。 
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リーフレット 1 

都道府県労働局長の 助言・指導を 求められる方へ 

1  この制度は、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律 ( 個別労働関係紛争解決 

促進法 ) 第 4 条の規定に基づき、 都道府県労働局長が 個別労働関係紛争 ( 労働条件 そ 

0 個労働関係に 関する事項についての 個々の労働者と 事業主との間の 紛争 ) について、 

紛争の当事者の 双方 スは 一方の求めに 応じ、 紛争事案の整理を 行い、 労働 問頗に 閲する 

専門家の意見を 参考として、 紛争の当事者に 対し、 紛争の早潮解決を 援助するための 助   
言や指導を実施するものです。 

なお、 以下の場合や 紛争は、 労働局長の助言，指導 ( 以下「助言・ 指導」 といいま 

す。 ) 0 対象とはなりません。 

[ 紛争当事者等に 係るもの ] 

，助言・指導を 求める方が、 紛争当事者ではない 場合 

・助言・指導を 求める方が、 労働組合、 使用者団体等の 団体であ る場合 

・紛争の相手方に 一方的に不満を 持っているに 過ぎず、 紛争の相手方に 対し自らの 

主張を伝えていない 場合 

( 法律で除外されているもの ) 

・労勤関係調整 法 ( 昭和 2@ 年法律第 25 号 ) 第 6 条に規定する 労働争議に当たる 紛 

 
 

  

 
 

 
 

 
 

争 、 特定独立行政法人等の 労働関係に関する 法律 ( 昭和 23 年法律第 257 号 ) 第 

26 条 第 Ⅰ項に規定する 紛争 ( 既に労働争議となっている 紛争や労働争議となるお 

それのあ る紛争 ) 

・雇用の分野における 男女の均等な 機会及び待遇の 確保等に関する 法律 ( 昭和 47 年 

法律 第 113 号 ) ( 男女雇用機会均等法 ) 第 l2 条に規定する 紛争 ( 女性であ ること 

を理由とする 差別的取扱いに 関する紛争 ) 

[ その他 ) 

・裁判所において 係争中であ る又は確定判決が 出された紛争 

・裁判所の民事調停において 手続が進行している 紛争又は調停が 終了した紛争 

  労働委員会におけるあ っせん等他の 機関による個別労働紛争解決制度において 手 

続が進行している 又は合意が成立し 解決した紛争 

  個別労働関係紛争解決促進法第 5 条に基づく紛争調整委員会のあ っせん手続が 進 

付 している又はあ っせんが終了                                   請 が取り下げられた 場合を除く。 ) 

・既に助言・ 指導の手続を 終了                                                       下げられた場合を 除く。 ) 

・労働組合と 事業主との間で 問題として取り 上げられており、 両者の間で自主的な 

解決を図るべく 話 合いが進められている 紛争 

・個々の労働者に 係る事項のみならず、 これを超えて、 事業所全体にわたる 制度の 

創設、 賃金額の増加等を 求めるいわゆる 利益紛争 

，紛争の原因となった 行為の発生から 長期間経過しており、 的確な助言   指導を才子 

う ことが困難であ る紛争 人 申 出 の主張が著しく 根拠を欠いていると 認められる紛争 
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2  この制度は、 紛争の当事者の 自主的な紛争の 解決を促すことを 目的としており、 助 

言・指導には 裁判所の判決のような 強制力はあ りません。 

3  助言・指導                                                 、 事実関係を明確にする 必要があ り、 紛争の相手方 

からも事情を 聴                           このため、 紛争の相手方にあ なたの氏名や 主張を伝 

えることになります。 

4,,. . 事実関係を調べるため 必要があ る場合には、 紛争の相手方以外の 関係者 ( 例えば、 

あ なたの職場の 同僚や上司 ) に対しても、 必要な限度であ なたの氏名や 主張を伝えるこ 

とがあ ります。 

Ⅰ
 

5  助言，指導の 手続の開始後において、 以下に掲げる 場合には、 その手続を終了する 

こととしていますので、 あ らかじめ御了承下さい。 

・助言，指導の 実施後において 解決の有無について   確認を行った 場合 

・あ なたが処理の 過程で自発的に 助言・指導の 申出を取り下げた 場合 

・紛争当事者のうちの 一方の当事者と 長期間連絡がとれず 事実関係の確定が 困難で 

あ る等の理由により 処理を打ち切る 場合 

・紛争当事者であ る労働者若しくは 労働者であ った者が死亡した 場合又は紛争当事 

者であ る事業主が倒産等により 消滅し ( 合併による消滅を 除く。 ) 若しくは個人事 

業主が死亡した 場合 ( 相続人が事業を 相続した場合を 除く。 ) 

  処理の過程において、 前期 1 に掲げた助言・ 指導の対象とはならない 事案であ る 

事実を手続の 開始後に把握した 場合 

6  文書により助言・ 指導を行った・ 場合には、 あ なたにも書面によりその 内容をお知ら 

せします。 

7  事業主は、 労働者が助言・ 指導を求めたことを 理由として、 解 雇その他不利益 

な取扱いを行ってはならないこととなっています。 

  

  室
 
等
 
均
 
用
 
一
 
%
 
局
 
働
 
労
 
県
 
打
手
 

道
 

け
ト
ト
 

*
-
w
 

は
 
て
 
Ⅴ
 
つ
 
 
 
 
 
争
 
乎
 
'
"
 

リ
二
 

@
 

る
 
す
 

規
定
 
す
。
 

に
ま
 

粂
い
 

2
 

て
 

 
 

つ
 

篤
行
 

法
を
 

等
功
 

均
援
 

会
の
 

機
決
 

用
僻
 

雇
て
 

女
い
 

男
お
 
@
 甲
 

 
 

8
 

9  助言・指導の 手続の流れ 

助言・指導の 甲田 （ 氏名、 連絡先及び主張内容を 明確にした上で 行って頂きます。 

  
） 

事実関係の調査 

（ 

紛争の相手方に 事情を聴いたり、 書類の提出を 求める等に 

  
より、 事実関係を把握します。 

） 

  労 ・ 働 関係紛争担当参与からの 意見聴叫 ( 井側問題に閲する 専門家から意見を 聴きます。 
  

助言・指導の 実施 

）
 

一 %= 

  

  



ダ   

  

  

  
  

リーフレット 2 

紛争調整委員会によるあ っせんを求められる 方へ 

1  この制度は、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条の規定に基づき、 

個別労働関係紛争 ( 労 動者の募集及び 採用に関する 事項についての 紛争を除く。 ) につ 
いて、 紛争の当事者の 双方又は一方から 申請があ った場合において、 学識経験者から 構 

成される紛争調整委員会があ っせんを行うことにより 紛争の解決を 図るものです。 

なお、 以下の場合や 紛争は、 紛争調整委員会によるあ っせん ( 以下「あ っせん」 とい 

います。 ) 0 対象にはなりません。 
[ 紛争当事者等に 係るもの ] 
  あ っせんを求める 方が、 紛争当事者ではない 場合 

  あ っせんを求める 方が、 労働組合、 使用者団体等の 団体であ る場合 

  紛争の相手方に 一方的に不満を 持っているに 過ぎず、 紛争の相手方に 対し自らの 主 

張を伝えていない 場合 
[ 法律で除外されているもの ) 
・労働関係調整 法 ( 昭和 2l 年法律第 25 号 ) 第 6 条に規定する 労働争議に当たる 紛 
争 、 特定独立行政法人等の 労働関係に関する 法律 ( 昭和 23 年法律第 257 号 ) 第 
26 条 第 l 項に規定する 紛争 ( 既に労働争 託 となっている 紛争や労働争議となるお 

それのあ る紛争 ) 

  雇用の分野における 男女の均等な 機会及び待遇の 確保等に関する 法律 ( 昭和 47 年 

法律第 1 l3 号 ) ( 男女雇用機会均等法 ) 第 12 条に規定する 紛争 ( 女性であ ること 
を理由とする 差別的取扱いに 関する紛争 ) 
[ その他 ) 
  裁判所に係争中であ る又は確定判決が 出された紛争 

  裁判所の民事調停において 手続が進行している 又は調停が終了した 紛争 

  労働委員会におけるあ っせん等位の 機関による個別労働紛争解決制度において 手続 

が進行している 又は合意が成立し 解決した紛争 

  既に紛争調整委員会によるあ っせんを終了した 紛争 ( 申請が取り下げられた 場合を 

除く。 ) 
  労働組合と事業主との 間で問題として 取り上げられており、 両者の間で自主的な 解 

決を図るべく 請 合いが進められている 紛争 

  個々の 方   御者に係る事項のみならず、 これを超えて、 事業所全体にわたる 制度の君 ll 
設 、 賃金額の増加等を 求めるいわゆる 利益紛争 

  紛争の原因となった 行為の発生から 長期間経過しており、 的確なあ っせんを行 うこ 
とが困難であ る紛争 

・申請人の主張が 著しく根拠を 欠いていると 認、 められる紛争 

・相手方の社会的信用を   低下させることを 目的としたり、 単なる嫌がらせの 目的であ 

っ せんの中 請 なしていると 認められる場合 

・紛争当事者間で 既に締結された 和解契約に基づく 義務の屈行を 不当に免れようとし 

ている場合 
  

2  この制度は、 あ くまで所当事者の 真意に垂づく 合意の形成により 紛争の円満な 解決 

を図ることを 目的としており、 あ っせんの結果、 合意した場合については、 民車上の 

「和解」 と同様の効果があ りますが、 裁判所の判決のような 執行力はあ りません。 

3  あ っせんの過程において は 、 紛争調整委員会に 所属する委員が 紛争当事者の 双方から 
事情を聴取し、 紛争に係る事実関係を 整理するとともに、 紛争解決に向けた 話 合いの促 

進を行い、 また、 当事者双方が 希望する場合には、 菩面 によるあ っせん案の提示を 行う 

ものです。 したが つて 、 指定するあ っせん mm 日に出席の上、 あ っせんに参加していただ 

くことになります。 
事実関係 本 調べるだめ必要があ る場合には、 紛争の相手方以外の 側侠 者 ( 例えば、 お 

一 5 Ⅰ 一             
  



（ 

なたの職場の 同僚や上司 ) に対しても、 必要な限度であ なたの氏名や 主張を伝えること 

となります。 

また、 必 ・要に応じ、 紛争当事者に 係る企業又は 当該企業に係る 若しくは地域の 最近の 

雇用の実態等について、 主要な事業主団体、 労働者団体が 指名する者から 参考人として 

の 意見を聴取することとしています。 

4  あ っせんの手続の 開始後においても、 前記 1 に掲げる紛争となった 場合や以、 下に掲 

げる場合には、 その手続を終了することとしていますので、 あ らかじめ御了承下さい。 

  提示されたあ っせん案を紛争当事者の 双方 " が受諾した場合その 他紛争当事者間で 

何 " らかの合意が 成立し解決に 至っだとき 

  申請人があ っせんの申請を 取り下げたとき 

  あ っせんを打ち 切る場合 

0 あ っせん開始の 通知を受けた 被 申請者が 、 あ っせん手続に 参加する意思がない 

旨を表明したとき 

0 あ っせん委員から 提示されたあ っせん案について、 紛争当事者の 一方又は双方 
が 受諾しないとき 

0 紛争当事者の 一方又は双方があ っせんの打切りを 申し出たとき 
0 あ っせん手続の 進行に関して 紛争当事者間で 意見が一致しないため、 あ っせん 

の手続の進行に 支障があ ると認められるとき 
0 その他、 あ っせんによっては 紛争の解決の 見込みがないと 認められるときであ 

っせんを打ち 切る場合 
・紛争当事者であ る労働者若しくは 労働者であ った者が死亡又は 紛争当事者であ る 
企業が消滅 ( 合併を除く。 個人企業にあ っては事業主個人が 死亡 ) した場合 

・手続の開始後に、 前 1 に掲げるあ っせんの対象とはならない 事案であ る事実を把 
握 した場合 

5  事業主は、 労働者があ っせんの申請をしたことを 理由として、 解雇その他不利益な 
取扱いを行ってはならないこととなっています。 

6  男女雇用機会均等法第 @2 条に規定する 紛争については、 都道府県労働局雇用均等 室 
において解決の 援助を行っています。 

7  あ っせんの手続の 流れ 

あ っせんの申請 （ 氏名、 連絡先及び主張内容を 明確にした上で 行って 頂 ぎます。 

  

Ⅰ ） 

事前調査の実施 
｜ Ⅰ 

必要に応じてあ なたから事情聴取等行い、 紛争に係る事実関係を 
明確にします。 ） 

上記事実調査の 結果等を踏まえ、 都道府県労働 

  

局長が紛争調整委員会にあ っせんを委任するか 
否 かを決定します。 

抄 ・ 争 調整委員会によるあ っせん @ 紛争調整委員会の 委員が紛争当事者の 双方から 
事情を聴取し、 紛争に係る事実関係を 整理する 

))) ノ 「 １ ) 

とともに、 その主張内容を 把握した上で、 紛争 
解決に向けた 話 合いの促進を 行い、 また、 双方 
が 希望ずる場合には 蕃茄によるあ っせん案の・ 提 
示 を行います。 
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リーフレット 3 

個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 4 条の規定に基づく 

都道府県労働局長の 助言・指導について 

1  この制度は、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 4 粂の規定に基づき、 都 

道府県労働局長が、 個別労働関係紛争 ( 労働条件その 他労働関係に 関する事項について 

の個々の労働者と 事業主との間の 紛争 ) について、 紛争の当事者の 双方又は一方の 求め 

に 応じ、 紛争事案の整理を 行い、 労働問題に関する 専門家の意見を 参考として、 紛争の 

当事者に対し、 紛争の早期解決を 援助するため、 助言・指導を 都道府県労働局長が 実施 

するものです。 

2  助言・指導を 実施するためには、 事実関係を明確にする 必要があ ります。 当該事実関 

係を確認するため   あ なたの主張について、 助言・指導を 求めてきた方に 伝えることに 

なります。 

3  事実関係を調べるため、 必要があ る場合には、 助言・指導を 求めてきた 方 以外の者か 

らも 事 清聴取することがあ り、 その際には、 必要な限度であ なたの企業名や 氏名、 主張 

を 伝えることがあ ります。 

4  あ なたに対し助言・ 指導を実施した 場合、 その助言・指導の 内容については、 助言・ 

指導を求めてきた 方にも伝えることになります。 

5  事業主は、 労働者が助言・ 指導を求めたことを 理由として、 解雇その他不利益な 取扱 

いを行ってはならないこととなっています。 

6  助言・指導の 手続の流れ 

助言・指導の 申 出 

あ なたから、 事情を聴いたり、 必要な書類の 提出を求める 等により、 

事実関係を把握します。   り ： 

  

  労働関係紛争担当参与からの 意見聴取 l( 党側問題に関する 専門家から意見を 聴ぎます。 ） 

助言・指導の 実施 
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個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律 第 5 条の規定に 
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1  この制度は、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条の規定に基づき、 個 

別労働関係紛争 ( 労働条件その 他労働関係に 関する事項についての 個々の労働者と 事業 

主との間の紛争 ) について、 紛争の当事者の 双方又は一方から 申請があ った場合におい 

て、 学識経験者から 構成される紛争調整委員会があ っせんを行うことにより、 紛争の解 
決を図るものです。 

2  この制度は、 あ くまで 両 当事者の真意に 基づく合意の 形成により紛争の 円満な解決を 
図ることを目的としています。 あ っせんの結果、 合意した場合には、 民事上の「和解Ⅰ と 

同様の効果が 生じますが、 その過程で、 一方の当事者の 意に反した合意案が 強制される 

ようなことはあ りません。 
また、 一方の当事者よりあ っせんの手続に 参加する意思がない 旨 表明された場合には、 
あ っせんによっては 紛争の解決の 見込みがないものとして ; あ っせんの手続を 打ち切る 

こととなります。 

なお、 あ っせんの手続は、 参加が強制されるものではなく、 また、 不参加の意思が 表 
明 された場合にも、 不利益な取扱いがなされるものではあ りません。 

3  紛争調整委員会に 所属する委員が、 紛争当事昔の 双方から事情を 聴取し、 紛争に係る 
事実関係を整理するとともに、 その主張内容を 把握した上で、 紛争解決に向打た 話合い 
の促進を行い、 また、 双方が希望する 場合には、 蕃面 によるあ っせん案の提示を 行いま 
す   

4  事実関係を調べるため、 必要があ る場合には、 あ っせんを申し 出てきた 方 以外の者 か 
らも事情聴取することがあ り、 その際には、 必要な限度であ なたの企業名や 氏名、 主張 

を伝えることとなります。 
また、     ピ   要に応じ、 紛争当事者に 係る企業又は 当該企業に係る 若しくは地域の 最近の 
雇用の実態等について、 主要な事業主団体、 労働者団体が 指名する者から 参考人として 

の意見を聴取することとしています。 
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6  あ っせんの手続の 流れ 

あ っせんの申請 

  
事前調査の実施 

（ 

    む、 要に応じてあ なたから事情聴取等を 行 
い 、 紛争に係る事実関係を 明確にします。 

） 

上記事実調査の 結果等を踏まえ、 都道府県労 

  

働 局長が紛争調整委員会にあ っせんを委任 
するか否かを 決定します。 

紛争調整委員会の 委員が紛争当事者 0 ． 1 双方 
から事情を聴取し、 紛争に係る事実関係を 甦 

コリ 

理するとともに、 その主張内容を 把握した 上 
で、 紛争解決に向けた 話し合いの促進・を 行 
い、 また、 双方が希望 す る場合には書面によ 
払っせん案の 提示を行います ， 掩争 調整委員会によるあ っせん l                 ｜                     一 -54= 
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電話 
 
 

労 氏名 

働 
  
T 

約音 住所 電話     

幸 喜 氏名又は 

生 業 名称   
T 

享 正 
住所 

  

者 
Ⅰ 「 

氷上記労働者に 係 
  

る 事業場の名称 T 

及び所在地 

Ⅰ 帝 月毛 ニ百 " 三テ     / 

あ っせんを 求 

める事項及び 

その理由 

紛争の経過 

その他参考 と 
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日
 

 
 

殿
 

 
 
 
 

長
 

 
 

 
 

 
 
 
 

労
 

 
 

年
 

申請人 氏名又は名称 
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様式 第 1 号 ( 第 4 条関係 ) ( 裏 面 ) 

Ⅰ 

Ⅰ 

あ っせんの申請について 

(1) あ っせんの申請は、 あ っせん申請書に 必要事項を記載の 上、 紛争の当事者であ る労働 

者に係る事業場の 所在地を管轄する 都道府県労働局の 長に提出してください。 

申請書の提出は 原則として申請人本人が 来局して行 う ことが望ましいものですが、 遠 

隔地からの申請等の 場合には、 郵送等に よ る提出も可能です。 

(2) 申請書に記載すべき 内容及び注意事項は 、 次のとおりです。 

① 労働者の氏名、 住所等 

紛争の当事者であ る労働者の氏名、 住所等を記載すること。 

② 事業主の氏名、 住所等 

紛争の当事者であ る事業主の氏名 ( 法人にあ ってはその名称 ) 、 住所等を記載する 

こと。 また、 紛争の当事者であ る労働者に係る 事業場の名称及び 所在地が事業主の 名 
称及び住所と 異なる場合には、 (  ) 内に当該事業場の 名称及び所在地についても 記 

載すること。 
③ あ っせんを求める 事項及びその 理由 

あ っせんを求める 事項及びその 理由は、 紛争の原因となった 事項及び紛争の 解決の 

ための相手方に 対する請求内容をできる 限り詳しく記載すること ( 所定の欄に記載し 

きれないときは、 別紙に記載して 添付すること。 ) 。 

④ 紛争の経過 

紛争の原因となった 事項が発生した 年月日及び当該事項が 継続する行為であ る場合 

には最後に行われた 年月日、 当事者双方の 見解、 これまでの交渉の 状況等を詳しく 記 

載すること ( 所定の欄に記載しきれないときは、 別紙に記載して 添付すること。 ) 。 

⑤ その他参考となる 事項 
紛争について 訴訟が現に係属しているか 否か、 確定判決が出されているか 否か 、 他 

の行政機関での 調整等の手続へ 係属しているか 否か、 紛争の原因となった 事項又はそ 
れ以外の事由で 労働組合と事業主との 間で紛争が起こっているか 否か、 不当労働行為。 

の 救済手続が労働委員会に 係属しているが 否か等の情報を 記載すること。 

⑥ 申請人 

双方申請の場合は 双方の、 一方申請の場合は 一方の紛争当事者の 氏名 ( 法人にあ っ 

てはその名称 ) を記名押印又は 自筆に よ る署名のいずれかにょり 記載すること。 

は ) 事業主は、 労働者があ っせん申請をしたことを 理由として、 当該労働者に 対して解雇 

その他不利益な 取扱いをしてはならないこととされています。 
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様式第 2 号 ( 第 5 条第 3 項 関係 
 
 

月
 

番
年
 

  

口
 万
日
 

殿 

    
  
  

  
あ っせん不開始通知書 

    
        あ なたから 年 月 日 申請のあ ったあ なたと 

睡   ・ ほ ついては、 下記の理由により、 紛争調整委員会にあ っせ 

たので、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律施行規則 第 
き、 通知します。 

  
      

- 一 - - Ⅰ 己 
j 』 
        
  
      
    
  

( 理由 ) 

% 勝祐 鱒 " 
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労働局長 ⑳ 

との間の紛争のあ っせん 

んを行わせないこととし 

5 条第 3 項の規定に基づ 



様式第 3 号 ( 第 6 条第 2 項関係 ) 

口
 万
日
 

月
 

番
年
 

殿 

⑳
 

ム
五
 

ロ
見
 

委
 
整
 
争
調
 
会
長
 

糸
八
 

刀
 
@
 

あ っせん開始通知書 

あ なたから 労働局長あ て 年 ・ 月 日 申請のあ ったあ なたと との 

間の紛争のあ っせんについて、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条 第 1 項 

の 規定に基づき、 労働局長の委任を 受けて、 下記のとおり 開始することとしたので、 
Ⅰ 

個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律施行規則第 6 条第 2 項の規定に基づき、 通知 

します。 

- 正ユ 

1  事件番号 

2  あ っせん委員 

Ⅰ
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様式第 4 号 ( 第 6 条第 2 項関係 ) 

，
 口
 万
日
 

月
 

番
 
年
 

殿 

㊥
 

ム
五
 

白
貝
 

委
 
 
 
手
金
 

Ⅰ
・
Ⅲ
 

み
 
/
 
小
小
 

ん
 

あ っせん開始通知書 

申請人 から 年 月 回申請のあ ったあ なたとの間の 紛争のあ っせんに 

ついて、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条 第 1 項の規定に基づき、 労 

働局長の委任を 受けて、 下記のとおり 開始することとしたので、 個別労働関係紛争の 解決 

の 促進に関する 法律施行規則第 6 条第 2 項の規定に基づき、 通知します。 

- 己 

Ⅰ・ ユ 

2 

3 

事件番号 

あ っせん委員 

あ っせん申請の 概要 

4  留意事項 

(1) 紛争調整委員会によるあ っせんとは、 当 委員会のあ っせん委員が 紛争当事者の 間に 

入り、 当事者間の話合いによる 解決を促進するものです。 

あ っせんの期日等具体的な 手続については、 追って通知します。 

(2) あ っせんの手続に 参加する意思がない 旨が表明された 場合には、 あ っせんによって 

は 紛争の解決の 見込みがないものとして、 あ っせんの手続を 打ち・切ることとなります 

ので、 当 委員会によるあ っせんを望まない 場合には、 年 月 日 までにその 

旨 を当委員会あ て通知してください。 

なお、 あ っせんの手続は、 参加が強制されるものではなく、 また、 不参加の意思が 

表明さ 力 ， L た ・場合にも、 不利益な取扱いがなされるものではあ りません。 

円卜 

        



様式第 5 号 ( 第 1 2 条第 2 項関係 ) 

舌
口
 

月
 

番
年
 

殿 

t 

紛争調整委員会 

あ っせん委員 ⑳ 

⑳ 

⑳ 

あ っせん打切り 通知書 

下記の事件について、 あ っせんによっては 紛争の解決の 見込みがないと 認め、 個別労働 

関係紛争の解決の 促進に関する 法律第 1 5 条の規定に基づきあ っせんを打ち 切ることとし 

たので、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律施行規則 第 1 Z 条 第 2 項の規定に基 

づき、 通知します。 

- 己 

1  事件番号 

2  申請人 

3  校申請人 
Ⅰ 

4  申請 口 

5  あ っせんを求める 事項 ( 変更又は追加があ った場合はその 内容及び変更又は 追加を求 

めた年月日 ) 

 
 年

の
 

り
 

り
 

 
 打
 

打
 

7
 

6
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ド   
  

様式 1 

労働相談 票 

担 Ⅰ り ト 、 
( 番号 

相 談 
  

室     
課 当 平 成 年 月 ， 日 

相 談   方 法 

長 者 監 l. 来序 2. 電話 3. F A X . 郵送等 

相談の内容 
相談者氏名   

  
( 氏 名   の 公 表 諾 ・ 否 ) (  オ ) ( 男 ・ 女 ・ 不 明 ) 2 & a は肩   

3 年       
住 所   

労世 条件 引 Tl     
  芳油条件別丁 l 

電 話 番 号自宅℡ -   携帯℡ -       
労神佑 件 別丁 l 
        @ 世 )   
7 在         

事業場 ( 所 ) 名   
O 比               
  

代表者 職 氏名 B 世       

肖者 職 氏名 l0 年         

Ⅱ 伊 m 内定 取下 
所 在 地   

仮展       
  
村 弗轄   兄 柏 

電   話 番 号℡     戸 AX  "   
l4 自己 % 台世世 
        
l6 セ         
  
    
  介 肢 体粟抑 
穏 4% 健岐甘 
  
l9 %   
  
Ⅰ 0 探 : 相談内容   

    
  Ⅲ 定     

  
  
n2 年               

  
  
ね ℡古者 壬別 

    
用用背理 改舌   

  
  

相談の区分 l. 個別労働関係紛争 2. 法令・制度の 間 ぃ 合わせ 3. 法施行事務 4. その 1 25 % 俺 Set 妙木皿 
      

  
ト " 

    
Ⅰ 7 a タ               

見 
ぬ人         
  
29 帖   
    世 ｜ -   
    

@nr こ， J " お児   の 也 ( )  5   の 世 (   6.  不 明     つ り 

ド田り を @ - 

    業崩 の 規英 井側 % 台 
l. 「 0 人 未 満 2. 1 0 - 4 9 人 3. 5 0 - 9 9 人有 無 

@ ．映画・演劇 業 Ⅱ．通信業 @ ．教育・研究 業 は ．保健衛生業 @ ．接客娯楽業 時 ．清掃・ と 苦業 
16   の 也 (   @ ． 不 明   

e;, 哩 2. 局長の助言・ 指導 ( 希望する・希望しない・ 保留 ) 

    拮 。 3. 4. 他機関紹介 あ っせん @ の裁判所②都道府県③地労委向井邦土 ( 希望する・希望しない・ 会 ㊦干のⅦ h Ⅱ 保           
央 5. 行政指導等担当部署への 取次 ( ① 労皿 基準監督署②公共職業安定所③雇用均等 室 ) 
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様式 2 

  

  

  

  

① 
申 

出 
人 

  

② 
被 
申 

出 
人 

  

  受付番号 l 

 
 

 
 

名
尾
 

此
所
 

日
 

月
 牢

者
 

竹
村
 

受
受
 

労働局長の助言・ 指導処理 票 

氏名 ( 事業の名称及び 代表者 職 氏名 ) 

( 労 ・ 使 ) 

住所 ( 所在地 ) 

電話番号 

氏名 ( 事業の名称及び 代表者 職 氏名 ) 

( 労 ・ 使 ) 

住所 ( 所在地 ) 

電話番号 

④業種・事業内容 

⑤労働者数 

⑥ 労 働組 合の有無 

③労働者の 1 . 正社員 2. パート ・アルバイ @ 3. 派遣労働者 4. 期間契約社員 
就労状況 5. その他 ( ) 6. 不明・ 未 確認 

の 中山内容 

      普通解雇 2. 雙 理解雇 3. 懲戒 解屈 4. 労 柳条件引下げ ( 賃金 ) 5. 労働条件引下げ ( 退職金 ) 
  

      労働条件引下げ ( その他 ) 7. 在 特出向 8. 配置転換 9. 退職勧奨 @0 ・懲戒処分 l し 採用内定 取消 @2. 屈 止め 
  

  @3. 昇給、 昇格 l4. 自己都合退職 l5. その他の労柳条件 l6. セクハラ @7. 育児・ 介諏 休業等 l8. 母性 徒康 管理 
  

  l9. 募集 20 ・採用 2l. 定年年 22. 年齢差別 23. 肺音 者 差別 24. 応用管理改善、 その他 25. 労働契約の承継 
  

26. けじめ、 嫌がらせ 27. 教育 訓細 28. 人事評価 19. 賠俺 30 ．その他 (   
        "     """"     一 "         一 "" "" 一 """ 一 "   一   一   一 -"@-" 一   一 - 一       -   一     @-""" ◆   - 一 . 一         一一 -".   -" -"     .   ◆   ,         ,   -"""   1   -"""""   -""                                                                                                                                                                                                                                                           
( 中田内容の詳細 )   
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( 中田内容の詳細の 続き )     
                      

"""1 一 """""-""""""""""     """""".""""   """""-""--""    "m"""" """"""""""""" 一 "-""""""" " "   " 一   """"""   """""""""" 一 """"""""""""m"""""" 一 """"" 一 ""--"""""""""" """""""   " 一 " 一 -""""""""""   " m""" 一 """"-""     
" 一一一 """""--"""""""""""" "" 一 -   """".-" """"- 一 """. 。 "w""-"   u""""""""""""""" 一一 ""m""" 一 ""n 一 - 一 """"" 一 """ 一 ".""""""""""""   一一一一 "-""""."""m""""""""""""""   """"""""." 一 - 一 """ 

"""-"""""""".""."""""" """"   """" 一 """""""""-" 一 """"""""""""" 一 "" 一 """""""   -""""""" 一 """"" 一 """""""."""""   w""""""""""""""."""""""""m""""""" 一   """"m"""""""""""" 一 ""-""""""""""""-   """""""p""   """"m"   """"""" 一 - 一 " """- 

-" 一 ""-""" """"" """ """" 一 """""""" " -   一 "" 一 """ """ ""   -w"""- """"" " ""-   一 """" 一 """" 一一 "" " 一 """"""" """"m-"""-"""""" """ ."   " ""   " " "   "" "" " """. """ """" 一一 "" 一 - """"" ""O """ """ """ 一 """""-m"""""   - " ""."   " """ "" 一 "" 一 

一 "   " 一 """"   """"   一一一 "-"   """""   ""-"" 一 """"--""" """ 一 ---"""""" """ 一 "" """""" "" """""""     " """" 一 """""""""' 一一一 ""   """   "" """ 一 """"""" "" 一 "   """ 一 " 一 " 一 """"-"" 一 "" " """ " """""""- 一 "" 一一 "" ." """ 一 """""" """ 一 """""" """ 一 "" "" 一 """""   """ "   一 " 

"""" 一 """ 一 """" 一一 "" 一 """   " 一 " 一 " """ ."" "   "m "" "" 一 " 一 ""w"""""" 一 "" 一 "-"" """""""" 一 """""" 一 """"" """-"""   ""   " """" -"" 一 """"" - 一 -"""" "'"""""   """ 一 """"" 一 " "" 一 ""           "   "" 一 " 一 " """" 一 """""" """"" 一 ". " """"" " 一 ""- """ "" "" "" " ""   

"" 一 "" 一 " " """ """"" 一 " 一 - 一 """"     """-""- """"""""" " """ 。 """ 一 """   " 一 "" 一 """   """"" 一 """." " "" " """"- 一 """""   " 一 "" 一   "" -"""""-""b 一一 "" """" 一 " 一   """" 一 ""-- 一 "". "   一 "" "-"" --" "   一 """"   " ""." """""-"" """     
""""" 一 """"" 一 """""" "" """" 一 """" ."""   " " """ . 一 """"""""""" 一一一 """""""""   "" "" 一 """--"   "" 一 """. "" 一 "" 一   """   " 一 -"" 一一 """"""""-" " ""- 一 "- 一 -"" 一 "" 一一 "" 一 " 一 "" """ 一 """" " "   """"""""""""."""""""""""""""" 一 " "" "           

"" " 一 " " " "" "" " " " " " "" " " " " " "" " " """ 一 " "" " " 一 " 一 "" 一一 " " """ " " 一 """ "" "" " " " "" " " " 一 - "" "    " 一 " "" " " " "" " " "" 一 " " 一 " . " 一 "" --"" 一 " 一 " """ 一 " """ 一 " """ 一一 "    " 一一 - " " " "" "-- " " " " """ " 一 " 一 " " """ -- " " "   "" 一 """ 一 " -"" " " "     
"" 一 " 一 -"""" 一 """-"""". " 一 - 一 """""""" 一 " """. " 一 "    """--" 一一 " 一 "--" """" 一 """ """""""" 。 """"""" 一   """ " 一 " """"""""" 一 """"" 一 "." 一   "" """. 一 " 一一一 " 一 """ 一一 """""""-""""--"   """" 一   "--""" 一 "" 一 """""     

"""""""""""" 一 """""""""   "" 一一 " "   ""- " 一 ""   -"" 一 "" 一 " 一 "" 一 "" "" -"""" 一 """ 一 """"""" " 一一 " """ """""""""" 一 " 一 " ""-"" ""." 一 """""""" 一 '   """" 一 "" 一 ""-   """" 一 """"" """"" 一 """"" 一 " 一 """"""""""""""   "" 。 一 "" 一 """" 一 """""""" 

一 """ "" 一 """""-"""""""""""""""""""   " """" ." 一一 "-""   -" """""'"""""""- 一 " ""'- 一   """ " 一 "" 一 """"" 一 """"""""-""" 一 "" " . "" """ 一一 """"" 一 """""" 一 """" 一 """" """"""   "" 一一一 """""""""" """ 一 " """ """"". 一 "-""-""""""" 。 "" 一 "" """""" "" 

" 一 """"""""" 一 """ "" "" "" 一一 " 。 一 " """"""'   """"" " " "" "-- "" 一 -"""- 一 "" 一 """"""""""""-"""" """--"""" 一 ""   """"-"""""""""" """""" " 一一 """ 一 "" .".""""".""" "" 一一 " ." """""" """ 一 """" 一 "" 一 ""   """--""" " """--"" 一一 """""- 一 "" """""" 一 """"." 一 """" " 一 """   "" .""" """ .   """"""" """"" 

斤 『 
⑧担当者 職 氏名 ⑨終了 日 平成 年 月 日 

斤 『 

労働者の死亡又は 企業の消滅 

了   制度対象除覚事案 
の 指導の実施 ( 解決，未解決 ) 助言・指導を 実施しない 旨 (U 文書を送・ 付 

区 取下げ その他 
分 打切り 

⑪あ っせんへ移行 有 ， 皿 。 、 、 

⑫事情聴取書 co 添付 有 ・ 無 ⑬資料の添付 ム月   皿 @ ョ， 

( その他参考事項 )         
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担当者 

印 
  
  

年 ・ 月 ， 日 処 理 経 過 室   
課 ( 室 )  長 決 

Ⅰ ト卜 ⅡⅡⅡ 長                                 
    一 "" 一 """ 一 ""'""" "" 一 """"" """""" 一 ' 一 '""'"""    """ 一 " 一 """"""" 一 """    """ 一 " 一一 "" 一 "" 一 "'""" '""""" 一 """"" 一 """"""""'"""""""""""" 一 '""""" 一 " 一 "   
  """""""""""" 。 """"""""""-.""""""""""   一 """ 一 "" 一 """ -. -""""" """" " 一 """" 一 """"""".""""" " """ 一一 """""""""" 一 """" """-"""" """. """ .""""""""""""""""."".""""""""""""""""""""" 一 """ 
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""""" """" """' """"""       ""   '   """ 一 "   "' 一 """   "" 一 """"" 一 " 一 -" 一 " 一 "   """" 一 " 一   ""   """" 一       一 """"" """"" "" "'   " "" """"" 一   ""   """""""     """          ' 一 "         """""""     "   ' 1 '" '""       ' "   '   "       '" '     " 一一 """" 

一一   "   """ 一一 """""'   一 '""       """"   """ 一 """   ""   """""""'     ""     """ 一   "   一 "   "   """ 一   ' 一 "' """""" 一 "" 一     ""   一   "" 一 ' ""   ' """"""""   " 一 '     ""     '   "" 一 "   一 """"""   """"""" 一 ' 一   "       
'     ""     一 """     """"   "" "        " 一 "" 一 "   "" """" """" "" "     "" 一 """ 一 "" 一 "" 一 "          一 ""   " "   "     一 """   一一 "   "   一 '   "" "   """"" 一 ""     " '   """   -"""""   一     "" '"" 一   "   "   ""   """""" 一 """ 一 
一 ""'""'   """" 一 """       """" 一 "   " 一 """" " 一 ""            """   ""     一     ""        """"   """" 一   " ""   " """"""" " 一 " 一 "" 一一一 "   '   一一   """ """" "" 一 " 一 " 一一 """   一   " '     """'   " ' " 一一         

備 

セ 
  

  

｜ 

  

 
 

4
 
6
  
 

  

）
 

枚
目
 

の
 
ロ
 ・ 

 
 
枚
 

 
 

  

  

    



 
 
"
 。
 
ト
 
ヨ
 

        Ⅹ様式 2 「労働局長の 助言・指導処理 票 」の記載要領 

  

1  ①～⑦欄については、 下記 2 の場合を除いて、 申出の受付を 行った総合労働相談 コ一 

  

ナ一 ( 以下「コーナー」という。 ) が記載の上、 管轄の都道府県労働局総務部企画室 ( 以下 

「企画室」という。 ) に送付すること。 

なお、 その場合の欄については、 申出内容にっき 該当するものに 0 印を付けるととも 

に 、 その具体的内容について、 「甲田内容の 詳細」欄に記載すること。 

  

        2  コーナ一において 紛争解決に向けての 助言を実施した 場合にあ っては、 上記 1 と同様 
      
    ①～の欄に記載の 上、 別紙処理経過 欄 に当該助言の 内容及びこれに 対する破牢出人の 対   

応 等を記載し、 その写しを企画室あ て送付すること。 

また、 助言の実施後、 申出人に対して 解決の有無につき 確認を行った 段階において、 

当該確認の結果について 処理経過 桐に 記載の上、 企画室に送付すること。 

3  ⑨～⑬欄については、 助言・指導の 手続を終了した 場合において、 該当するものに 0 

印を付けた上で、 当該紛争事案に 関する関係資料とともに 一括編纂の上、 保管、 管理す 

ること。 

なお、 ⑩欄の「その 他」に該当するものとしては、 例えば行政指導等の 実施により紛争 

の 解決が行われたものが 考えられること。 
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総合労働相談義 
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0
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毘 。 

Ⅹ様式 3 「総合労働相談 表 」の記載要領 

  

1  総合労働相談コーナー 及び都道府県労働局総務部企画室において 対応を行つた 相談の 

件数を、 5 件単位で記録した 上で、 1 か 月の相談件数の 合計を右端綱に 記載すること。 

2  「相談者の種類」の 欄については、 

「その他」とは、 労働者又は事業主の 親族・友人、 一般市民、 弁護 モ 、 社会保険労務士、 

他省庁等をい う 。 

3  「相談の区分」の 欄については、 

0 「個別労働紛争」については、 都道府県労働局長の 助言・指導の 申出の 受伺   あ るいは紛 

争調整委員会によるあ っせんの申請の 受理を行ったものを 含め、 個別労働関係紛争の 

解決を求めるもの ( 解決を求めるものには、 内心を相手には 伝えていないが 不満に思 

っているものを 含む。 ) 

0 「法令・制度の 問い合わせ」、 「法施行事務 ( 監督権 限の行使、 行政指導の実施等 ) 」に っ 

いては、 他の行政機関への 取次ぎを行ったものを 含めて計上すること。 

なお、 用語の意味については、 本文第 2 の (2) 参照。 

4  「相談の内容」の 欄については、 次の区分に基づき 計上すること。 

0 労働条件に関するもの 

解雇、 労働条件引下げ、 在籍出向、 配置転換、 退職勧奨、 懲戒処分、 採用内定 取 

消 、 雇止め、 昇給・昇格、 自己都合退職、 その他の労働条件 

0 女性問題等に 関するもの 

セクハラ、 育児，介護休業等、 母性健康管理 

0 募 ， 集 ・採用等に関するもの 

募集、 採用、 定年等、 年会差別、 障害者差別、 雇用管理改善・その 他 

0 その他 ( 職場のけじめ 等 ) 

労働契約の承継、 けじめ・嫌がらせ、 教育訓練、 人事評価、 賠償、 その他 

5  「相談の区分」及び「相談の 内容」の記載 欄は ついて、 1 人の相談者から 複数の相談が 寄 

せられた場合には、 該当するものの 各々に件数を 計上すること。 
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様式 4 

労働相談の状況について ( 総合労働相談コーナ 一等 用 ) 

( 平成 年 月分 ) 

労働局   コーナ一等 卒 

「 l 上 総合労働相談に 関する事項 

2  個別労働関係紛争に 係る相談状況について 

l l. 採用内定 取消 l2. 屈 止め 

l3. 昇給・昇格 l4. 自己都合退帆 @5. その他の労働条件 

l6. セクハラ l7. 育児・介護休業等 l8. 母性健康管理 

21. 定年等 

23. 障害者差別 24. 加用管理改善，その 他 

25. 労働契約の承継 26. ぃ じ わ ・姓がらせ・ 27. 教育 訓純 

30 ．その他 
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Ⅹ様式 4 「労働相談の 状況について ( 総合労働相談コーナ 一等 用 Ⅰ」の元職要領 
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1  「 1 総合労働相談に 関する事項」欄については、 半年ごとの相談件数について、 様式 3 

「総合労働相談 表 」を基に労働局長の 助言・指導の 申 出 あ るいは紛争調整委員会のあ っせ 

んの申請の受理を 行ったものを 含め、 記載を行うこと。 

2  「 2 個別労働関係紛争に 係る相談状況について」欄については、 半年ごとの個別労働関 

係 紛争に係る相談件数について、 様式 1 「労働相談 票 」を基に記載を 行うこと。 

3  「 (3) 相談の区分」欄について 

相談の区分のうち、 「①個別労働関係紛争」の 数は、 「 2 個別労働関係紛争に 係る相談 

状況について」の「 (5) 相談者の種類」、 「 (6) 労働者の就労状況」、 「 (7) 相談者の性別」 

欄に 等しくなること。 

4  「 (6) 労働者の就労状況」欄について 

「 (6) 労働者の就労状況」欄には、 紛争当事者たる 労働者の就労状況を 計上すること。 

すな む ち、 事業主からの 相談であ っても、 その相手方の 労働者の就労状況を 確認し、 計 

上すること。 

5  「 (9) 紛争の内容」欄について 

(1)  「 (9) 」紛争の内容」欄は、 複数に該当も 可とするが、 主たる紛争の 内容にできるだ 
  

け 絞って計上すること。   
の 紛争を計上すること。 なお、 解雇 か 退職かの紛争については、 相談者の相談の ス 

  タンスに よ り区分する ( 相談者が解雇ととらえていれば「解雇」、 退職ととらえて い れ 

  ば 「自己都合退職」 へ ) 。 

  ;  (3)  「 29 賠償」には、 器物損壊の賠償、 前借金の返済等の 紛争を計上すること。 なお・ 
  

これには、 不当な解雇等不法行為責任を 理由とする損害賠償請求は 含めず、 これら 

  
  は 不法行為の内容により、 たとえば普通解雇等に 区分すること。 

  
汀ノ 

  
  
屯牡 

笘び 
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Ⅱパ目 よ 

  

    
  
  

  
  

    



労働局 労働局長の助言・ 指導受付台帳   年度 ) 

  

打 
指導 

終了 解決 その他   

0 集     
容   終了 区分 朝日 の確認 状況参考事項 

出 内 施   

    
有無   有無     
    

  有無   
    
有無   有無 

  
    
有無   有無   
    
有無   有無     
    
有無 有無 

    
・ 有無     
  

  有無     
    

  有無 

    % 輻 
有無 有無 「 牛 

C Ⅰ 

""' 一   "" 旺 Ⅰ "'"""""""     一 "" 臣 " 一 ． " 。 "-"""--. --@----                   



  

@
.
@
 

ヂ
 Ⅰ
Ⅰ
・
・
・
 
@
,
 
よ
 

@
-
.
.
@
 く
、
 
・
 
b
@
@
.
@
@
 
。
 @
.
@
 
。
・
 

t
@
-
.
l
.
,
l
 台
ネ
 キ
 Ⅱ
千
古
 

巨
す
 @ ト
 
㌔
 ノ
ト
ィ
ヰ
甘
 @
 

｜
レ
ト
 
@
 ｜
ド
 

 
 

  

その番号を記載する 等 適 

Ⅹ様式 5 「労働局長の 助言・指導受付台帳 」の記載要領 

1  「中田内容」の 欄については、 次の区分の う ちから選択の 上 - 、 

宜 簡略化して差し 支えない。 

1. 普通解雇 2. 整理解雇 3. 懲 戒僻屈 れ ・好例条件引下げ ( 賃金 @  3. 労働条件引下げ @ 迅椛億 ) 

6. 労働条件引下げ ( その他 @  7. 在籍出向 8. 配置転換 9. 退職勧・ 実 10 ．懲戒処分 11. 採用内定 取消 12. 屈 止め 

13. 昇給、 昇格 14. 自己都合退職 15. その他の労働条件 16. セクハラ 17. 育児・介護休業等 

18. 母性比 廉 管理 1 9 . 募集 2 0 ．採用 2 1 . 定年年 2 2 . 年伸 差別 2 3 . 陣吉 右 差別 

24 . 雇用管理改善、 その他 25 . 労 働 契 約 の 承 継 2 6 . い じ め 、 嫌 が ら せ 

2 7 . 教 育 訓 純 2 8 . 人 事 評 価 2 9 . Ⅱ 吾 7% 3 0 ． そ の 他 

2 総合労働相談コーナー ( 以 、 下 「コーナー」という。 ) における「解決状況の 確認」の欄に 

ついては、 コーナ一における 助言の実施後、 解決状況について 確認を行った 日付及び 紛 

争 解決の有無について 記載すること。 

3  コーナ一における「助言 ( 口頭 ) 」、 「行政指導の 実施」、 主 担当処理部室における「助言 

( 口頭 ) 」、 「助言・指導 ( 文書Ⅱの欄については、 各々の措置を 講じた日付を 記載すること。 

該当する措置を 講じていない 場合は空欄とすること。 

4  「終了区分」「終了年月日」の 桐については、 処理の終了区分及び 終了した日付を 明記す 

ること。 なお、 「終了区分」の 棚については、 次の区分 う ちから選択の 上、 その記号を記 

載する等適宜簡略化して 差し支えない。 

イロ 

/ ヘ 

    

ホ 

へ 

@ 

チ 

助言 ( 口頭 ) の実施 

助言 ( 書面 ) の実施 

指導の実施 

取下げ 

労働者の死亡 又は 企業の消滅 

制度対象除覚事案 

助言・指導を 実施しない旨の 文書を送 ィ Ⅱ   

その他 

S  「解決状況の 確認」の欄については、 確認，を行った 日月及び紛争解決の 有無について 記 

載すること。 
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様式 6  % 
事情聴取 票 ( 助言，指導 ) 

事情聴取の対象者 職 氏名 氏名     

職業       

連絡先     

区分   申 出人・破牢出人・ 参考人聴取方法面接 ( 来同・訪問 ). 電話 

関係資料 有 無 

資料名 

平成 年 月 日 作成者 職 氏名     口 臣ト Ⅱ 

[ 事情聴取の内容 ]                   
  

      
  
      
  
      

    

      
  

    枚 中の     。 l "  入 ロ Ⅱ Ⅰ 
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様式 7 

あ っせん処理 票 
処理局 事件番号 

①受理 平成 年 月 日 の ㍾・ 干 l%@f 決定日 平成 宙ト @ て 月 @ 月 口 

②受理機関 ⑧終了 日 平成 年 月 日 

③申請人 双方 一方 ( 労働者 事業主 ) ⑨終了区分 ・あ っせん案の受諾その 

氏 
他 当事者間の合意の 成 

山ユ 

  申請の取下げ 
名 ・打切り 

・労働者の死亡又は 企業 

その他 ( 
①あ っせん 労働局長の助言・ 指導 

相談 の 消滅等 
の 端緒 

・制度対象覚事案 
・その他 

⑤あ っせん 

委員 
⑩労働者数 

⑪あ っせん案の提示の 有無 有 無 

⑥担当者 
Ⅱ 臣片 卜 

⑫ 法 第 l4 条による意見聴取の 有無 労 使 

職 氏名 ⑬解決状況 解決 未解決 

氏名 

⑭ 
  

紛、 一丁 Tel 
争 
当 氏名 
事 代 職 
者 理 住所 
（ 人 

労   
T Tel 

働 
者 氏名 
） 補 職 

佐 住所 
人 
  
T Tel 

事業の名称 

⑮ 
  

乎 ，刀 ""   
T Tel 

争 
氏名   

者 理 住所 

（ 人 
事   

T Tel 
業 
主 氏名 
  ネ @ 宵 j 市 時 

4%  ィ生所 
人 
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    普通解雇 2. 整理解雇 3. 懲戒解雇 4. 労働条件引下げ ( 賃金 ) 5. 労働条件引下げ ( 退職 血 ) 

6. 労働条件引下げ ( その他 ) 7. 在籍出向 8. 配置転換 9. 退 億劫 牒 @ ・懲戒処分 @ ・採用内定収 消 @2. 雇 止め 

@3. 昇給、 昇格 l4. 自己都合退職 l5. その他の労柳条件 l6. セクハラ l7. 育児，介護 休鞭等 Ⅱ．母性 健 尿管理 

げ ．定年年 20 ． 午監 差別 2l. 障害 ぎ 差別 2 Ⅰ雇用管理改善，その 他 23. 労働契約の承継 拍 ．けじめ・坑がら ぜ 

25. 教育 訓純 26. 人事評価 27. 賠償 28. その他 (   

⑱あ っせんに係る 請求事項 

目 : 正二二二Ⅰ - 二 二二二二二二   %: ご二 二二二二 -: 二   二二二二 : 正二二二二二二二二二二       
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Ⅹ様式 7 「あ っせん処理 票 」の記載要領 

  

1  ①～④欄については、 申請の受理を 行った都道府県労働局総務部企画室 ( 以下「企画 

室」という。 ) 及び総合労働相談コーナ 一において記載を 行うこと。 

④欄については、 都道府県労働局長の 助言・指導の 手続を経ているものについては「労働 

局長の助言，指導」の 欄に 、 経ていないものについては「相談」の 欄に 、 各々該当するもの 

であ ること。 

2  ⑤ 欄 以下については、 企画室において 記載を行 う こと。 

なお、 ⑤桐については、 当該事案を担当する 担当あ っせん委員について、 左端空欄 に 

0 印を付けること。 

3  の欄については、 あ っせんを開始することとした 場合には「開始」に、 紛争調整委員会 

にあ っせんを委任しないこととした 場合には「下聞 力き Ⅰに各々 0 印を付けた上で、 その 決 

定日を記載すること。 

4  ⑨欄については、 該当する終了区分に 0 印を村けること。 

5  ⑰欄については、 該当する申請内容に 0 印を付けること。 

6  ⑱～⑳桐については、 あ っせんに係る 請求事項、 あ っせんの結果及びあ っせん案の作 

成及び提示を 行った場合にはその 内容について、 これを簡潔に 記載すること。 

7  あ っせん申請書の 受理後、 あ っせんの終了に 至るまでの間の 経過については、 あ っ ぜ 

んの委任、 不開始決定に 当たっての事前調査、 あ っせんの過程等をも 含め、 別紙処理経 

過桐に 記載を行 う こと。 
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労働局 紛争調整委員会によるあ っせん受理台帳 ( 年度 ) 

  
";. Ⅰ 

  O コ 
  



Ⅹ様式 8 「紛争調整委員会によるあ っせん受理台帳 」の記載要領 

止 / e ナ 1  「申請人」の 欄については、 双方申請の場合にはその 旨を、 一方申請の場合にはコフ 中 

請人が、 労働者、 事業主のいずれであ るかについて 各々明記すること。 

2  「申請内容」の 欄については、 次の区分のうちから 選択の上、 各項目の番号を 記敵する 

等 適宜簡略化して 差し支えない。 

  

l. 普通解雇 2. 整理解 屈 3. 懲戒解雇 4. 共助条件引下げ ( 贋金 @  5. 労働条件引下げ ( 退帆 金 ) 

6. 労助 条件引下げ ( その他 @  7. 在 抽出向 8. 配俺 転換 9. 退職 劫腔 @ ．懲戒処分 Ⅱ．採用内定 取澗 l2. 届 止め 

l3. 昇給、 昇格 l4. 自己都合退職 l5. その他の労働条件 @6. セクハラ l7. 育児・ 介故体漿写 

@ 8. 母性 健廉 管理 l 9. 定年年 20 ．年竹差別 2 @ ‥障害者差別 22. 厄月管理改善、 その他 

23 労 助 契 約 の 承継 24. け じ め 、 脱が ら せ 2 五教育 訓 練 2 6 . 八 % 評 価 

2 7 . 賠償 2 8 . その他 

  

3  「助言・指導の 実施の有無」の 欄については、 都道府県労働局長の 助言・指導に 係る事務 

処理を経ている 事案について、 助言・指導を 実施した日付を 各々記載すること。 

4  「あ っせん期日」の 桐については、 あ っせんの開催の 都度、 当事者のうち 労使のどちら 

を対象したものかを 明記した上で、 当該あ っせん期日ごとに 記載を行 う こと。 

5  「受諾の有無」の 欄については、 提示されたあ っせん案について 紛争当事者がこれを 受 

諾した場合、 当該受諾を確認、 した日付を紛争当事者ごとに 明記すること。 

6  「終了区分」の 欄については、 処理の終了区分及び 終了した日付を 明記すること。 なお、 

処理の終了区分は 次のうちから 選択の上、 各項目の記号を 記載する等適宜簡略化して 差 

し 支えない。 

イ あ っせん案の受諾その   他紛争当事者間の 合意の成立 

ロ 申請の取下げ 

  
二 労働者の死亡又は 企業の消滅等 

ホ 制度対象覚事案 

へ その他 

  7  「解決状況の 確認」の欄については、 紛争解決の有無について 0 で囲むこと。 なお、 上 

計 6 の終了区分 イに 該当するもの 以外については、 空欄とすること。 
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様式 9 

事情聴取 票 ( あ っせん ) 
事情聴取の対象者 職 氏名 氏名       

職業     

連絡先     

区分 申請人・ 被申 請人・参考人 聴取方法 面接 ( 来同・訪問 ) . 電話 

関係資料 有 無 
資料・ 名 

平成 年 月 日 作成者 職 氏名     戸ト ハ Ⅱ 

[ 事情聴取の内容 ]   
  一 "" 一一 """" 一 " """""""-""""""" 一 " 一 """w"""" 一 " 一一一 "    -""""""" 一   """"""""" 一一一 """""" "" """" 一 """" 一一 """" "-"""""" "   """. """"" 一 " " 一 """ """" """" 一   "" 一 """" "--"" 一 """"--"""-" 一 -""""""""" """" 一 ""   " 一 " . " """"" """   

""""" 一 " 一一 """""" 一   """"""""" 一 """"-""""""""""" """" """""""" 一 "" 一 """" ""-"" """ """"" 一 ． "" " """"" 一 """"" 一 " """"""""" ."""""""""""""""" """"""""""""". """""""""""   "". "   """ """"""   一 "   一 """"""""" """ """""" 一 """".-""""""" """"""" """"" " " " " "."""""".             

    一 "" ' """""""""""""" """"" """"   " " " 一 " "   一   "" 。 """" 一一 -" "" -""     """   " """" """ 一 """""""   """"""""""""""   """"" 一 " 一   一一 "" 一 "" 一 "   " " """" "'" """" 一一 ""   "   """   """""""" """""""' """ 一 """"-" 一 """ "   '" 一 "" 一 " 一 "" """"""" 一 """"""" """""   " 一 """"""""" 一一一 " " 一 "" 一 "" "" 一 "" 一 """" ""   "" 一 " " """ """""' """" 一 "" 

    @"' "-""" 一 "".. ". @"   -" 一 "" "-" -""- ""-" -"-" . ' " 一一 "" -" 一 - 一 @-" "-". -"-" '- 一 -"- "-"- "-" 一一 -""- 一 " .@ --"""   -"""   -"@"   " -"-"""- --""- 一 -- ---"- 一 ""   """"- 一 - 一 -"- -"-"-"   -"" - "- "-""- 一 """-"@- "-         - ----" 一 ""-"-- 一 """"-" ." @" -"-   "-"' -   --"""---"". -- . -"   一 "- - "-"-@""-"   "-@@@ "- 一 " " -"--"--""""" 一 - 一 @ "@@"   " "-"-"- "       

    叫 女中の Ⅱ文目 ヨ : 
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事情聴取 票 続紙 

                  

  一一 ""   """" 一 """"   一 "" 一 """   一   一 """   "   " 一一   一一一   一   -"-"   一 -" 一 - 一 - 一 --" 。         ,,     ,   --"                         ""   一 """          """ 一一     一一一一一   一 .--"-""   @ 一一 -" 一 --"-" ●一一 "- 一       1 一       

"""""" 一 """" 一 - 一一 "" 一 """""" """""-"" . """" --" "" ""- "   """""""""" 一 "" "" 一 - 一 -"""--"-" 一 -""- 一 """--" 一 1"""" """""" 一 """"" 一 "" 一 " 一 "" 一 "". 。 """ 一 "m"""""""-"""""""""""""" 一 """" 一一一 "" -""""" 一一 ' """- """ 一 """ 一 " "" " 一一 ""   "   一一 -"" 一 ""   

  -- """""""-"""-"" 一 """"""""""" 一 "" --- " 一 """" """" 一一 """ 一 """-"-""""" """ 一 " """"""   " ""-'-"""" """" """" 一 " 一 " """" 一一 " 一一一 """""""-""   o"""" "" """--"" -""-""" . 一 """" ""     "   " "-"-""""""""-""-"""""" 一 "-" 一 " "-" 一 """""""""" """" 一 """""--""""" -""" "" """""""" 一                             

    枚 中の ホ廿 ． ， - - 目Ⅰ 
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様式 1 0 

あ っせん概要記録 票 
事件番号 

受 理 日 平成 午 月 日 

開始決定日 平成 年 月 日 

申 吾 青   事業主 ) 

あ っせん 日 平成 年 月 日 

氏名 

労 本人 住所 理訴 

紛、 
働 代理人                   電話 

争 
者 f@ ほィ 生人 職 住所 氏名 

    
電話 

当 

事 本人 ㍼氏名 住所 電話 
事 

耳 Ⅱ ヨ " 
業 代理人住所 職 氏名 : 珪 言舌 

甲 l@1 

  

王 補佐人住所 良 氏名 電話   
  

担当あ っせん委員   
  

  
  
  

紛争事案の概要   

  

  

あ っせんの概要 

  

甘甘 Ⅱ 

  
  

Ⅰ ビ 

  

記録作成者 職 氏名   
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様式 1 0 「あ っせん概要記録 票 」 の 

記録事については、 あ っせ 

ケ
し
 

 
 
と
 
ご
 
方
 
 
 

 
 

ん 期 

記載要領 

日 ごとに作成することとする。 したがって、 紛争当事 

個々にあ っせん期日を 設定した場合 

 
 

容
 

2
 

せんの概要」 

) てその概要 

なお、 あ っせん 期 

に
潔
 

欄
間
 

の
を
 

コ
し
 

 
 ん

プ
 」
 

せ
る
 

っ
す
 

あ
載
 

日
 期

と
 
  

、ヰ おけ 

には、 各々別個 

る
 
  紛争当事 者の 

にぞ   の 作成を行うこ 

日の際に、 申請人より申請時におけるあ っせんを 

主張や合意形成の 内 

  求め る 事項とは 異 

なる事項を希望する 旨の主張が行われた 場合にあ っては、 その内容につき 遺漏のないよ 

うこれを正確に 記録しておくこと。 
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Ⅰ
・
 

上
 

 
 
ノ
 
宝
刀
 

 
 

日
 

式
 
茨
ヰ
 

月
 

午
 

成
 
平
 
 
 

て
 
 
 

日
 

Ⅴ
 
@
 
つ
 
こ
 
 
 

月
 

況
 

 
 談

 

 
 労

 

労働局 

1  総合労働相談に 関する事項 

相談者の ①労働者 ( 求職者 ) ②事業主 ③その他 

(1 Ⅰ 種 類 牛 l 件 件 

計 件 

相談者の ① 男 ② 女 ③不明 
(2) 性別 件 件 Ⅰ 牛 

計 l ア半『 

相談の区分 ①個別労働関係紛争 件 ②法令、 制度の問い合わせ 牛 l 

(3)   ③ @ 法施行幸 務 ( 監督権 限の行使、 行政指噂の実施 ) 件 ①その他 牛 1 

計十 Ⅰ 件 

相談の内容 ①労働条件に 関するもの 件 ②募集・採用等に 関するもの 件 

(4 Ⅰ ③女性間類等に 関するもの 件 ①その他 ( 職場のいじめ 等 ) 件 

計 件 

2  個別労働関係紛争に 係る相談状況について 

  7. 在籍出向 8. 配置転換 9. 退職勧奨 

件 牛 l 件 
l0 ．懲戒処分 Ⅱ．採用内定 取消 1 2. 屈 止め 

件 牛 l 件 

l 3. 昇給・昇格 Ⅱ．自己都合退職 @5. その他の労働条件 
件 牛 l 牛 l 

(9) 1 6. セクハラ 17. 育児・ 介叢 休業等 18. 母性 健廉 管理 牛 l 牛 l 牛 Ⅰ 

19. 募集 20 ．採用 21. 定年等 

件 牛 l 牛 l 

22. 午肺 差別 23. 障害者差別 24. 雇用管理改善・その 他 

牛 l 牛 l 件 

2.). 労働契約の承継 26. けじめ・嫌がらせ 27. 教育訓釈 
件 Ⅱ ハ l レト @ 件 

28. 人手評価 29. Ⅱ苦竹Ⅰ 30 ．その他 

I@@@l l 牛 ｜ ハ %l レト @ 

  

 
 

 
 

 
 
@
 

 
 

 
 



  

Ⅹ様式 1 1 「労働相談の 状況について」の 記載要領 

Ⅱ１ % 「 1 総合労働相談に 関する事項」欄については、 総合労働相談コーナー ( 以下「コーナ 

一 」という。 ) 及び都道府県労働局総務部企画室 ( 以下「企画室」という。 ) において対応した 

相談件数の合計について、 労働局長の助言・ 指導の申 出 あ るいは紛争調整委員会のあ っ 

せんの申請の 受理を行ったものを 含め、 記載を行うこと。 

なお、 ① 「 (1) 相談者の種類」、 「 (2) 相談者の性別」欄は、 等しい数になること。 

②．「 (3) 相談の区分」、 「 (4) 相談の内容」欄は、 複数計上を可とするが、 主た 

6 内容にできるだけ 絞って計上すること。 

2  「 (3  ) 相談の区分」欄について 

「 (3) 相談の区分」のうち、 「①個別労働関係紛争」の 数は、 「 2 個別労働関係紛争に 

係る相談状況について」の「 (5) 相談者の種類」、 「 (6) 労働者の就労状況」、 「 (7) 相談 

者の， i. 生月Ⅱ」欄に 等しくなること。 

す な む ち、 「 (3) 相談の区分」のうち、 「①個別労働関係紛争」の 数にば、 「 2 個別 労 

働 関係紛争に係る 相談状況について」欄におけるコーナー 並びに企画室、 労働基準部、 

職業安定部、 雇用均等 室 、 公共職業安定所及びコーナ 一の設置されていない 労働基準 

監督署にて対応を 行った個別労働関係紛争に 係る相談件数の 合計を計上すること。 

3  「 2 個別労働関係紛争に 係る相談状況について」欄については、 コーナー並びに 企画室、 

労働基準部、 職業安定部、 雇用均等 室 、 公共職業安定所及びコーナ 一の設置されていな 

い労働基準監督署にて 対応を行った 個別労働関係紛争に 係る相談件数の 合計を記載する 

こと。 

4  「 (5) 相談者の種類」欄について 

「その他」とは、 労働者又は事業主の 親族・友人、 一般市民、 弁護士、 社会保険労務士、 

他省庁等をいう。   

5  「 (6) 労働者の就労状況」欄について 

「 (6) 労働者の就労状況」欄には、 紛争当事者たる 労働者の就労状況を 計上すること。 

す な む ち、 事業主からの 相談であ っても、 その相手方の 労働者の就労状況を 確認し、 

計上すること。 

6  「 (9) 紛争の内容」欄について 

(1)  「 (9) 紛争の内容」欄は、 複数に該当も 可とするが、 主たる紛争の 内容にできるだ 
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け 絞って計上すること。 

(2)  「 1 4 自己都合退職」には、 退職願いの撤回、 退職の申出の 時期、 退職できない 等 

の 紛争を計上すること。 なお、 解雇 か 退職かの紛争については、 相談者の相談の ス 

タンスにより 区分する ( 相談者が解雇ととらえていれば「解雇」、 退職ととらえて い れ 

ば 「自己都合退職」 へ ) 。 

/ Ⅰ 玉 / O ヘ 「 29 月吾償 」には、 前借金の返済等の 紛争 上すること。 なお、 

これには、 不当な解雇等不法行為責任を 理由とする損害賠償請求は 含めず、 これら 

は 不法行為の内容により、 たとえば普通解雇等に 区分すること。 
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都道府県労働局長の 助言・指導の 運用状況について 
様式 1 2 

労働局 

第 1  平成 年 月 日から平成 年 月 目 までの間に、 都道府県労働局 

長の助言，指導の 申出を受け付けた 事案について 

1  申 出事案の内容に 関する事項 

ィ牛 5. 芳俺 条件引下げ ( 近接合 ) @  6. 芳川条件引下げ ( その他 ) 
件 8. 配置転換 件 9. 退職勧 栗 

件 11. 採用内定 取消 ィ牛 12. 屋 止め 

  
2  労使に関する 事項 

(3) 況 就 貫井 労 助 労 舌状 の ①③ 正派 社遣 働 者 
⑤その他 

(4) 業摸 芋規 柄㏄ 場 ①③ l5 00 人人 未 - 人 
⑤ 300 人以上 

(5@  労働組合 ①有り 

  
件 ②パート・アルバイト 件 
件 の期間契約社員 件 
件 ⑥不明・ 未 確認 件 

件 ② 10@  49  人 件 
件 ① 100@  299 人 件 
件 ⑥不明 件 

②無し ③不明 

第 2  平成 年 月 日から平成 年 月 日 までの間に、 都道府県労働局 

長による助言   指導に係る手続を 終了した事案について 

  

  

(6) 

  
(7) 

了
 
終
数
 

を
件
 

続
た
 

手
し
 

件
 

件 ( う ち解決したもの )) ①② 功功 言言 （（ 口音 戸 原画 の実施 の実施 件 ( うち解決したもの 

③指導の実力 毎 件 ( う ち解決したもの 

①取下げ 

⑤打切り   

⑥労働者の死亡又は 企業の消滅 

の 制度対 棟 外事案 

⑧助言・指導を 実施しない旨の 文菩を送付 

⑨その他 

㈹
㈹
㈲
件
件
件
件
件
件
 

 
 

処理期間 
内
内
 

 
 

月
月
 

 
 

へ
 
り
 

へ
 
り
 

1
3
 ①

③
 

内
え
 

以
超
 

月
月
 

 
 べ
り
井
リ
 

2
3
 

②
 

の
 

件
件
 

件 

トーハリー ト 

 
 

ん
 

せ
行
 

っ
移
 

あ
の
 

 
 
 
 
 
 

件
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Ⅰ
 

様式 1  3 

紛争調整委員会によるあ っせんの運用状況について 

労功 局 

第 1  平成 年 月 日から平成 年 月 日 までの間に、 紛争調整委員会 

によるあ っせんの申請を 受理した事案について 

1  受理件数に関する 事項 

申請受理件 放 ①労働者 ②事業主 ③労使双方 
(1) 件 件 件 牛 l 

うちあ っせんの委任を 行ったもの ( Ⅰ 牛 )   Ⅰ 牛 )   Ⅰ 牛 )   f! 甘 ) 

l. 普通解雇 件 2. 整理解雇 件 3. 懲戒 解屈 件 

    労働条件引下げ ( 賃金 ) Ⅰ 牛 5. 労劫 条件引下げ ( 退職金 ) Ⅰ 牛 6. 労働条件引下げ ( その他 ) 件 

7. 在籍出向 件 8. 配置転換 件 9. 退職勧奨 件 

@0 ．懲戒処分 件 11. 採用内定 取消 件 12. 屈 止め 件 

は )  紛争の内容に     昇給・昇格 セクハラ 
件 14. 自己都合退職 件 15. その他の労働条件 件 

件 17. 育児・介護休業等 件 18. 母性健康管理 
19. 募集 件 20 ．採用 件 21. 定年年 

22. 年齢差別 件 23. 障害者差別 件 24. 雇用管理改善・その 他 件件件 く 
25. 労働契約の承継 件 26. いじめ・姓がらせ 件 27. 教育訓練 件 

28. 人事評価 件 29. 焙脩 件 30 ．その他 件 

2  紛争当事者に 関する事項 
， ①正社員 件 ②バート・アルバイト 件 

(3)  労働者の 就労状況 ③派遣労働者 件 の期間契約社員 件 

⑤その他 件 ⑥不明・ 未 確認 件 

① 10 人未満 件 ② 10@  49  人 イ牛 

(4)  事業場の 規模 ③ 50 人 -99 人 件 の 100-299 人 件 

⑤ 300  人 VJ, 上 件 ⑥不明 件 

(5@  労働組合 l の有り     ②無し ③不明 

第 2  平成 年 月 日から平成 年 月 日 まで 00 間に、 紛争調整委員会 く 

によるあ っせんの手続を 終了した事案について 

①あ っせん案の受諾その 他紛争当 オ者 間の合意の成立 件 ( うち解決したもの Ⅰ 牛 ) 

②申請の取下げ   件 
手続を終了 

した件数 ③打切り 件 
(G) 

の労助 昔の死亡又は 企業の消滅等 件 
Ⅱ f トト @ 

⑤制度対象覚事案 件 

⑥その他 件 

① 1 か 月以内 件 ② 2 か 月以内 件 
(7@  処理期間 

③ 3 か 月以内 件 0 3 か 月桂 ぇ 
トート ・ @ 

(8) あ っせん葉の提示を 行ったもの 牛 ｜ 

(9)  怯第 Ⅱ条による意見聴取を 行ったもの           ト 一一 

  一 88 一 
  
  
    



助言文書参考 例 
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指導文書参考例 1 

口
耳
。
日
 

番
 
月
 

牛
 

 
 享

年
 

殿
 

O
 
O
 

 
 式
取
 

株
表
 

O
 
代
 

O
 

都道府県労働局長 

  
貴 事業場労働者 00 より、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 4 条第 1 項 
に基づき平成 0 年 0 月 0 日に本職あ て下記 1 の紛争について 解決の援助の 申出があ った 

ところ、 紛争の早期解決のため、 同項に基づき 下記 2 の措置を講ずる よう 指導します。 

- 一 月 - - 己 

工 事業場就業規則 第 00 条に基づく所定の 旅費の支払いの 有無に関する 貴殿と労働者 
00 との間の紛争。 

Ⅰ
 

2  紛争当事者及びその 他紛争関係者からの 事情聴取等により 把握した事実関係による 
.Ef.-- と、 貴殿は貴事業場就業規則 第 00 条に基づく所定の 旅費を労働者 00 に支払って い 

ないと認められるので、 同条に基づく 所定の旅費を 労働者 00 に支払うこと。 

Ⅹ この書面の・ 写しについては、 労働者 00 にも提示するので 御 了知ください。 

一 90 一 

  



指導文書参考例 2 

事 件 番 号 

年 月 日 

砕
 "
 
ト
 

の
 ）
 

O
 

 
 式
取
 

株
表
 

O
 
代
 

O
 

都道府県労働局長 

貴 事業場労働者 00 より、 個別 男 

は 基づき平成 0 年 0 月 0 日に本職あ 

ところ、 紛争の早期解決のため、 同 

  働 関係紛争の解決の 

  て下記 1 の紛争につ 

項に基づき下記 2 の 

促進に関する 法律 築 

いて解決の援助の 申 

措置を講ずる よう指 

計 

1  0 年 0 月 0 日に貴殿が労働者 00 に対して行った 転籍出向命令の 有 

争 。 

2  貴殿が行った 労働者 00 の転籍出向命令については、 紛争当事者 及 

侠 者からの事情聴取等により 把握した事実関係によると、 当該 00 が 

は 認められないので、 当該転籍出向命令を 撤回すること。 

本件のような 転籍出向命令については、 別添の裁判例 ( 最高裁昭和 

第一小法廷判決 ( 昭和 43 年 ( オ ) 第 1122 号 )) においても、 労働者 本 

であ るとされていることを 参考としてください。 

  こ
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びその他紛争 

同意したもの 

48 年 4 月 12 

    人の同意が必 
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紛
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関
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指導文書参考例 3 

昔
日
 

番
 
月
 

件
 

享
年
 

殿
 

O
 
O
 

O
 
役
 

O
 
締
 

社
取
 

会
表
 

式
代
 

株
 

「 

Ⅰ 

都道府県労働局長 

貴 事業場労働者 00 より、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 4 条第 1 項 

に基づき平成 0 年 0 月 0 日に本職あ て下記 ュの 紛争について 解決の援助の 申出があ った 

ところ、 紛争の早期解決のため、 同項に基づき 下記 2 の措置を講ずる よ う指導します。 

- 一 - - コ 己 

1  0 年 0 月 0 日に貴殿が労働者 00 に対して行った 解雇処分の妥当性に 関する貴殿 と 
労働者 00 との間の紛争。 

2  貴殿が行った 労働者 00 の解雇については、 紛争当事者及びその 他紛争関係者から 
の事情聴取等により 把握した事実関係によると、 対象者の選定基準が 客観的に合理的 

で は ないとされるおそれが 大きいと認められるので、 当該解雇について 再検討するこ 

と。 

本件のように 企業経営上の 必要により解雇する 場合には、 別添の裁判例 ( 東京高裁 

昭和 54 年 10 月 29 日判決 ( 昭和 51 年 ( ネ ) 第 1028 号 )) においても、 解雇対象者の 

選定が客観的かっ 合理的な基準が 必要であ ると示されていることを 参考としてくださ 

い O 

Ⅹ この書面の写しについては、 労働者 00 にも提示するので 御 了知ください。 

            づ 2-                               
      

  

  



  

土
 
Ⅰ
 

ロ
 万
日
 

｜
 
伊
 
@
 

番
 

デ
 

月
 

モ
 

件
 

享
年
 

殿 

斤口 

00 年 00 月 00 日 、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 4 条第 1 項に基づ 

き、 本職あ て、 貴社の労働者 00 より、 下記 1 の内容の紛争について 解決援助の申出があ 

りました。 つきましては、 ・貴殿から事情をお 聴きしたいので、 下記 2 により 来 局していた 

だきますよ う 通知します。 なお、 本 個別労働関係紛争解決制度について 御理解いただくた 

め 、 リーフレットを 同封しましたので 御参考として 下さい。 

- 一 - - 口 己 

1 、 申出の内容 

労働者 00 は、 00 年 00 月 00 日、 00 株式会社に事務職として 入社以来、 同社 0 

0 課に所属し、 大手スーパ一に 関するクレーム 処理を担当していたものであ るが、 00 

午 00 月 00 日付けで、 事業規模の縮小による 人員整理を理由に 解雇されたものであ り   

当該解雇の撤回を 求め出るもの。 

2 、 日朗 寺 O 0 年 00 月 00 日 午後 0 時 0 分 

  

 
 
 
 
口
力
 

 
 

課
 
O
 

O
 」
 

O
O
 

上
口
Ⅰ
 

い
一
 

O
O
 

O
 

町
 

局
 
O
 

働
 
O
 

芳
市
 

O
O
 

O
O
 

所
 

土
日
 

笏
 

3
 

4 、 持参するもの 

5 そ -0%L 

Ⅹ 者ロ 合 により上記日時 

  

    に 来居がで きね 、 

添地図参照 ) 

、 場合は 、 

一 93 一 

ヰ旦 、 当 者 まで御連絡を 

  

  お願 いい たします。 



2
 

ロ
 万
日
 

例
 
八
ソ
 

番
 

デ
 

月
 

モ
 

件
 

享
年
 

殿 

00 労働局長 印 

｜
 

助言・指導に 係る手続の終了について 

貴殿より、 00 年 00 月 00 日 、 申出のあ りました、 口ロロロとの 下記の紛争について 

個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 4 条第 1 項に基づき、 所要の調査を 実施し 

た 上で労働関係紛争担当参与の 意見を聴取した 結果、 当該紛争に係る 助言・指導を 実施す 

ることが適当ではないと 認められるので、 助言・指導に 係る手続を終了することを 通知し 

ます。 

- 己 

貴殿に対して 行われた解雇処分の 妥当性に関する 口ロ口ロとの 紛争 
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モデル例 3 

口
 
万
日
 

番
 
政
月
 

行
年
 

00 労働局長 印 

00 紛争調整委員会会長 

O00 ① 殿 

あ っせんの委任について 

本職は、 下記の紛争についてあ っせんの申請を 受けましたが、 紛争解決のためにあ っせ 

んが必要であ ると判断しますので、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条 第 

1 項の規定に基づき 貴 委員会にあ っせんを委任します。 

- 一 - - 目 己 

1  事件番号 0 周一 0 一 0 

2  紛争当事者 申請人 00OO 

被 申請人 00OO 

3  申請の内容 別 添 申請書のとおり 
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モデル例 4 

ロ
 万
日
 

番
 
月
 

件
 

享
年
 

殿 

  

  

  

  

  

  

目口 

平成 00 年 00 月 00 日 、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条第 1 項に 

基づき、 本職あ て、 貴社の労働者 00 より、 下記 10 内容の紛争についてあ っせんの申請 

があ りました。 つきましては、 貴殿から事情をお 聴きしたいので、 下記 2 により某局して 

いただきますよ う 通知します。 なお、 本 個別労働紛争解決制度について 御理解いただくた 

め 、 リーフレットを 同封しましたので 御参考として 下さい。 

- 一 口 - 一 己 

ェ 、 申請の内容 

労働者 00 は、 平成 00 年 00 月 00 日 、 00 株式会社に入社以来、 同社 00 課に所 

属し、 生鮮食料品の 営業業務を担当していたものであ るが、 平成 00 年 00 月 00 日付 

けで、 事業規模の縮小による 人員整理を理由に 解雇されたものであ り、 当該解雇により 

被った損害を 賠償する 額 として 00 株式会社在籍時の 賃金額 ェケ 月相当分 2 0 万円の支 

払いを、 貴殿に対して 求めているもの。 

2 、 日日 寺 平成 00 年 00 月 00 日 午後 0 時 0 分 

3 場所 00 労働局 00 部 00 課 

00 市 00 町 0 一 0 一 0  ( 川添地図参照 ) 

4 、 持参するもの 

5 その他 

Ⅹ都合により 上記日時に来居ができない 場合 は 、 担当者まで御連絡をお 願いいたします。 
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モデル例 5 

ロ
 万
日
 

番
 
月
 

牛
 

 
 享

年
 

00 紛争調整委員会委員 

0000  殿 

00 紛争調整委員会 

会長 0000 

あ っせん委員、 の指名について 

当 委員会は、 下記 1 の紛争について、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 

条第 1 項の規定に基づき 00 労働局長の委任を 受け、 あ っせんを行 う こととなり、 下記 2 

の とおり貴殿をあ っせん委員として 指名しますので、 御連絡します。 

- 一 - - 口 己 

1  あ っせんに係る 紛争 

(1) 事件番号 0 周一 0 一 0 

(2) 紛争当事者 申請人 0000 

被 申請人 0000 
(3) 申請の内容 別 添 申請書のとおり 

2  あ っせん委員 0000 

0000 

0000 

 
 

 
 

 
 

 
 
@
  
 



6
 

口
 万
日
 

例
 
乃
ソ
 

番
 

デ
 

月
 

モ
 

件
 

享
年
 

0000  段 

00 紛争調整委員 

あ っせん委員、 

八 
， s: 

0000 

あ っせん期日について 

貴殿と 0000 との間の個別労働関係紛争のあ っせん ( 事件番号 0 周一 0 一 0) につい 

て、 あ っせん期日を 下記のとおり 定めましたので、 御出席をお願い 申し上げます。 

なお、 必要があ る場合には、 あ っせん委員の 許可を得て補佐人を 伴って出席することが 

できますので、 補佐人を伴 う ことを希望する 場合には、 年 月 日までに、 当 委員会の 

事務局であ る 00 労働局総務部企画室あ て、 許可申請書を 提出していたださます ようお願 

いします。 

また、 貴殿に代わって 代理人に意見の 陳述を代理させる 場合には、 事前に許可を 得る必 

要があ りますので、 年 月 日までに 00 労働局総務部企画室あ て、 許可申請書を 提出 

していただきます よう お願いします。 

な
て
 

「
・
Ⅰ
 

2
 

あ
 

  

- 己 

日時 平成 0 年 0 月 0 日午前 0 時 0 分 

場所 00 労働局 第 0 会議室   

00 市ムム 町 0 一 0 一 0  ( 川添地図参照 ) 

お 、 この件についての 連絡、 問い合わせは 00 労働局総務部企画室 (TEL  一 

  お願いします。 

一 g8-- 

 
 

 
 



モデル 例 7 

年 月 日 

氏名・ 0000  印 

00 紛争調整委員会 

あ っせん委員 0000  段 

補佐人許可申請書 

私は 、 私と 0000 との間の個別労働関係紛争 ( 事件番号 0 周一 0 一 0) に係るあ っせ 

んにおいて、 指定されたあ っせん期日に 下記の者を補佐人として 伴った上で出席すること 

を 申請します。 

氏 名 

前 任 
( 電話番号 ) 

職 業 ( 勤務先 ) 
( 電話番号 ) 

当事者との関係 

  

- 己 
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例
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デ
月
 

モ
 

年
 

殿
 
O
 
O
 
O
 
O
 

ム
 
%
 

ロ
貝
 Ⅰ
 
貝
 

委
委
 

婆
 
ん
 

調
せ
 

争
っ
 

 
 
O
 

氏名 0000  卵 

代理人許可申請書 

ⅠⅠⅠ 

私は 、 私と 0000 との間の個別労働関係紛争 ( 事件番号 0 月一 0 一 0) に係るあ っせ 

んにおいて、 下記の者に意見の 陳述を代理させたいので 申請します。 

- 己 

氏 名 

住 所 
( 電話番号 ) 

職 業 ( 勤務先 ) 
( 電話番号 ) 

当事者との関係 

( 注 ) 委任状等代理権 を証する書面を 添付してください ( 川添参考参照 ) 。 

Ⅰ 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一
 

0
 Ⅰ
Ⅰ
Ⅰ
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       

  



    

く 参考 ノ 

( 委任状の例 ) 

① 000  段 

委任状 

私は 、 私と 0000 との間の個別労働関係紛争 ( 事件番号 0 周一 0 一 0) に係るあ っせ 

んにおいて、 意見の陳述の 代理を貴殿に 委任します。 

年三 月 日 

氏名 0000  卵 
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0000  段 

モデル 例 9 

事 件 番 号 

年 月 日 

00 紛争調整委員会 

  あ っせん委員 0000 

あ っせんのための 意見の聴取について 

当 委員会は、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条第 1 項の規定に基づき、 

0000 と 0000 との間の個別労働関係紛争 ( 事件番号 0 周一 0 一 0) のあ っせんを 行 

っているところですが、 当該事件につき 参考人として 貴殿の意見を 求めたいので、 御 多忙 

中 恐縮ですが、 下記の期日に 御出席 い ただきます よう お願い申し上げます。 

- 己 

1  日時 平成 0 年 0 月 0 日午前 0 時 0 分 

2  場所 00 労働局 第 0 会議室 

00 市ム 40 一 0 一 0  ( 川添地図参照 ) 

3  意見を求める 事項 

0000 と 0000 との間の個別労働関係紛争に 係る 0000 ・       ・に関する事項 
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モデル 例 1 0 

事 件 番 号 

年 月 日 

      
  

0000  殿 

00 紛争調整委員会 

あ っせん委員 00OO 

あ っせんのための 参考人の指名について 

当 委員会は、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条第 1 項の規定に基づき、 

OO00 と 0000 との間の個別労働関係紛争 ( 事件番号 0 周一 0 一 0) のあ っせんを 行 

っているところですが、 この度 0000 の申立てにより 関係労働者 ( 事業主 ) を代表する 

者から当該事件につき 意見を聴くこととしました。 

つぎましては、 同法第 t 4, 条の規定に基づき、 関係労働者 ( 事業主 ) を代表する者の 指 

名を求めますので、 御 多忙中恐縮ですが、 0 年 0 月 0 日 までに、 貴 団体が指名される 方の 
氏名、 職業及び連絡先を 当委員会の事務局であ る 00 労働局総務部企画室まで 御連絡 い た 

だきますよ う お願いします。 

なお、 本件についてのお 問い合わせは、 00 労働局総務部企画室 00(TELOO00 一 0 

000 池 てにお願いします。 

Ⅱ
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モデル 例 1 1 

事 件 番 号 

年 月 日 

0000  段 

00 紛争調整委員会 

あ っせん委員 00OO 

あ っせんのための 意見の聴取について 
  

当 委員会は、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条第 1 項の規定に基づき、 

0000 と 0000 との間の個別労働関係紛争 ( 事件番号 0 周一 0 一 0) のあ っせんを行 

っているところであ りますが、 この度 0000 の申立てにより 関係労働者 ( 事業主 ) を 代 

表する者から 当該事件につき 意見を聴くこととし、 同法第 1 4 条の規定に基づき、 関係 労 

働者 ( 事業主 ) を代表する者として 0000 より貴殿を御指名いただきました。 

つ きましては、 御 多忙中恐縮ですが、 下記により意見陳述をお 願いしますので、 出席 方 

よろしくお願い 申し上げます。 

- 己 
  

1  日時 平成 0 年 0 月 0 日午前 0 時 0 分 

 
 
召
 
日
 、
 
"
 

参
 
図
 
地
 
添
 

 
 
 
 
口
 -
 
刀
 

 
 

O
 

重
一
 

議
 
O
 

ム
才
 
一
 

O
O
 
第
町
 

居
ム
 

樹
ム
 

芳
市
 

O
O
 

O
O
 

所
 

土
日
 

塚
か
 

2
 

なお、 本件についての 御連絡、 お問い合わせは、 00 労働局 0O  (TELOO00 一 00 

O0) あ てにお願いします。 

一 Ⅰ 0 町 一 

  



モデル例 1 2 

口
耳
，
日
 

番
 
月
 

件
 

享
年
 

0000  ( 労働者 )  殿 

( ロロロロ ( 事業主 )  殿 ) 

00 紛争調整委員会 

あ っせん委員 OO00 ⑳ 

0000 ⑳ 

0000 ⑳ 

あ っせん 案 

当 委員会は、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条第 1 項の規定に基づき、 

0000 と ロロロロとの 間の個別労働関係紛争 ( 事件番号 0 周一 0 一 0) のあ っせんを行 

ってきたところですが、 双方からあ っせん案の提示を 求められましたので、 下記によりあ 

っ せん案を提示します。 

なお、 本 あ っせん案を受諾するときは、 0 年 0 月 0 日 までに、 その旨を記載し、 記名神 

印 又は署名した 書面を当委員会の 事務局であ る 00 労働局総務部企画室あ てに提出してい 

ただくよ う お願いします。 

" 正二 

1. 0000 と ロロロロは、 両者間の雇用契約を 平成 0 年 0 月 0 日限り解約する。 

2. ロロロロは、 0000 に対して、 両者間の解雇に 係る個別労働関係紛争の 和解金とし 

て、 金ロ ロ 万円を 0000 の指定する銀行口座に 0 月末日までに 振り込むことにより 支 

払 う ものとする。 

一 %o5 一 

      



モデル 例 1 3 

合意文書 

0000 株式会社 ( 以下「 甲 」という。 ) と 0000  ( 以下「 乙 」という。 ) は 、 乙が 甲 

を 退職するに当たり、 次のとおり合意した。 

1  手 と 乙は、 甲乙間の雇用契約を 平成 0 年 0 月 0 日限り解約とする。 

2  甲は 、 乙に対し、 乙の退職に係る 紛争の和解金として、 金 00 万円を 、 乙の指定する 

00 銀行口座に 0 年 0 月 0 日 までに振り込むことにより、 支払うものとする。 

3  手 と 乙の間には、 本件紛争に関し、 本合意文書に 定めるほか、 何ら債権 債務がないこ 
とを相互に確認する。 

0 年 0 月 0 日 

中 東京都 00 区 00 町 0 -O - O 

0000 株式会社 

代表取締役 0000  部 

    O
 

O
 

O
 
口
 

灯
目
 

-
O
 
O
 

O
O
 

区
 
O
 

O
O
 

O
 
京
都
 

東
 

乙
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0000  段 

申請の取下げについて 

モデル例 1 4 

口
ヲ
日
 

番
 
月
 

件
 

享
年
 

00 紛争調整委員会 

あ っせん委員 0000 

ん
 
せ
 
つ
 

あ
 
の
 
 
 
O
 
 
 

O
 
す
 

一
ま
 

局
し
 

O
 
知
 

白
石
 湘
逝
 

番
 

件
で
 

事
 
争
 

(
 
っ
た
の
 

紛
あ
 

係
が
 

関
げ
 

労
働
 
放
下
 

別
の
 

個
請
 

の
 中
 

間
ら
 

の
か
 

と
 
O
 

殿
 
O
 

貴
 
O
 

と
 
O
 

O
O
 請
人
 

O
 
申
 

O
 人
て
 

土
用
Ⅰ
 

 
 

ア
し
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モデル例 1 5 

00 労 発給 第 0000 号 

午 月 日 

0000  段 

00 労働局長 

  

  

t 

来居依頼書 

平成 00 年 00 月 00 日、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律 第 0 条第 0 項に 

基づき、 本職あ て、 貴殿の労働者 00 より、 下記 ェの とおり申出があ りました。 

つ きましては、 貴殿から事情をお 聴きしたいので、 下記 2 により来居いただきますよ う 

通知いたします。 

  

- 己 

1  申 出の内容 

平成 00 年 00 月 00 日付けで手続を 打ち切った労働者 00 と貴殿との紛争 ( 事件 番 

  
  
  
  

@f 
  
  

号 00 局 一 1 5 一 00 。 あ っせん申請 口 平成丁 5 年 00 月 00 日。 ) に関し、 当該あ っ 

ぜん手続終了後、 労働者 00 に対し、   あ っせん申請を 行ったことを 理由として、 平成 0 

0 年 00 月 00 日付けで解雇されたこと。 

2  日日 寺 00 年 00 月 00 日 午後 0 時 0 分 

 
 
日
 
召
 "
 
、
 

参
 
図
 
 
 
添
 

 
 
 
 
口
 
-
 
乃
 

 
 

 
 

O
O
 

女
 
口
ト
 
一
 

O
O
 

O
 

町
 

局
 
O
 

働
 
O
 

芳
市
 

O
O
 

O
O
 

前
 
月
 
胡
 
笏
 

3
 

 
 

，
 ｜
 
・
 Ⅰ
・
で
 
宙
 。
・
 

@
-
1
,
.
 

@
 
Ⅰ
 Ⅰ
Ⅰ
 
七
 ，心
曲
子
、
。
 

口
 り
い
オ
 

@
.
@
 

Ⅱ
 @
.
@
.
A
@
.
l
v
 

は
は
 

ヰ
 せ
 
Ⅱ
 
ギ
リ
ヰ
 

@
@
@
 

、
 

す
 。 

ま
 
し
 
た
 
 
 
Ⅴ
 
 
 
・
Ⅴ
 

願
 
才
、
 

っ
 

を
 
火
口
 

ん
川
 

連
 
Ⅱ
 
・
Ⅱ
 

ル
ソ
 

年
 
+
@
 

1
 

）
で
 

㎝
ヰ
ま
 

㎝
 
ヤ
旧
 

0
0
0
-
 

担
当
 

0
 

 
 

 
 

0
0
-
 
は
、
 

S
 
0
 
 
 

八
口
 

 
 

 
 

O
 

ぎ
 

O
 

で
 

O
 

が
 

O
 

局
 
来
 

官
に
 

整
時
 

調
日
 

の
 

争
記
 

も
 

紛
上
 

動
り
 

る
 

 
 

 
 

労
よ
 

す
他
 

ァ
し
 

 
 

の
 

参
 持
そ
 
 
 

[
D
 

4
 

担
 
Ⅹ
 



  

モデル例 1 6 

ロ
 万
日
 

O
 
O
 
O
 
O
 
第
月
 

子
八
ミ
 

，
 @
 
ぃ
 
，
 

労
発
 

O
 
O
 
年
 

00 労働局長 

  

0000  段 

指導書 

平成 00 年 00 月 00 日、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律 第 0 条第 0 項に 

基づき、 本職あ て、 貴殿の労働者 00 より、 下記 1 のとおり申出があ ったところ、 下記 2 

の 措置を講ずるよ う 指導します。 

なお、 当該指導に対し、 平成 00 年 00 月 00 日までに本職あ て是正報告を 提出してく 

ださい。 

- 一 - - 口 己 

1  手出の内容 

平成 00 年 00 月 00 日付けで手続を 打ち切った労働者 00 と貴殿との紛争 ( 事件番 

号 00 局 一 1 5 一 00 。 あ っせん申請口平成 1 5 年 00 月 00 日。 ) に関し、 当該あ っ 

せん手続終了後、 労働者 00 に対し、 あ っせん申請を 行ったことを 理由として、 平成 0 

0 年 00 月 00 日付けで解雇されたこと。 

2  指導内容 

貴殿は、 平成 00 年 00 月 00 日付けで労働者 00 に対し解雇を 行ったが、 関係者か 

らの事情聴取等により 把握した事実関係によると、 貴殿が挙げた 000 及び 000 とぃ 

ぅ 解雇理由はすでに 00 ケ 月前の行為であ り、 解雇を行った 時期もあ っせんが終了した 

平成 1 5 年 00 月 00 日の直後であ ることから、 貴殿の行った 解雇は、 あ っせん申請を 

行ったことを 理由とした不利益取扱いであ ると認められるので、 解雇を撤回すること。 
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幸
弓
 

 
 

申
 

ん
 

せ
 

つ
 

 
 

 
 
 
 
 
 
係
 
条
関
 

4
 
(
 
枯
 
弟
 

口
耳
 

l
l
 

Ⅰ
 
Ⅰ
 

式
第
 

様
 

記載 例 Ⅰ 

労 氏名 0000 

働 〒 000 一 00OO 

幼者 住所 東京都 00 区 00  0 一 0 一 0 
電話 00  (OOOOj OOOO 

学 事 氏名 スは 00 株式会社 

当 業 名称 代表取締役 00OO 

享 正 
住所 

東京都 00 区 00  0 一 0 一 0  電話 00  (OOOO) OOOO 
〒 000 一 00OO 

者 
Ⅹ上記労働者に 係 00 株式会社 00 支店 

る 事業場の名称 
〒 000 一 00OO 

及び所在地 
東京都 00 区 00  0 一 0 一 0 

Ⅰ 

電話 00  (OOOO) OOO 

00 株式会社 00 支店で、 営業社員として 勤務していたが、 平成 
0 年 0 月 0 日 00 支店長より、 深刻な経営状況の 下の人員整理を 理 
曲 に同日付けをもって 解雇を通告された。 

あ っせんを 求 一度解雇を通告されたからには 再び同社に復職する っ もりはない   
くなった精神的苦痛を 勘案し、 これらの損害を 賠償する 額 として 100 
万円を 00 株式会社に支払って 欲しい。 ( 詳細別紙 ) 

  
  

平成 0 年 0 月 0 日に支店長より 解雇通告された 後、 本社の人事部 
長 に三回連絡を 取り ( う ち一回については 本社に赴ぎ直接人事部長 

と 面談 ) 、 自分がなぜ整理解雇の 対象者となったのかその 理由を尋ね 

紛争の経過 
た 上で、 できれば解雇を 撤回してくれる よう 要請したが   
った 。 

( 言羊 # 田 援引口チ 抵 ) 

訴訟は提起しておらず、 また、 他の救済機関も 利用していない。 

  

会社には労働組合があ るが、 本問題は労使交渉で 取り上げられては 
その他参考と いない。 

なる 事 エ明 巨 

平成 0 年 0 月 0 日 

申請人 氏名又は名称 00OO ⑳ 

①①労働局長 と P  山戎 、                       づ 1 し                     
穀 



様式第 2 号 ( 第 5 条第 3 項関係 ) 記載例 2 

番 ロて ワ 

年 月 日 

0000  段 

  
あ っせん不開始通知書 

あ なたから平成 0 年 0 月 0 日 申請のあ ったあ なたと 0000 との間の紛争のあ っせんに 

ついては、 下記の理由により、 00 紛争調整委員会にあ っせんを行わせないことと レ たの 

で、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律施行規則第 5 条第 3 項の規定に基づき、 

通知します。 

- 一 - - 口 己 

( 理由 ) 
上記個別労働関係紛争については、 現在、 00 簡易裁判所の 民事調停で、 解決に 
向けての手続が 進行中であ ることが判明し、 紛争調整委員会のあ っせんがその 解決 

のために必要があ ると認められないことから。 
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様式第 3 号 ( 第 6 条第 2 項関係 ) 記載例 3 

目
 万
日
 

月
 

番
年
 

0000  段 

00 紛争調整委員会 

会長 0000  ⑳ 

あ っせん開始通知書 

紛争のあ っせんについて、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条第 1 項の規 
あ なたから 00 労働局長あ て平成 0 年 0 月 0 日 申請のあ ったあ なたと 0000 との間の       
定 に基づき、 00 労働局長の委任を 受けて、 下記のとおり 開始することとしたので、               
労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律施行規則第 6 条第 2 項の規定に基づき、 通知しま 

す 。 
  

  

- 一 - - 口 己 

1  事件番号 0 同一 0 一 0 

2  あ っせん委員 00OO 

0000 

0000 

一 t Ⅰ 2 一 

  ぽ姦 

    



    

様式第 4 号 ( 第 6 条第 2 項関係 ) 記載例 4 

番 " テ 

年 月 日 

0000  段 

00 紛争調整委員会 

会長 0000  ⑳ 

あ っせん開始通知書 

申請人 0000 から平成 0 年 0 月 0 回申請のあ ったあ なたとの間の 紛争のあ っせんにつ 

いて、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律第 5 条第 1 項の規定に基づき、 00 労 

働局長の委任を 受けて、 下記のとおり 開始することとしたので、 個別労働関係紛争の 解決 

の 促進に関する 法律施行規則第 6 条第 2 項の規定に基づき、 通知します。 

記 

1  事件番号 0 同一 0 一 0 

2  あ っせん委員 00OO 

0000 

0000 

3  あ っせん申請の 概要 

OOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOO 

OOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOO 

OOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOo 

4  留意事項 

(1) 紛争調整委員会によるあ っせんとは、 当 委員会のあ っせん委員、 が紛争当事者の 間に 

入り、 当事者間の話合いによる 解決を促進するものです。 

あ っせんの期日等具体的な 手続については、 追って通知します。 

(2) あ ・ っ せんの手続に 参加する意思がない 旨が表明き れ た場合には、 あ っせんによって 

は 紛争の解決の 見込みがないものとして、 あ っせんの手続を 打ち切ることとなります 

ので、 当 委員会によるあ っせんを望まない 場合には、 平成 0 年 0 月 0 日 までにその 旨 

を当 委員、 会あ て通知してください。 

なお、 あ っせんの手続は、 参加が強制されるものではなく、 また、 不参加の意思が 

表明ざれた場合にも、 不利益な取扱いがなさ 曲， るものではあ りませた。 
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記載例 5  
 
関
係
 

百
八
 

/
 
2
 
第
 
条
 
2
 
エ
 
Ⅱ
 
第
 

 
 
口
甘
ワ
 

5
 

式
第
 

様
 

0000  段 

  

番 " テ 

年 月 日 

00 紛争調整委員会 

あ っせん委員 0000  ⑳ 

0000  ⑳ 

0000  ⑳ 

あ っせん打切り 通知書 

下記の事件について、 あ っせんによっては 紛争の解決の 見込みがないと 認め、 個別労働 

関係紛争の解決の 促進に関する 法律 第 1 5 条の規定に基づぎあ っせんを打ち 切ることとし 

たので、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 関する法律施行規則 第 1 2 条第 2 項の規定に基 

づき、 通知します。 

- 己 

1  事件番号 0 周一 0 一 0 

2  申請人 0000 

日
 
O
 
O
 
月
 

O
 
 

年
 

O
 
O
 

O
 
 

成
 

O
 
 

平
 

人
 

日
 

壬
生
 

-
 
月
 
Ⅰ
 
申
請
 

被
申
 

3
 

4
 

 
 

5  あ っせんを求める 事項 ( 変更又は追加があ った場合はその 内容及び変更又は 追加を求 

めた年月日 ) 

平成 0 年 0 月 0 日付けをもって 0000 より行われた 解雇処分について、 当然の解雇 
により被った 経済的困窮及び 精神的苦痛を 賠償する 額 として 100 万円を 0000 に支払 
って欲しい。 

6  打切り年月日 平成 0 年 0 月 O 日 

7  打切りの理由 

貴殿と 0000 間において、 支払の具体額 は ついて意見の 隔たりが大きく、 これ以上あ 
っ せんを継続しても 紛争の解決が 見込めないことから、 個別労働関係紛争の 解決の促進に 

関する法律 第 1 0 条 第 、 項 第 5 号に該当するも㈲であ るこ - ケ 。 
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  記載 例 6 
  

  様式 1 0 
  

あ っせん概要記録 票 
  号 事 件 番 00 局 一 0 一 0 
  
  受 理 日 平成 0 年 0 月 0 日 
  
  開始決定日 平成 0 午 0 月 0 日 

  
  申 請 人 

  
    
  

あ っせん 日 平成 0 午 0 月 0 日 

  氏名   00OO 
労 本人 住所 東京都 00 区 00  0 一 0 一 0 電話 00  (OOOO) OOOO 

  ル 才化 k@ /   電話 

  争   電話 

当 - 

事 Ⅰ   
事 本人 

職 氏名 00 株式会社．代表取締役 00OO 
住所 東京都 00 区 00  0 一 0 一 0  電話 00  (0000) 0000 

  者 業 代理人住所 職 氏名 電話 

正中 ぬ 佳人住所 職 氏名 電話 

0000   担当あ っせん委員 

申甜大 であ る紛争当ゆ者労働者 0000 ( 以下「労働 者 Ⅰ という。 ) は、 00 株式会社 
において、 営業社員として 助萌 していたが、 同社代表取締役であ る紛争当 ゆ舌享 業主 ( 以 

下 「卒業主Ⅰ という。 ) から、 平成 0 午 0 月 0 月に、 経営大呪が深刻なことを 理由に同日 

付けをもって 整理解屈されたものであ る。 労働者は、 当該処分は無効てあ るとして撤回 

紛争事案の概要 を 求めるも、 事業主がこれに 応じないため、 あ っせんの 中 諦を行ったものであ る。 

1  町夫関係の確認 

あ っせん委員が 解屈の町夫関係について 与 ねたところ、 労働者が平成 0 午 0 月 0 日付 

けをもって 解 屈されたこと 及び 解 屈の理由が不況による 経営状況の悪化に 伴う人員整理 

Ⅰ 

であ ることについては、 紛争当単音双方とも 争いはなかった。 

2  紛争当 4 者双方の主張 

共助者は、 解 屈の撤回を強く 主張し、 宰 業主は、 会社の経営状況から 復職させること 

は 困難であ り、 解 屈を受け入れてもらいたい 旨 主張した。 

3  あ っせん委員の 調 牲 
あ っせん委員は、 紛争当 芋甘 双方に対し、 労閾 昔の復職以外の 解決方法について 受 l. ケ 

入れる考えがあ るか否かを打診したところ、 ヰ 業主は、 再度復職は田雄であ る 旨 主張し、 

他の解決方法については 検討する用意があ る 旨 回答したのに 対し、 労働者は解 屈 の 倣回 

及び 復凧は ついて再度同様の 主張を繰り返した。 事業主が現在の 経営状況の厳しさを 説 

あ っせんの概要しても 明し、 労肌 無理ならばこれを 者に対し可能な 諦め一定の条件の 限りの誠意を 示す 下、 旨 解屈を受け入れる 申し立てたところ、 旨 申し立てた。 労働舌は復職がど 自ノ - 
あ っ亡ん委員が、 復職に代わる 解決方法について、 その意向を紛争当事者双方に 確認 

したところ、 労助 昔は、 解決 金 として賃金とか 月相当 碩 0 1 0 0 万円の支払を 求めたの 
に 対し、 ポ 業主は現在の 経営状況から 支払 う ことができるのは 7 0 万円が限度であ ると 

のことであ った。 

このように金額について 折り合いがつかず、 紛争当事者双方からあ っせん案を提示し 

てもらいたい 旨の申出があ った。 あ っせん委員より、 あ っ亡ん案の内容について 8 0 万 

円で合意できないか 打診を行ったところ、 双方とも即答はできないとのことであ った。 

そこで、 あ っせん委員より、 後日この金額を 元にあ っせん案を作成し 苦 面 で提示する 

言 伝えた上であ っせんを終了した。 

  

00 労働局総務部企画室 00OO 
記録作成者 職 氏名 
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総合労働相談コーナ 一における事務処理の 流れについて 

労働問題に関するあ らゆる分野の 相談   
Ⅰ・ 4 
  

法令・各種制度に 関する照会、 行政手続きに 関する問い合わせ   

法施行事務 ( 監督権 限の行使、 行政指導の実施等 ) を求めるもの   

個別労働関係紛争の 解決を求めるもの 

Ⅴ 

・ 関連する法令、 裁判例等の情報の 提供 、 その 他 の 援助 
・ 個 別 労働紛争解決制度 の 説明 
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卓出人が早急な 解決を希望す 
6 場合等で法施行事務の 対象 
となる事項を 含まずかっ特別に 
複雑困難でない 培合 

    
経過につい ⅠⅠ @ 

ての報告   
  
助言 ( 口頭 ) の実施 

  

  
T 

    申 出人に対する 解決の有無の 確認   

  あ っせ申請のん 受理 制度の説明   

十 ・Ⅴ 

      

Ⅴ 
T 

    
総 務 部 企 画 室 へ の 事 案 の ・王 臣 ィ寸 
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労働局長の助言・ 指導制度に係る 手続の流れ 

個別労働関係紛争の 解決を求める 相談 

総合労働相談コーナー 

関連する法令・ 裁判例等の情報提供 

助言・指導制度の 説明 

十 ・ 

申 出 の 受 付 

  

  

｜ 

解決 

助言・指導処理票の 作成、 送付 十 

手続の終了 

総務部企画室 

    

、 処 理 方 針 の 作 成， 

t 

「事実関係に 係る調査の実施 
  

、 披申 出人の必要に 応じ、 紛争当事者の 同僚等の参考人からの 事情聴取の実施等 ノ 

  

f 

Ⅰ Ⅰ 

処理案の作成 
あ 

ト つ 

十 せ 

労働関係紛争担当参与への 意見聴取 ん 
へ 

移 
文書による助言・ 指導の実施 行 
助言・指導内容の 申出人への説明 

  

  

  

「助言，指導を 実施Ⅰ 雙 しない場合の 書面 
の 交付 
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手続の終了 
  

      民事調停等他の 紛争処理制度 
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紛争調整委員会によるあ っせん制度に 係る手続きの 流れ 

あ っせん申請書の 提出 

t 

総合労働相談コーナー 総務 蔀 企画室 
あ っせん申請書の 受理 あ っせん 請書の受理 
・申請書への 押印 ・申請書への 押印 
・あ っせん処理票の 作成   あ っせん処理票の 作成 

  
  T 

ク協っ せんの委任の 決定 ⅡⅠ あ っせんの不開始の 決定 

・紛争調整委員会会長あ て   申請人に対して 不開始決定の 通知 
あ っせん委任の 通知 
Ⅰあ っせん処理票の 記載 

サ 

パ あ っせんの開始に 係る調査の実施 
・局長の助言・ 指導に係る手続を 経た事案について、 当該手続に係る 資料の分析、 
事務処理に当たった 担当者からの 補足説明 
，相談 票 等の活用 
・紛争当事者からの 事情聴取 

あ っせん委員の 指名 

紛争調整委員会委員のうち 3 人， ほ ついてあ っせん委員とした 上で会長名にて 通知 

担当あ っせん委員の 選任 
紛争事案の内容、 あ っせん委員の 専門分野及びスケジュールを 
総合的に勘案した 上で原則 1 事案につき 1 名を選任 

担当あ っせん委員への 事案に係る事前説明 
事案概要、 争点及び紛争当事者の 解決に当たっての 意向等について 事前説明 

あ っせん期日の 決定及び通知 
あ っせん委員の 日程、 紛争当事者の 希望等を勘案の 上、 紛争当事者の 双方へ通知 

ⅠⅠ @ 

ノ庇 っせんの実施 
・紛争当事者双方の 主張内容の把握及びこれを 踏まえての解決に 向 け 
ての話合いの 促進 
・必要に応じた 参考人 ( 関係労使団体の 代表者等 ) からの事情聴取 
  ・あ っせん案の作成及び 紛争当事者への 提示 

紛 当事者争の双方が その他紛争当事者間 打 切 
あ っせん案を受諾 における合意の 成立 

，ト 沖 決 民事調停等位の 紛争処理制度の 教示 
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あ っせんの手続の 流れ 
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⑥あ っせんの実施 
Ⅴ @ 

申請人   
ⅠⅠ 
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  ⑤あ っせん期日 
  0 通知 
  

  

②不開始決定の 通知   

l ⑦あ っせん 案 

④あ っせんの開始 ①申請     の 提示 
  決定の通知 
  

  
  

②委任決定の 通知   

都道府県労働局長 " 。 "" 。 ，三 

（ 

総務部企画室 
、り 

  

総合労働相談コーナー   ③委員の指名     

  
ⅠⅠ 

  

l 一一一一一 -- 
あ っせん委員 (3 名 ) 

担当あ っせん委員 (1 名 ) 
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